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　「お客様第一主義」とは、すべてのお客様を大切にすることが経営の基本であるとする

当社の経営理念です。お客様とは、消費者の皆様、株主の皆様、販売先の皆様、仕入先の

皆様、金融機関の皆様、地域社会の皆様です。

　当社とかかわるすべての方々をお客様と位置付け、それぞれのご意見やご要望に真摯に

向き合い、常にお客様の立場に立った対応を図ることが経営の根幹です。この経営理念

のもと、グループミッション「健康創造企業」として長期ビジョン「世界のティーカンパニー」

を目指します。

グループ経営理念
「お客様第一主義」

ご挨拶

本庄 八郎代表取締役会長

本庄 大介代表取締役社長
執行役員

伊藤園グループの理念体系

お客様第一主義グループ経営理念

価値創造

※ 一部それ以前からの活動や直近の活動
報告を含みます。
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STILL NOWの精神

自然・健康・安全・良いデザイン・おいしい

「今でもなお、お客様は何を不満に思っているか」
を常に問い続けて、お客様からのご要望、
ご不満の解決に貢献する

５つの製品開発コンセプト

行動規範、各種方針・宣言

伊藤園グループ行動規範
伊藤園グループサステナビリティ基本方針
伊藤園グループ人権方針
伊藤園グループ環境方針　　等

伊藤園グループの考え方や姿勢を表明

「伊藤園統合レポート2022」は、株主・

投資家を中心とするステークホル

ダーの皆様に向けて作成したもので

す。伊藤園グループの中長期的な企業

価値向上に向けた取組みや、2022年

4月期（2021年5月～2022年4月）の

活動※を紹介しています。

また、本報告書のほかに、財務情報や

サステナビリティ関連の情報を伊藤園

ホームページで発信しています。

（発行年月：2022年11月）
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2000 2005 2010 2015 2020 202220211966 1970 1980 1985 1990 1995

伊藤園グループは、1966年に「お茶屋」としてスタートし、パック茶（包装茶）の発売など革新をおこしてきました。そして、日本人
のライフスタイルの変化を捉えて、世界初の「缶入りウーロン茶」（1980年）、「缶入り煎茶」（1985年）を発売し、無糖茶飲料市場
を創造しました。その後も「世界初」「業界初」の技術を積み重ねて、いつでもどこでもおいしいお茶が楽しめる製品をお届けして
きました。当社のあゆみは、市場創造・価値創造のあゆみでもあります。

1966.8  伊藤園の前身であるフロンティア製茶株
式会社を静岡県静岡市に設立

1969.5  商号を株式会社伊藤園に変更
1972.2 スイス・インダストリアルゲゼルシャフト

社製の高速自動包装機を導入、茶葉鮮
度保持のための真空パック技術を開発

1974.5 静岡県榛原郡相良町（現・牧之原市）に
静岡相良工場を新設

1979.8 中国土産畜産進出口総公司と日本で初め
てウーロン茶の総代理店契約を締結

1987.7 米国ハワイ州にITO EN （USA） INC.を
設立

 ※ 現在の ITO EN （Hawaii） LLC

1992.5 株式店頭公開
1994.9 オーストラリアにITO EN AUSTRALIA 

PTY. LIMITEDを設立
1996.9 東京証券取引所 市場第二部に上場
1998.10 東京証券取引所 市場第一部に指定
2001.5 米国ニューヨーク州にITO EN（North 

America）INC.を設立
2004.10 ITO EN AUSTRALIA PTY. LIMITED

に荒茶工場を新設、生産開始
2006.6 米国フロリダ州のサプリメント関連事業

を行うMason Distributors, Inc.の株
式を取得

2006.10 タリーズコーヒーを展開しているフード
エックス・グローブ株式会社（現・タリー
ズコーヒージャパン株式会社）の株式を
取得

2007.9 東京証券取引所 市場第一部に第1種優
先株式上場

2008.3 ダノングループ（本社：フランス）とナ
チュラルミネラルウォーター「エビアン」
の国内独占販売権契約を締結

2008.9　株式会社不二家と「ネクター」などの一部
飲料製品の販売契約を締結

2010.2  自動販売機のメンテナンスや調達などを
行う株式会社グリーンバリューを設立

2011.5  乳製品などの製造販売を行うチチヤス
株式会社の株式を取得

2012.6 シンガポールにITO EN Asia Pacific 
Holdings Pte. Ltd.を設立

2012.9 中国に伊藤園飲料（上海）有限公司を設立
2012.10 自動販売機事業を展開するネオス株式

会社の株式を取得
2013.5  タイにITO EN （Thailand） Co., Ltd.を

設立

2013.7 インドネシアにPT ITO EN ULTRAJAYA 
WHOLESALEを設立

2015.2 ITO EN（North America） INC.が米国
を中心にコーヒー豆の栽培から販売ま
でを行うDistant Lands Trading Co.
の株式を取得

2016.6 静岡相良工場敷地内に抹茶工房を新設
2016.9 兵庫県神戸市に緑茶飲料用などの茶葉

を仕上加工する神戸工場を新設
2017.3 「伊藤園ティーテイスター社内検定」が

厚生労働省社内検定認定制度の2016年
制度改正後の第1号として認定

2018.6 抹茶の認知機能改善効果を検証する臨
床試験の実施を合意（株式会社島津製
作所・株式会社MCBI共同）

2021.5 株式会社エーザイと健康長寿社会に向
けた業務提携契約を締結

2022.2 「お～いお茶」ブランドが4年連続でギネ
ス世界記録®認定※
※ 「最大のナチュラルヘルシー RTD緑茶飲料」
販売実績（2021年1月～12月）。2018年から
4年連続で認定

2022.4 東京証券取引所プライム市場に移行

1980年
世界初「缶入り
ウーロン茶」発売

1985年
世界初「缶入り
煎茶」発売

1992年
「充実野菜」発売

2004年
「1日分の野菜」
発売

2007年
「TULLY’S COFFEE
BARISTA’S SPECIAL」
発売

2011年
「チチヤス」ブランドの
製品発売

2012年
「毎日1杯の青汁」発売

2013年
「ヘルシールイボスティー」
発売

1989年
「お～いお茶」
発売

2019年
100％リサイクル
ペットボトル使用
電子レンジ加温対応
製品発売
   

2009年
「TULLY’S COFFEE」ブランドで
初の缶コーヒー発売1990年

「お～いお茶」1.5l
ペットボトル発売

1996年
パーソナルサイズ
「お～いお茶」500ml
ペットボトル発売

2011年
特定保健用食品
「２つの働きカテキン緑茶」発売

パック茶（包装茶）
を発売

1966

専門店での量り売りが中心
だったお茶を、購入しやすい
小分けの包装形態で販売

茶産地育成事業を開始
1976

茶生産者と契約栽培を開始

「NATURAL LAND
野菜ミックス
ジュース」発売

1986

にんじんベースの
野菜飲料市場創出

「健康ミネラル
むぎ茶」発売

2002

むぎ茶飲料市場を
牽引
※ 発売当初の製品名は
「天然ミネラルむぎ茶」

ホット対応
ペットボトル製品を
発売

2000

無糖茶飲料市場を
創造・発展

1980

お茶の屋外飲料化。屋内にて
急須で飲まれていたお茶が、
いつでもどこでも飲める飲料へ

世界初のペットボトル入り
緑茶飲料を発売

1990

新たな飲用機会の創出。
より手軽に楽しめるお茶へ

ITO EN （North America） INC.を設立
2001

米国本土で事業を開始

「お～いお茶
濃い味」を発売
（「お～いお茶 濃い茶」の前身）

2004

嗜好の多様化への対応

グローバルブランド
「MATCHA GREEN TEA」を
発売

2015

「世界のティーカンパニー」に
向けて、ITO ENブランドの
海外認知を強化

「お～いお茶」ブランドの 
機能性表示食品を発売 

2019~

製品を通じた、お茶の健康価値の
提供

「お～いお茶」ブランドが誕生
当社業績の伸長に大きく貢献
「伊藤園お～いお茶新俳句大賞」を開始

1989

伊藤園グループの価値創造のあゆみ

4,007億円
連結売上実績額

2022年4月期

2022年4月期より、
収益認識基準を適用

伊藤園グループの沿革

売上高推移

548億円

101億円

1,927億円

4,613億円

1% 2%
25%

国内飲料市場における
無糖飲料比率の推移 12%

31% 38%

45% 53% 54%

75％以上
当社無糖飲料比率

価値創造 ： 価値創造のあゆみ
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2021年度は底堅く収益を確保することができました。

　また、お客様の意識や行動における健康志向の高まりを

捉え、「お～いお茶 濃い茶」をはじめとする機能性表示食

品の販売量を過去5年間で大きく伸ばしたことも、今後の

成長を確信できた要素の一つです。茶系飲料だけでなく、

国内を中心にリーフ（茶葉）製品の販売強化に取組んで

きた結果、リーフ製品も堅調に推移しました。

　なお、この数年間、気候変動による自然災害の多発や、

プラスチックごみ問題など環境意識の高まりもより顕著

になっており、お客様が健康や環境に配慮した付加価値

の高い製品やサービスを今まで以上に求めていることを

実感しています。そのため伊藤園グループでは、グループ

経営理念「お客様第一主義」のもと、「STILL NOWの精神」

である、「今でもなお、お客様は何を不満に思っているか」

という問題意識を常に持ち続けています。

　そして、伊藤園では「自然・健康・安全・良いデザイン・

おいしい」という5つの製品開発コンセプトで、お客様の

多様なニーズに沿った製品開発とお客様に密着したサー

ビスに努めています。

　今後も、外部環境の変化や、お客様の健康意識や環境

意識の高まりへの対応は重要です。主力ブランドの「お～い

お茶」をはじめ、「健康ミネラルむぎ茶」、「1日分の野菜」、

「タリーズコーヒー」はもちろんのこと、飲料・リーフといっ

た各製品において、品質及び健康や環境面といった価値

を一段と高め、お客様満足と市場シェア向上を目指して

いきます。

※ 記載する業績数値は収益認識基準適用前のものです

「健康創造企業」として、
「世界のティーカンパニー」を目指します

本庄 大介
代表取締役社長 執行役員

2021年度と前・中長期経営計画を振り返って

2021年度は、厳しい環境下でも増収増益を達成

長期ビジョン

「世界のティーカンパニー」への想い

「グローバル」

　2021年度（2022年4月期）は、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大による行動制限や、夏期の天候不順、厳冬

などによる影響を受けた一年となりました。

　2021年の国内飲料市場は、前年比0.4%増と前年を若干

上回りました。しかし、飲料業界の最盛期のうち、8月と

9月の2ヶ月間は異例の長雨や緊急事態宣言の延長が外出

自粛の要因となり、過去にないほどのインパクトを市場に

もたらしました。

　こうした中、伊藤園グループ全体で収益性の改善に取

組んだことで、2022年4月期の連結売上高は前年比で

3.4%増の461,316百万円、営業利益は、前年比12.0%

増の18,672百万円と増収増益を実現することができま

した※。

　なお、2022年4月期をもって、2018年4月期から開始

した前・中長期経営計画が終了しました。天候不順や新型

コロナウイルス感染症の感染拡大、不安定な世界情勢など、

外部環境の大きな変化により、残念ながら連結売上高等

の数値目標は未達に終わりました。海外でも着実に当社

グループの製品の販売を増やしていますが、海外事業の

飛躍的な成長には至っていません。その一方で、国内に

おける成長への手応えを強く感じています。

　まず、「売上を伸ばせば利益がついてくる」という規模

追求の姿勢から利益重視へと考え方を改め、2018年12月

から思い切った経営体質の改善を行った結果、収益性向上

を実現できたことです。そのため、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大という厳しい環境下においても、2020年度、

　伊藤園グループは、今年度、2026年度（2027年4月期）

を最終年度とした新・中長期経営計画を策定しました。

改めて「世界のティーカンパニー」を長期ビジョンに掲げ､

お客様の健康で豊かな生活と持続可能な社会に貢献す

る「健康創造企業」をミッションとして、再チャレンジして

いきます。

（新・中長期経営計画については、後述。及びP17-22参照）

　振り返れば、伊藤園グループは1966年に「お茶屋」と

してスタートし、1976年から品質の良い茶葉を安定的に

仕入れるため茶生産者との契約栽培を始め、リーフ製品

から飲料製品まで様々な形態でお茶を提案してきました。

その中でも、世界初の無糖茶飲料「缶入りウーロン茶」を

1980年に発売、そして1985年に世界初の緑茶飲料「缶

入り煎茶」を発売するなど新しい市場を創造してきまし

た。伊藤園は中国の一部地域でしか飲用されていなかっ

た烏龍茶を日本に紹介し、さらに缶飲料として開発した

ことで、日本に烏龍茶を飲む習慣をつくりました。また、

古くから身体によい飲み物として日本人の生活に根付き、

急須でいれることが主だった緑茶を飲料化したことで、

食生活やライフスタイルの変化に合わせていつでもどこ

でも飲める飲料として、無糖茶飲料市場を創造してきま

した。さらに、日本茶や中国茶だけでなく、近年では南ア

フリカ原産の希少なお茶であるルイボスティーに着目し、

日本国内で女性を中心に人気のお茶として広めました。

　このように伊藤園グループは創業以来、技術革新を重ね、

時代の変化と共に日本人のライフスタイルに合わせて様々

なお茶の種類や飲み方を提案し、独自のバリューチェーン

を通じて「より身近な飲み物」として“お茶”をお届けしてき

ました。その飲料製品とリーフ製品の両輪でお茶のおい

しさと価値を伝える“お茶のスペシャリスト集団”であると

いうことが、伊藤園グループの最大の特色です。

　長期ビジョン「世界のティーカンパニー」の中で、まずは

日本を代表するブランドとして「お～いお茶」を世界に広め、

さらには世界各地域の茶文化とつながり、伊藤園グループ

の技術とバリューチェーンを通じて、世界規模で新たな

茶文化と茶市場を創造し広くお茶の価値を伝えていきた

いというのが私の想いです。そのために、新・中長期経営

計画において3つの柱、「グローバル」「価値創造」「ユニー

ク」を設定しました。

　茶系飲料とリーフ製品を合算した「世界の茶市場」では、

中国、日本、米国の3ヵ国で構成比の半分以上を占めてい

ます。そのため、まずは緑茶飲料製品、リーフ製品の両方

でトップシェアを誇る日本国内市場で一段とシェアを高

め、「日本一のお茶屋」として伊藤園ブランドを盤石にし

ます。マザーマーケットである国内市場での基盤強化が、

海外市場での成長につながると考えています。海外では、

当社製品を30ヵ国以上で展開していますが、その中でも

北米等を重点地域として強化し、海外事業の足場を固め

ることに注力しています。

　当社グループの北米事業は、社会情勢によってエネル

ギーコストが急激に上昇している影響で直近の収益性は

低迷しているものの、販売状況としては好調です。肥満

が社会問題となっている米国において、健康志向の高ま

りにより、抹茶を含む日本茶の健康性等が注目されてお

り、「お～いお茶」などの無糖茶飲料や緑茶ティーバッグ

の販売は好調です。また、加工食品のフレーバーや調味

料向けとして抹茶の需要も増加しています。

　今後も世界各国において、「健康」というお茶の価値を

基軸に、独自性のある製品を展開していきます。主力製品

である「お～いお茶」ブランドや、ティーバッグ製品や抹茶

の海外ブランド「MATCHA GREEN TEA」の販売を強化

していきます。

　「お～いお茶」や「MATCHA GREEN TEA」のパッケー

ジの緑色は、自然や環境といったサステナブルなイメージ

を想起させます。また昨今の世界的な健康志向を背景に、

私たちが提供する日本茶製品が「健康」という価値の象徴

として、あらゆる国と地域の至るところで目にするサステ

ナブルな製品・グローバルブランドへと育てていきたいと

考えています。

　「健康」に資する価値を製品・サービスを通じて提供す

ることを特に重視します。国内では、健康志向の高まりを

背景に、清涼飲料市場における無糖飲料の比率が1980年

の1%から2021年には54%に拡大しています。新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大という厳しい環境下では、

消費者の健康意識はより一層高まり、当社製品のうち最

も売上を伸ばしたのが機能性表示食品である「お～い

お茶 濃い茶」でした。2019年9月から「お～いお茶 濃い

茶」をガレート型カテキンが“体脂肪を減らす”機能性表

示食品として発売して以来、2021年度までに販売数量は

倍増しています（2021年度の年間販売数量3,000万ケー

ス以上）。

　競合他社からも機能性表示食品の飲料製品が数多く

販売されている中で、「お～いお茶 濃い茶」は機能性表示

食品の飲料部門で販売数量1位を誇っています。この分野

でNo.1を達成していることは、「健康創造企業」として非

常に大きな成果と考えています。

　こうした市場をリードする製品を開発するために、産学

連携をはじめとして、さまざまなオープンイノベーション

に取組んでいます。例えば2022年8月には、「抹茶の認知

機能低下抑制効果を評価する試験」の研究成果を、米国

サンディエゴで開催された「アルツハイマー病協会国際

会議2022」で発表しました。

　これは、筑波大学発のベンチャー企業、株式会社MCBI

と共同で取組んだものです。この研究では、認知症の前段

階にある高齢者を対象にした臨床試験を行い、抹茶の継続

摂取による睡眠の質の向上と社会的認知機能（顔表情から

の感情知覚）の改善が示唆される結果を得ました。今後も

メカニズムの解明や検査内容の解析を進めて、健康価値

情報の発信とともに製品開発につなげ、人生100年時代

に国内外の人々の健康で豊かな生活に貢献していきます。

　「ユニーク」とは、独自性のある唯一無二の伊藤園グ

ループの強みを指します。当社は、国内荒茶生産量の約

4分の1にあたる原料茶を取り扱っています。その中で、

高品質な原料茶を安定的に調達するために、「茶産地育

成事業」による製品用途に応じた原料茶を茶農家と協働

で作り上げています。

　この「茶産地育成事業」は、茶農家の安定経営や荒廃

農地の茶畑への転換による有効活用など、社会課題解決

にも貢献しています。これは、サステナビリティが叫ばれる

昨今の時流に乗って始めたことではなく、1976年から原

料茶の安定調達と国内農業の課題解決を目指して地道に

続けている取組みです。お客様が製品の背景にあるサス

テナビリティを意識するようになった今日、この長年にわ

たる地道な取組みが製品の品質と市場からの信頼につな

がっています。

　そして、何より私たちが大切にしているのがおいしさと

品質の追求です。飲料やリーフ製品は、おいしくなければ

継続して飲んでいただくことができません。伊藤園グループ

には、お茶などの畑から育まれた自然由来の原料の良さを

最大限に引き出してつくる「無糖でおいしい製品」を支え

る原料調達力と製造技術・開発力があります。現在販売

している当社飲料製品のうち75％以上が無糖飲料であり、

国内清涼飲料市場においては際立った特徴を持ちます。

　一朝一夕には真似のできない「畑からのユニークな製品

開発力」と独自のビジネスモデルを活かし、国内外のお客

様に長く支持をいただける製品を、今後も生み出し続け

ていきます。

価値創造 ： トップメッセージ
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世界のティーカンパニー
茶スペシャリストとして世界の茶文化とつながり、おいしさと価値を広く伝える

世界中で飲まれている茶を進化さ
せ、世界中の人々の心身ともに健や
かな生活を支える。

グローバル

茶で培った知見を活かし、健康と持
続可能な社会に貢献する価値を創
出する。

価値創造

農業から資源循環まで、伝統と先
端技術を融合させる独自性のある
唯一無二の企業に。

ユニーク

「価値創造」

「ユニーク」

中長期経営計画（2023年４月期～ 2027年４月期）

「伊藤園グループ」で取組む

　新・中長期経営計画では、5つの重点戦略として、「国内

既存事業の盤石化」「お～いお茶のグローバル化」「新たな

事業の創出」「経営基盤の強化」「サステナビリティ経営の

推進」に取組みます。成長に対する考え方として、「収益性

重視」、「利益・シェア向上のための持続的成長」、「ROEの

向上」をベースに、定量目標として、2027年4月期連結営

業利益率7％、ROE10％以上、総還元性向40％維持、海

外売上比率12％以上を目指します。そのための事業投

資を、今後5年間で700億円の規模で計画しています。こ

の目標に向かって、「チーム 伊藤園グループ」として取

組んでいきます。

　つまり、伊藤園単体ではなくグループ会社との連携を

強化したグループ経営に注力します。2022年に創業25

周年を迎えたタリーズコーヒージャパンは人流回復ととも

に成長軌道に戻りました。また、ヨーグルトなどの乳製品

の製造販売を行うチチヤスは、今年度から伊藤園にチチ

ヤス営業部を設置し、チチヤスブランド製品の販売を一

層強化していきます。こうした個々の力をグループの組

織力へと結集させることで、創造性と生産性をダイナミッ

クに高めていく考えです。

　新・中長期経営計画の5年間は、長期ビジョン「世界の

ティーカンパニー」に向けたプロセスにおける初期フェーズ

として「国内事業基盤を盤石にし、「お～いお茶」のグロー

バルブランド化を加速化させる期間」と考えています。ス

ピード感をもって事業を推進し、中長期経営計画の後半

フェーズでは「世界のティーカンパニー」の実現に向け

て、次のフェーズへの端緒にしたいと考えています。

　茶系飲料とリーフ製品を合算した「世界の茶市場」では、

中国、日本、米国の3ヵ国で構成比の半分以上を占めてい

ます。そのため、まずは緑茶飲料製品、リーフ製品の両方

でトップシェアを誇る日本国内市場で一段とシェアを高

め、「日本一のお茶屋」として伊藤園ブランドを盤石にし

ます。マザーマーケットである国内市場での基盤強化が、

海外市場での成長につながると考えています。海外では、

当社製品を30ヵ国以上で展開していますが、その中でも

北米等を重点地域として強化し、海外事業の足場を固め

ることに注力しています。

　当社グループの北米事業は、社会情勢によってエネル

ギーコストが急激に上昇している影響で直近の収益性は

低迷しているものの、販売状況としては好調です。肥満

が社会問題となっている米国において、健康志向の高ま

りにより、抹茶を含む日本茶の健康性等が注目されてお

り、「お～いお茶」などの無糖茶飲料や緑茶ティーバッグ

の販売は好調です。また、加工食品のフレーバーや調味

料向けとして抹茶の需要も増加しています。

　今後も世界各国において、「健康」というお茶の価値を

基軸に、独自性のある製品を展開していきます。主力製品

である「お～いお茶」ブランドや、ティーバッグ製品や抹茶

の海外ブランド「MATCHA GREEN TEA」の販売を強化

していきます。

　「お～いお茶」や「MATCHA GREEN TEA」のパッケー

ジの緑色は、自然や環境といったサステナブルなイメージ

を想起させます。また昨今の世界的な健康志向を背景に、

私たちが提供する日本茶製品が「健康」という価値の象徴

として、あらゆる国と地域の至るところで目にするサステ

ナブルな製品・グローバルブランドへと育てていきたいと

考えています。

　「健康」に資する価値を製品・サービスを通じて提供す

ることを特に重視します。国内では、健康志向の高まりを

背景に、清涼飲料市場における無糖飲料の比率が1980年

の1%から2021年には54%に拡大しています。新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大という厳しい環境下では、

消費者の健康意識はより一層高まり、当社製品のうち最

も売上を伸ばしたのが機能性表示食品である「お～い

お茶 濃い茶」でした。2019年9月から「お～いお茶 濃い

茶」をガレート型カテキンが“体脂肪を減らす”機能性表

示食品として発売して以来、2021年度までに販売数量は

倍増しています（2021年度の年間販売数量3,000万ケー

ス以上）。

　競合他社からも機能性表示食品の飲料製品が数多く

販売されている中で、「お～いお茶 濃い茶」は機能性表示

食品の飲料部門で販売数量1位を誇っています。この分野

でNo.1を達成していることは、「健康創造企業」として非

常に大きな成果と考えています。

　こうした市場をリードする製品を開発するために、産学

連携をはじめとして、さまざまなオープンイノベーション

に取組んでいます。例えば2022年8月には、「抹茶の認知

機能低下抑制効果を評価する試験」の研究成果を、米国

サンディエゴで開催された「アルツハイマー病協会国際

会議2022」で発表しました。

　これは、筑波大学発のベンチャー企業、株式会社MCBI

と共同で取組んだものです。この研究では、認知症の前段

階にある高齢者を対象にした臨床試験を行い、抹茶の継続

摂取による睡眠の質の向上と社会的認知機能（顔表情から

の感情知覚）の改善が示唆される結果を得ました。今後も

メカニズムの解明や検査内容の解析を進めて、健康価値

情報の発信とともに製品開発につなげ、人生100年時代

に国内外の人々の健康で豊かな生活に貢献していきます。

　「ユニーク」とは、独自性のある唯一無二の伊藤園グ

ループの強みを指します。当社は、国内荒茶生産量の約

4分の1にあたる原料茶を取り扱っています。その中で、

高品質な原料茶を安定的に調達するために、「茶産地育

成事業」による製品用途に応じた原料茶を茶農家と協働

で作り上げています。

　この「茶産地育成事業」は、茶農家の安定経営や荒廃

農地の茶畑への転換による有効活用など、社会課題解決

にも貢献しています。これは、サステナビリティが叫ばれる

昨今の時流に乗って始めたことではなく、1976年から原

料茶の安定調達と国内農業の課題解決を目指して地道に

続けている取組みです。お客様が製品の背景にあるサス

テナビリティを意識するようになった今日、この長年にわ

たる地道な取組みが製品の品質と市場からの信頼につな

がっています。

　そして、何より私たちが大切にしているのがおいしさと

品質の追求です。飲料やリーフ製品は、おいしくなければ

継続して飲んでいただくことができません。伊藤園グループ

には、お茶などの畑から育まれた自然由来の原料の良さを

最大限に引き出してつくる「無糖でおいしい製品」を支え

る原料調達力と製造技術・開発力があります。現在販売

している当社飲料製品のうち75％以上が無糖飲料であり、

国内清涼飲料市場においては際立った特徴を持ちます。

　一朝一夕には真似のできない「畑からのユニークな製品

開発力」と独自のビジネスモデルを活かし、国内外のお客

様に長く支持をいただける製品を、今後も生み出し続け

ていきます。

価値創造 ： トップメッセージ
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　長期ビジョンの実現と中長期経営計画を達成するため

には、人材の確保と育成が欠かせません。伊藤園グループ

では、人材を「人財」として捉え、「多様な人財と全員活躍

の推進」に向けて、経営戦略と連動した人材戦略の実行

を進めていきます。

　日本では少子化による労働人口の減少が著しく進む

中、企業の採用活動は困難を極めています。働きやすい

職場環境、夢の実現への支援など、時流に沿ってどう応え

ていくかが今後の課題です。

　また、経営戦略を実現するための人材育成にも注力し

ます。自ら考え、学び、積極的に挑戦する環境を整えるこ

とで、企業風土として人材育成に関する積極的な考え方を

醸成します。グローバルに活躍できる人材、新たな価値

を創造できる次世代のリーダーといった企業の成長に貢

献する中核人材を育成し、持続的な企業価値向上につな

げます。また、女性、シニア、多様な経験やバックグラウン

ドを持つ社員を含め、全社員が健康でいきいきと活躍す

る組織づくりや働きがいの向上に向けた施策を講じます。

　今後は、人的資本に係る諸制度の改善をより一層加速

度的に進め、多様な人材が気持ちよく、誇り高くいきいき

と働ける環境を整えます。

サステナビリティ経営

マテリアリティを定めて解決に取組む

「人材」を「人財」と捉える

長期ビジョン実現と中長期経営計画達成の原動力

ステークホルダーへのメッセージ

明るい未来に向けて

　中長期経営戦略を進めていくにあたり、サステナビリ

ティ重要課題（マテリアリティ）を見直し、「食生活と健康

への貢献」、「持続可能な国内農業への貢献」、「環境」、「地

域社会・コミュニティとのつながりの深化」、「持続可能な

サプライチェーンへの貢献」、「多様な人財と全員活躍の

推進」、「コーポレート・ガバナンス」の7つを設定しまし

た。抽出した社会課題を社内・社外の双方から重要度を

評価し、有識者の方々のご意見をいただいた後、取締役

会で審議し特定しました。

　当社は、前述のとおり1976年から「茶産地育成事業」を

展開していますが、2001年には「お～いお茶」などの茶系

飲料製品製造時に大量に排出される茶殻のリサイクル技

術を確立し、多様なパートナー企業と共に茶殻リサイクル

製品を生み出すなど、「茶畑から茶殻まで」の社会課題に取

組んできました。近年は新型コロナウイルス感染症の感

染拡大等を背景にした健康不安や社会不安、気候変動や

エネルギー資源問題など様々な課題が深刻化していま

す。企業の社会的責任としてこれらの課題解決に取組む

と同時に、これまで積み上げてきた強みをさらに磨き、機

会にもつなげていきたいと考えています。例えば、長年に

わたるお茶の健康機能性の研究成果や減農薬や有機栽

培などにより、健康価値の高い製品をお届けすることで、

お客様の「食生活と健康への貢献」が可能となります。そ

のためにも、「持続可能な国内農業への貢献」は今後ます

ます重要なテーマになってくると考えています。

　また、「地域社会・コミュニティとのつながりの深化」の

根底には、伊藤園グループが創業当時から続けてきた地

域とのコミュニケーションが息づいています。私たちはこ

れまで、営業社員が直接地域の販売店に足を運んで、商

談・納品・売り場作りを行う「ルートセールスシステム」を

全国に広げ、地域社会に根ざした活動を展開してきました。

ところが現在、人口減少や小売り流通網の効率化が進み、

支店や営業所のあり方を見直す必要が出てきています。

しかし、地域社会は伊藤園にとって大切なステークホル

ダーであり、事業を支える基盤でもあります。そこで「伊藤

園ティーテイスター」による食育活動や社会環境課題に対

する自治体との協働などにより、コミュニティの活性化や

地域振興に継続的に取組むことで、より地域社会とのネッ

トワークを強固なものにしていきたいと考えています。

　さらに世界的な喫緊の課題である脱炭素社会への取組

みや資源循環経済への移行については、2022年4月に

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言」に

賛同し、CO2排出量削減目標についても、2050年度の

カーボンニュートラルの実現に向けて2030年度目標の

引き上げを行いました。

　またプラスチックをはじめとする容器包装の資源循環

についても、「伊藤園グループプラスチックに関する方針」

と2030年度目標に向けての取組みを進めています。気候

変動をはじめとするサステナビリティ関連情報の開示を

強化し、リスクと機会の両方の観点からサステナビリティ

経営を推進していきます。

（マテリアリティについては、P27-56 参照）

　伊藤園のコーポレートマークである「四つ葉のクロー

バー」は、社員と社員の家族、ステークホルダーを含め、

伊藤園に関わる全ての人の幸せを願ってデザインされた

ものです。

　また、グループ経営理念である「お客様第一主義」を根

幹として、全てのお客様を大切にすることを経営の基本と

しています。単にお客様の言うことを何でも聞けばいいと

いうことではなく、常に相手の立場に立った対応を図るこ

とが何より大切であると考えています。この姿勢は、お客

様や取引先、地域社会、従業員などすべてのステークホル

ダーに対して当てはまることです。

　私が大切にしていることは、「未来志向」であることです。

外部環境などによって多様な経営課題がありますが、これ

までも「明日はきっと良いことがある」と胸に刻み邁進して

きました。明るい未来があると信じれば、人を幸せにする

ことや面白いことを成し遂げることができるはずです。

　伊藤園グループは、創業以来、当社に関わる全ての方々

との強固なパートナーシップにより、お茶をはじめ自然の

恵みを活かした製品、事業などを通じて、お客様の健康で

豊かな生活に貢献してまいりました。これからも、この強

みをさらに進化させ、日本企業では伊藤園グループにし

か成し得ない「世界のティーカンパニー」の実現という、

明るい未来へ向けて前進していきます。

食生活と健康への貢献
人生100年時代を見据えた研究開発、各世代の健康に資する製品･サービスを通じて、
健康的で豊かな生活を提供します。

持続可能な国内農業への貢献
茶産地育成事業を通じて、高付加価値原料の開発や環境配慮型農業の推進により、国内
農業の活性化に貢献します。

環境
自然由来の製品を主として事業活動を営む企業として、人類共有の地球環境を守る
課題に取組みます。

地域社会・コミュニティとのつながりの深化
様々なステークホルダーとの対話を通じ、地域社会の課題解決に貢献します。また、
お茶を介したコミュニケーションにより、心身ともに健康をサポートします。

持続可能なサプライチェーンへの貢献
全てのサプライヤーとの持続的なパートナーシップにより、社会・環境課題の解決と双
方の持続的な収益の両立を実現します。

多様な人財と全員活躍の推進
バリューチェーンにおける全ての人々の人権を尊重するとともに、全従業員が健康で
いきいきと活躍する組織づくりに取組みます。

コーポレート・ガバナンス
サステナビリティ経営の推進と実践で、環境・社会課題への対応とリスク管理を強化
し、企業価値を向上させます。

代表取締役社長 執行役員

価値創造 ： トップメッセージ
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多様
なパートナーシップ

伊藤園グループの価値創造プロセス

・気候変動、環境問題
・サプライチェーンの変化

６つの資本（経営資源）

茶事業で培った「畑からのユニークな製品開発力」を基盤に、バリューチェーンを通して、
多様なパートナーシップを構築し、市場創造・価値創造につなげています。
中長期経営計画と７つのマテリアリティを連動させ、「健康創造企業」として「世界のティーカンパニー」を目指します。

アウトプット

•財務格付：A+ （R＆I、JCR）
•自己資本比率：49.2%

財務資本

•研究開発力

•5つの製品開発コンセプト

•Voice制度
（年間提案数）：21,392件
•茶に関する特許件数：114件
•食品の健康に関する
　研究発表年間件数：20件

知的資本

•グループ従業員：8,028名
•伊藤園単独従業員：5,175名
•伊藤園営業員：約3,500名
•ティーテイスター
　資格保有者：約2,300名

人的資本

•契約茶産地：2,241ha
•飲料委託製造先：約50工場
•委託先リーフ工場：約70工場
•営業拠点：186拠点
•茶専門店：110店舗
•タリーズコーヒー
ジャパン店舗：760店舗

社会・関係資本

•茶、大麦、野菜、コーヒー
　などの原料産地（畑）

•原料生産や製品製造等に
　関わる水資源

自然資本

•工場数：24工場
（伊藤園、グループ子会社・関連会社）

製造資本

外部環境
・ライフスタイル、価値観の多様化
・国内人口の減少と競争激化

・国内外での健康志向の高まり
・海外における人口の増加と市場拡大

事業概況 ⇨59-68

インプット

調達

原料
加工

製造・
物流

営業・
販売

研究・
企画・
開発 畑からの

ユニークな
製品開発力

ビジネスモデル/バリューチェーン ⇨P15-16

中長期経営計画
（2022-2026年度)

⇨P17-22

•持続可能なサプライチェーンへの貢献
•多様な人財と全員活躍の推進
•コーポレート・ガバナンス

•食生活と健康への貢献
•持続可能な国内農業への貢献
•環境
•地域社会・コミュニティとのつながりの深化

7つのマテリアリティ ⇨P27-56

アウトカム
ステークホルダーへの提供価値

消費者の皆様
● お茶などの健康性の発信や製品を
通じて、豊かな食生活に貢献

販売先の皆様
● お客様の多様なニーズや
ライフスタイルに合わせた製品の提供

仕入先の皆様
● 原料生産者や製造委託先との強固な
パートナーシップにより社会課題解決と
双方の持続的な収益の両立を実現

株主の皆様／
金融機関の皆様
● 持続的な利益ある成長と株主還元
● 財務、非財務情報の適時適切で
透明性のある情報開示

地域社会の皆様
● 全国の拠点網と食育活動を活かし
地域・コミュニティの活性化に貢献

従業員
● 従業員の自律的な成長、
全員が健康でいきいきと働ける
ワークエンゲージメントの向上

世界のティーカンパニー

世界中で飲まれているお茶を
進化させ、世界中人々の心身
ともに健やかな生活を支える

グローバル
茶で培った知見を活かし、健
康と持続可能な社会に貢献
する価値を創出する

価値創造

「
健
康
創
造
企
業
」と
し
て
、持
続
的
に
価
値
を
創
造

世界のティーカンパニー
茶スペシャリストとして世界の茶文化とつながり、おいしさと価値を広く伝える

世界中で飲まれている茶を
進化させ、世界中の人々の心身
ともに健やかな生活を支える。

グローバル

茶で培った知見を活かし、
健康と持続可能な社会に貢献
する価値を創出する。

価値創造

農業から資源循環まで、伝統と
先端技術を融合させる独自性
のある唯一無二の企業に。

ユニーク

長期ビジョン

注）2022年4月期

海外製品

緑茶製品

むぎ茶製品

野菜飲料・青汁製品

コーヒー製品

その他製品

おいしさと健康を軸に
利益ある成長
●  国内、海外での食習慣に
当社製品の浸透、
無糖茶市場の創造・発展

持続可能な
社会への貢献
● 持続可能な農業
● 健康寿命の延伸
● 資源循環の推進 　など

価値創造 ： 価値創造プロセス

グループ経営理念「お客様第一主義」
STILL NOWの精神　5つの製品開発コンセプト
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お茶※を通じて持続的に価値を創造し、
「世界のティーカンパニー」を目指します

中長期施策

※ 日本茶（緑茶）に限らず、 世界中のあらゆるお茶のこと

持続的に価値を創造
（お茶に関する総合力・技術力）

お茶の基本価値 特色あるバリューチェーン
伊藤園グループの

中期施策 長期施策お茶の基本価値 バリューチェーン アウトカム

身体の健康・心の安らぎ

食生活と密着・食事との相性

人と人をつなぐ

香り・味わい

茶産地育成事業による
高品質原料茶の安定調達

素材の味を引き出す
加工技術と
ブレンド技術

サプライヤーとの
協働によるブロック
生産物流システム

お客様に寄り添う
地域密着の営業・販売
ティーテイスターによる
食育活動

茶畑から茶殻までの
循環型ビジネルモデル

お茶の健康機能の研究
高付加価値製品の開発

研究・
企画・
開発

環境

調達

原料
加工

製造・
物流

営業・
販売

伊藤園グループは、世界初の「缶入りウーロン茶」「缶入り煎茶」を発売し、無糖茶飲料市場を
創造・発展させてきました。

日本一のお茶屋として、緑茶を中心とする様々なお茶が持つ基本価値を、当社グループの
特色あるバリューチェーンとかけあわせて進化させ、「世界のティーカンパニー」を目指して、
持続的に価値を創造していきます。

世
界
の
テ
ィ
ー
カ
ン
パ
ニ
ー
へ

自然由来

健康性

伝統・歴史

食文化

止渇、うるおい

コミュニケーション

おいしさ

茶を通じた
健康習慣と
心身の充足

持続可能な
茶産業の発展

国内・海外の
無糖茶市場の
創造・拡大

新たな
茶文化の創造

循環型社会
への貢献

● 世界初の無糖茶飲料を開発
国内で「無糖茶飲料市場」を創造・発展
⇨P3

● 茶産地育成事業の展開地域・
展開面積の拡大　⇨P31-32

● 特許製法などの技術開発による
高品質製品の提供　⇨P61-67

● 国内のお茶のリーディングカンパニー
として、海外進出　⇨P21-22

● ティーテイスター活動による
お茶（急須）文化とお茶の魅力の発信
⇨P40

● お茶の健康性を科学的に解明、
製品化への応用　⇨P29-30

● 茶殻リサイクルシステム
⇨P70

● ボトルtoボトルなど
⇨P37

茶殻リサイクルによる社会課題解決への貢献
 （茶殻の堆肥化や茶殻リサイクル製品の拡大）
サステナブルな容器包装への転換

世界のお茶への技術応用

お客様のライフスタイルや健康課題に合わせた研究と製品開発提案
産学連携による研究ネットワーク
（カテキン、テアニン等の働きについて）

パートナーシップによる
社会環境に配慮した
サプライチェーンの構築

海外へのサプライヤー
ネットワークの拡大

減農薬・有機栽培茶の生産増

海外への産地拡大

国・地域の水に合わせた
原料茶の開発

地域に密着した売場づくり/地域社会の課題解決への取組み

各国・地域の食文化に合わせた無糖茶習慣の提案

製品用途に合わせた加工技術

技術開発による環境負荷低減

アグリテックの推進、
減農薬・有機栽培の技術開発

価値創造 ： お茶を通じた価値創造
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バリューチェーンにおける特色と強み

特色と強み

主なステークホルダー

原料加工

創造する価値

「食生活と健康への貢献」 「持続可能な国内農業への貢献」、「環境」、
「持続可能なサプライチェーンへの貢献」

「持続可能な国内農業への貢献」、
「持続可能なサプライチェーンへの貢献」

「食生活と健康への貢献」、「環境」、
「持続可能なサプライチェーンへの貢献」

「食生活と健康への貢献」、「環境」、
「地域社会・コミュニティとのつながりの深化」

営業・販売製造・物流調達研究・企画・開発

● 市場や消費者ニーズなどを背景に、原料の
開発力、調達力、加工技術の強みを活かした
企画・開発

● 飲料、リーフ、粉末など、多種多様な
製品ラインアップ　⇨P61-67

畑からの素材を活かす、製品の企画・開発
● 「茶産地育成事業」で、飲料からリーフまで、
多種多様な製品に適した原料開発
⇨P31-32

● 野菜飲料、青汁製品の専用原料の契約栽培
（にんじん「朱衣」、大麦若葉）　⇨P65

畑からの原料づくり

※ 緑茶：火入れ（焙煎）
大麦、コーヒー豆：焙煎
にんじん：ゆでる
商品情報サイト
▶https://www.itoen.jp/products/

● 飲料、リーフ、粉末などの各製品の
飲まれ方、飲用シーン、容器容量までを
考えた、製品ごとの原料加工技術

最終製品に合わせて、高品質原料の特徴を
最大限に引き出す加工技術 ● サプライヤーと協働するファブレス方式

（飲料製品を製造委託）
● 環境に配慮した物流体制　⇨P41-42

全国を5ブロックに分けた製造・物流
● お客様を直接訪問し、接点を持つ　⇨P39
● 商談、配送、売場づくり等、営業員が一貫し対応

地域密着型営業「ルートセールス」

● ルートセールス、広域営業（量販店、コンビニ
エンスストア、法人等）、直営店、ECなど

多様な販売チャネル

● 自治体との連携、社会課題の解決　⇨P40
地域社会との共創

● 伊藤園ティーテイスター活動によるお茶を
介したコミュニケーション　⇨P39-40

お茶を通じたつながりの創出

⇨P61-67飲料、リーフなどの製品連動販売

社内提案制度「Voice制度」 ⇨P45

● 素材のおいしさと健康性を活かした、
原料づくり

● 製造及び物流委託先の経営の安定
● 安全・安心で環境にも配慮した製品の製造

● 各地域・拠点の持続的な成長
● 地域社会・コミュニティの活性化
● おいしく高品質な製品の提供

● サプライヤーと共同開発したNSシステム
（NSシステムにより、容器軽量化、
エネルギー削減、水使用量削減）　⇨P41

品質と環境配慮を両立させた製造技術

● 原料から製品までの品質管理、
トレーサビリティシステムの確立　⇨P41

徹底した品質管理体制

● 容器軽量化、ラベルレス、ペットボトルでの
リサイクル素材等の使用など　⇨P37-38

環境に配慮した容器包装

茶殻リサイクルシステム　⇨P70

● カテキンやテアニンなど、素材由来の成分を
考慮した、原料選定と原料加工

製品のおいしさと健康性を両立させる
原料選定と原料加工

（「お～いお茶」、むぎ茶、コーヒー）
国内自社工場での原料加工

● 国内荒茶生産量の約1/4を取り扱う調達力
● むぎ茶、野菜、果汁、コーヒー製品等の
原料調達網

高品質原料の安定調達
● お茶などの健康性に関する
産学連携の共同研究　⇨P29-30

人生100年時代に向けた研究開発

取引先、研究機関 仕入先、地域社会 仕入先、地域社会 販売先、消費者、地域社会仕入先

● 健康性の発信や製品を通じて、
豊かな食生活に貢献

● 持続可能な国内農業への貢献
●茶生産者の安定経営・雇用創出
●荒廃農地などの有効活用

● 研究を活かした、特定保健用食品、
機能性表示食品の提供　⇨P29-30

生活者の健康ニーズと多様化する
ライフスタイルへの貢献

対応する主なマテリアリティ

環境保全型農業の推進 ⇨P31-32

バリューチェーンを
支える経営基盤

5つの製品開発
コンセプト

自然
自然の素材を活かした

製品

健康
健康的な生活を
サポートする製品

安全
安全で安心して
楽しめる製品

良いデザイン
おいしさをストレートに
伝えるデザイン

おいしい
幸せを感じる
おいしさ

安定した財務基盤
● 財務格付A＋（R＆I、JCR）
● ROE8.2%
● 総還元性向44.5％　⇨P23-24
※ 2022年４月期

コーポレート・ガバナンス
● サステナビリティ経営の推進
● リスクマネジメント
● コンプライアンス　⇨P47-56

多様な人材の活躍
● バリューチェーン全体での人材活用
● 人材育成
● 働きやすい職場環境整備　⇨P43-46

創造する価値

主なステークホルダー

● 利益ある成長と株主還元
● 従業員の自律的な成長

対応する主なマテリアリティ ● コーポレート・ガバナンス

● 持続可能な社会への貢献
● ワークエンゲージメントの向上

● 多様な人財と全員活躍の推進

● 株主 ● 金融機関 ● 従業員

バリューチェーンにおける、SDGsのターゲットと関連する主な取組み

原料加工 営業・販売製造・物流調達研究・企画・開発

正の影響の強化

負の影響の最小化

6.415.4

茶産地育成事業における
環境保全型農業の推進による
生物多様性の保全

飲料生産時の
水使用量の削減 12.27.2 13.1

製品ライフサイクルを通じた
CO2削減、電動車の使用 9.4 12.3

12.5

生産時や製品由来の廃棄物削減、
茶殻リサイクルシステム

4.4
4.7

8.5

働きがいの向上、
人材育成 12.4

12.5
14.1

ペットボトルやリーフ資材など、
持続可能な容器包装の使用 4.4

4.7
11.4
11.a

17.17

地域密着型営業
「ルートセールス」を活かした
地域活性化、お茶文化の発信

5つの製品開発コンセプトと茶事業で培った「畑からのユニークな製品開発力」を基盤に、ステークホルダーとの多様なパートナーシップを
活かした特色と強みで価値を創造します。７つのマテリアリティに対応し、利益ある成長とともに持続可能な社会への貢献をしていきます。

健康に資する製品の
開発や情報発信 3.3

3.4
2.3
2.4

8.3 11.a 17.16

茶産地育成事業による
農業の活性化

価値創造 ： バリューチェーン

伊藤園統合レポート202215 伊藤園統合レポート2022 16



海外売上比率

営業利益率

2016/42015/42014/4 2021/42020/42019/42018/42017/4 2022/4 2025/4 2027/42022/4

過去の中長期経営計画の振り返り

　伊藤園グループは、2011年から「世界のティーカンパニー」を長期ビジョンと位置づけ、前 ・々中期経営計画（2015年4月期～

2017年4月期）にかけて世界展開への基盤づくりをしてきました。前・中長期経営計画（2018年4月期～2022年4月期）において

は、海外売上比率は9.1%（新基準では10%）になっています。

　前・中長期経営計画では、連結売上高6,000億円、ROE10%以上、総還元性向40%以上を目標にグループ経営を推進しました。

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によるインバウンド向け製品、外食事業、自動販売機事業等の収益性の

悪化に加え、海外事業の売上伸長の鈍化など、連結売上高とROEは計画未達となり、課題として残りました。

 　一方、主な成果としては、茶カテキン・テアニン等の成分を活かした健康訴求の製品展開により特定保健用食品・機能性表示

食品の製品は大きく伸長し、「健康創造企業」としての強みを発揮することができました。併せて、営業活動や販売方法、生産、物流、

拠点倉庫等の体制見直しによる収益性の改善に取組み、着実に利益重視の企業体質への変化につながっています。前・中長期

経営計画の最終年度である2022年4月期では、連結売上高と営業利益率は2020年度から伸長し、新・中長期経営計画での新た

な成長ステージへ向けた足がかりとなりました。

新・中長期経営計画のポイント

　終息が見えない新型コロナウイルス感染症や世界情勢の急激な変化、原料・資材・物流

費等の高騰、国内外の人口動態、社会課題への関心のさらなる高まりなど、経済・社会は

激変しています。伊藤園グループにおける事業環境も同様に変化し続けていくことを想定

しています。このような中、グループ経営理念「お客様第一主義」のもと、前・中長期経営

計画の成果をさらに伸ばし、海外事業など、課題として顕在化された点を改善し、持続

的な成長と新たな飛躍に向けた、新・中長期経営計画を策定しました。

　「「お～いお茶」を中心とする主力ブランドへの注力の継続」、「素材由来の成分をもとに

した、健康啓発・訴求の強化」、「海外は北米等を中心に重点強化」、「新規事業を含む成長

への投資拡大・体制整備」、「収益性改善の取組みの継続」、「サステナビリティと経営の統合」

を主なポイントとして、5つの重点戦略と定量目標、事業投資計画を策定しています。
（⇨重点戦略とロードマップはP19-20、海外事業戦略はP21-22参照）

「世界のティーカンパニー」の設定

～2014年4月期

「世界のティーカンパニー」の
基盤づくり

前 ・々中期経営計画長期ビジョン

2015年4月期～2017年4月期

前・中長期経営計画

日本から世界へ「お～いお茶」と「ITO EN」を展開

2018年4月期～2022年4月期

新・中長期経営計画

2023年4月期～2027年4月期

実績 実績目標 実績 実績
（新基準）※1目標

4,007

4.7%

8.2%

44.5%

10%※2

6,000

―

10%以上

40%以上

10%以上

4,758

4.6%

10.5%

43.5%

7.3%

4,377

4.8%

10.4%

42.6%

2.9%

連結売上高

営業利益率

ROE

総還元性向

海外売上比率

（億円） 売上高年平均伸長率

営業利益率

ROE

総還元性向

海外売上比率

4,613

4.0%

8.2%

44.5%

9.1%

重点戦略

事業環境変化の認識に基づく
リスク・機会の分析

前・中長期経営計画の振り返り

● 国内収益基盤の強化
● 国内新事業領域への挑戦
● 海外事業基盤確立のための
戦略的投資

● 「お～いお茶」と「ITO EN」のグローバル展開
● 世界に通用するティーテイスターの育成
● 国内総合飲料メーカー
● 新規事業への挑戦

グローバルブランドの展開 特定保健用食品・機能性表示食品の製品拡充、伸長　
利益重視の企業体質への変化

新規事業の創出 海外事業の成長促進　　　 グループシナジーのさらなる強化

「お～いお茶」を中心とする
主力ブランドへの注力の継続

素材由来の成分をもとにした、
健康啓発・訴求の強化

海外は北米等を中心に重点強化

 新規事業を含む成長への
投資拡大・体制整備

収益性改善の取組みの継続

サステナビリティと
経営の統合

※1 2022年4月期から収益認識基準を適用しています。
※2 2022年4月期為替レート（米ドル）113.79 円（期中平均）

目標 目標

3%以上

6%

10%以上

40%維持

11%以上

11%以上

4,377

4.8%

2.9%

2.6%
3.7%

4.6%

7.3%

4.5% 4.5% 4.1% 3.7% 4.0%

9.1%

4.7%

10%

4,305 4,655 4,758 4,947 5,041 4,833
4,462 4,613

4,007

12%以上

3%以上

7%

10%以上

40%維持

12%以上

インバウンド・EC市場の急拡大

環境への関心の高まり

健康創造企業として国内と海外で
「お～いお茶」のグローバル化を加速

6% 7%
（
収
益
認
識
基
準
の
適
用
）

5,000以上

5%維持

10%

新・中長期経営計画のポイント

成果

課題

事業環境

海外売上比率

連結売上高

営業利益率

5つの
重点戦略

① 国内既存事業の盤石化
② 「お～いお茶」のグローバル化
③ 新たな事業の創出
④ 経営基盤の強化
⑤ サステナビリティ経営の推進

中野 悦久

取締役 専務執行役員
生産本部長 物流本部、サステナビリティ担当
2021年度長期経営計画委員会委員長

（億円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大

価値創造 ： 中長期経営計画
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　2023年4月期から2027年4月期まで5ヵ年の中長期経営計画において、「健康創

造企業」としてお客様の健康で豊かな生活と持続可能な社会の実現への貢献を続

けるとともに、「世界のティーカンパニー」に向けて、「お～いお茶」のグローバルブランド

化の取組みを拡充させていきます。そのために、「国内既存事業の盤石化」、「「お～い

お茶」のグローバル化」、「新たな事業の創出」、「経営基盤の強化」、「サステナビリティ

経営の推進」の５つを重点戦略として定めました。また、「収益性重視」「利益･シェア

向上のための持続的成長」「ROEの向上」といった成長に対する考え方をもとにした

2027年4月期の定量目標と、事業投資計画を定めました。

連結売上高の
5ヵ年平均伸長率3%以上

価値創造 ： 中長期経営計画

新・中長期経営計画 重点戦略とロードマップ

健康創造企業として国内事業を盤石にし、
「お～いお茶」のグローバルブランド化を
加速させる5年間

この5年間（2023年4月期～2027年4月期）に
注力する

③ 新たな事業の創出

① 国内既存事業の盤石化 ② 「お～いお茶」のグローバル化

④経営基盤の強化 ⑤ サステナビリティ経営の推進

事業投資 5年間累計キャッシュフロー

目標

実績

営業利益率

ROE

総還元性向

海外売上比率

6%
10%以上
40%維持
11%以上

キャッシュイン

営業キャッシュフロー

1,500億円以上
事業投資

700億円
有利子負債返済

400億円
株主還元

350億円以上

キャッシュアウト

長期ビジョン

定量目標

5つの重点戦略

世界の
ティーカンパニー
茶スペシャリストとして
世界の茶文化とつながり、
おいしさと価値を広く伝える

● おいしさ、品質のための技術向上
● 健康啓発による市場活性化
● 新たな販路（EC、D2C）の強化

国内で圧倒的No.1ティーカンパニーの
地位を確立

１

食や生活への新しい価値の提供１

● 各地域に合わせたマーケティング施策の強化
● 現地生産の順次展開
● グループ連携
● グローバル人材の育成

「お～いお茶」を各国・地域の
食文化と融合し、
日常生活に浸透させる

１

１

● 特定保健用食品・機能性表示食品の拡充
+お客様の様々な健康課題への対応

健康訴求を中心としたブランド価値の向上2

● 健康・機能性、茶園分野の研究強化
● ITリテラシーの向上とデジタル人材の育成

人材育成、研究開発、DXの強化推進3

● デジタルとリアルで連携した接点づくり
+コミュニティサイトの開設
+お客様との新たな接点づくり

● 茶、野菜の食育活動の拡充

お客様との接点強化3

サプライチェーンの最適化2

100年企業に向けた持続的な成長2

伊藤園グループのシナジー強化1 伊藤園らしい事業活動を通じた、
消費者、地域社会、農業、地球環境の
課題解決への貢献

1

「お～いお茶」を
グローバルブランドへ

国内既存事業の盤石化

北米事業等を中心に
基盤強化

2025年4月期

● 収益性重視
● 利益・シェア向上のための持続的成長
● ROEの向上

成長に対する考え方

「お～いお茶」
世界（国内・海外）計

特定保健用食品・機能性表示食品
国内売上構成比率

1億ケース以上

30%以上

2027年4月期

営業利益率

ROE

総還元性向

海外売上比率

4.7%
8.2%
44.5%
10%

目標

営業利益率

ROE

総還元性向

海外売上比率

7%
10%以上
40%維持
12%以上

● 社外との協業（オープンイノベーション）による事業創出
● 社内ベンチャー制度による事業創出

茶の機能性、茶事業で培った技術や繋がりの活用2

2022年4月期

「お～いお茶」
35周年

（2024年2月）

「茶産地育成事業」
50周年
（2026年）
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　世界では、健康志向の高まり、日本食、抹茶の人気を背景に、緑茶市場が拡大しており、

今後もさらなる成長が見込まれます。その中で当社は、「ITO EN/伊藤園」や「お～いお茶」

ブランドの飲料・リーフ製品を世界30ヵ国以上に販売しています。

　有糖飲料が一般的な海外において、無糖茶のブームをつくるのではなく、着実に各国の人々

の食生活に浸透させていくことを目指します。国内市場においても、無糖茶飲料市場の拡大に

は長期間を要しました。海外の無糖茶飲料市場が急拡大するステージに備え、中長期経営

計画では既存進出国の事業成長と、その先を見据えた海外事業基盤の強化を図ってまいります。 執行役員 国際本部長

「ITO EN /伊藤園」 ブランドの拡大

お～いお茶（ドリンク、リーフ） MATCHA GREEN TEA（リーフ）

2025年4月期

● 地域に合わせたマーケティング
● 専門性と地域性を兼ね備えた
人材育成

2027年4月期

海外事業戦略

中嶋 和彦

世界に広がる「ITO EN/伊藤園」と「お～いお茶」

海外進出の推移

海外事業の成長

1987  ITO EN （Hawaii） LLC  （ハワイ）
2001  ITO EN （North America） INC.  （ニューヨーク）

コーポレート

プロダクト

事業拠点
日本、北米、中国、オーストラリア、シンガポール、タイ、インドネシア

アジア、北米、欧州、中東など世界30ヵ国以上
「お～いお茶」展開国

　2027年4月期に、海外売上比率12%以上を目標とし、

長期的には、さらに海外売上比率を伸ばし、

「世界のティーカンパニー」を目指します。

海外での「お～いお茶」販売動向

ブランドの強化

世界の茶市場
国別構成比

海外グローバルブランド
ティーバッグ販売数量

0

資料： 伊藤園 各年5月～4月/販売数量

（年）

（万ケース）

2017 2018 2019 2020 2021

100

200

300

海外売上比率 11%以上

ブランド戦略55%

28%
中国

18%
日本

9%
米国

45%
その他 オーストラリアの茶園

北米

1994  寧波舜伊茶業有限公司  （浙江省）
1998  福建新烏龍飲料有限公司  （福建省）
2012  伊藤園飲料（上海）有限公司  （上海）

中国

「世界のティーカンパニー」

世界中で飲まれている茶を進化さ
せ、世界中の人々の心身ともに健や
かな生活を支える。

茶で培った知見を活かし、健康と持
続可能な社会に貢献する価値を創
出する。

農業から資源循環まで、伝統と先端
技術を融合させる独自性のある唯
一無二の企業に。

長期ビジョン

茶スペシャリストとして世界の茶文化とつながり、
おいしさと価値を広く伝える

グローバル

価値創造

 ユニーク

北米事業等を中心に基盤強化 ● 北米及び既存進出国の事業成長
● 欧州等の市場開拓
● サプライチェーンの最適化

海外売上比率 12%以上

「お～いお茶」のグローバル
ブランド化

海外重点戦略

地域戦略

0
（年）

（千ケース）

50

100

150

200

250

2017 2018 2019 2020 2021

オーストラリア

東南アジア 2012  ITO EN Singapore Pte. Ltd.  （シンガポール）
2013  ITO EN（Thailand）Co., Ltd.  （タイ） 
2013  PT ITO EN ULTRAJAYA WHOLESALE  （インドネシア）

1994  ITO EN AUSTRALIA PTY. LIMITED

年平均伸長率
＋6%

年平均伸長率
＋14%

北米

オーストラリア

東南アジア

中国

重点地域（北米等）
　茶飲料と茶葉を合算した世界の茶市場は約670億米ドル

（約8兆円）あり、そのうち上位3ヵ国の中国、日本、米国が

55％と過半を占めています。このうち、日本に次ぐ市場がある

北米を中心に重点地域とし、飛躍的な成長に向けた取組み

を進めます。

　そのために、販売面においては、マーケティング活動を増

やし「お～いお茶」のさらなる認知度向上を図りながら、大手

チェーンや成長業態のEC等へ製品を展開し、お客様との接点

をますます拡充していきます。また、

伊藤園と現地法人との連携による

専門性と地域性を身に付けた人材

の育成や、各地域の販売量に応じ

現地生産化や生産能力増強等によ

るサプライチェーンの最適化を図

り、事業基盤を強化していきます。

地域展開(オーストラリア、アジア、欧州、中東等)
　オーストラリアやアジア（中国、シンガポール、タイ、インド

ネシア）においては、現地法人を中心に「お～いお茶」や

ティーバッグ、抹茶の製品展開を進めていきます。また、現地

法人を設けていない地域においても、現地代理店等を通じて

製品展開を進めております。「お～いお茶」は、アジア、北米、

欧州、中東など世界30ヵ国以上で販売しております。

　なお、将来、欧州を重点地域として展開していくことを想定

し、中長期経営計画の後半において、欧州等への進出国拡大

に取組んでいきます。

原料調達・現地生産
　日本産の緑茶を海外に広げるため、「茶産地育成事業」を

通じて各国の基準に合わせた生産をし、各国で求められる

認証を取得した茶葉を調達しています。欧米等の市場で需要

の大きい有機栽培緑茶についても、技術構築と生産拡大を推

進しております。また、海外で販売する緑茶製品の一部原料

は、中国浙江省の契約栽培や、オーストラリアのビクトリア州

の「新産地事業」から調達した茶葉を使用しています。それ

ぞれ、主に中国、オーストラリア向けの製品の原料とするた

め、日本と同様に高品質で、飲料製品やティーバッグ製品に

適した茶葉を生産しています。将来のサプライチェーンの最

適化を目指すにあたって、各国の規制、輸入障壁も鑑み、日本

以外の調達先も強化していきます。

コーポレート及びプロダクトブランドの強化
　世界の無糖茶飲料のパイオニアでもある「お～いお茶」を、

各地域に最適化したマーケティングを通じて認知度をさらに

高め、グローバルブランドに育成していきます。また、ティー

バッグや抹茶においては、海外戦略ブランド「MATCHA 

GREEN TEA」を展開し、緑茶、抹茶の飲用機会を広げると

ともに、「ITO EN/伊藤園」ブランドの認知度向上を図ります。

地域に合わせたマーケティング活動　
　日本No.1ブランドの「お～いお茶」を、地域に合わせた

マーケティングにより、それぞれの地域の日常生活に浸透さ

せていきます。現地における認知・共感から購買につなげる

ため、店頭だけでなくＳＮＳ・動画等による販促活動や広告

展開を強化していきます。

アメリカ カナダ 中国 香港 台湾 韓国 オースト
ラリア

シンガ
ポール

タイ インド
ネシア

世界各国 世界各国

ティー
バッグ

インスタント
ティー

価値創造 ： 海外事業戦略
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　安定した財務基盤を維持しながら、安定的なキャッシュ・フローの創出と成長分野等へ
の投資により、持続的な成長と企業価値の向上を実現していきます。

取締役副会長 執行役員
管理本部、国際本部、新規事業担当

渡辺 實

注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を2022年4月期から適用

伊藤園の「ROE経営」と収益性・効率性・財務体質の財務ツリー（概念図）

基本方針

収益性の向上

資産効率の向上

財務の安定性の確保

株主還元方針

2020年4月期 2021年4月期 2022年4月期

8.2%

3.2%

1.21回

2.12倍

5.2%

1.6%

1.63回

2.00倍

ROE

売上高当期純利益率

総資産回転率

財務レバレッジ

4.7%

1.6%

1.43回

2.08倍

2020年4月期 2021年4月期 2022年4月期

103.9円

113.9円

44.5%

61.5円

71.5円

92.1%

EPS（普通株式）

EPS（優先株式）

総還元性向

55.1円

65.1円

74.0%

注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を2022年4月期から適用

2020年4月期 2021年4月期 2022年4月期

22,226百万円

△7,397百万円

14,829百万円

7,511百万円

7,246百万円

4,035百万円

△2,732百万円

24,719百万円

△9,217百万円

15,502百万円

9,990百万円

7,022百万円

6,081百万円

△4,679百万円

営業CF

投資CF

フリーCF

設備投資額

減価償却費

リース償却費

リース債務（返済額）

25,351百万円

△7,514百万円

17,836百万円

7,199百万円

7,255百万円

5,171百万円

△3,691百万円

中長期経営計画 自己資本利益率
ROE＝10％以上

売上高
当期純利益 

〈収益性〉
売上高当期純利益率

総資産
売上高 

〈効率性〉
総資産回転率

株主資本
総資産

〈財務体質〉
財務レバレッジ

•ブランドの強化と国内収益基盤の強
化、海外事業の成長

•生産・物流体制の最適化、物流効率
の改善と総コスト削減

•たな卸資産の適正化および安定的な
キャッシュ・フローの創出

•ファブレス生産によるスリムなB/Sマ
ネジメントと成長分野への投資

•健全な財務体質の維持と安定配当
•機動的な資本政策の実施（自己株式
取得等）

分解

財務面からみた
主なビジネスモデル

　収益性の向上のためには、国内収益基盤の強化と海外事業

の成長が課題であると考えています。国内収益基盤の強化

については、圧倒的No.1ティーカンパニーの地位の確立や

健康訴求を中心としたブランド価値の向上、お客様との接点

強化を推進していきます。主力ブランドの市場シェア拡大や

コスト意識の強化により生産性を向上させること、また、

全国の生産・物流体制の最適化を図り、徹底することで物流

効率の改善と総コスト削減に取組んでいます。海外事業に

ついては、健康志向の高まりを背景に、引き続き、「お～いお茶」

と「MATCHA GREEN TEA」をはじめとするグローバル

ブランドの展開を柱に、北米等を重点市場として認知向上と

市場拡大に注力していきます。また、新たな事業の創出を目

指して、食や生活への新しい価値の提供や、茶の機能性、茶

事業で培った技術やつながりの活用を検討していきます。

　たな卸資産の適正化をはじめとする運転資本の改善など

により、キャッシュ・フローの安定的な創出を目指します。

創出したキャッシュ・フローは、事業投資、有利子負債の返済、

株主還元等に使用していきます。事業投資は、生産設備の

取得、タリーズ店舗の新規出店等の設備投資のほか、成長

分野への投資、将来への投資も積極的に実行していきます。

有利子負債の返済は、既存借入金の約定返済、リース債務の

支払いを実行していきます。株主還元については、総還元性向

40％維持を目標に、安定的・継続的な株主還元を実行して

いきます。

　当社では、ROE（自己資本利益率）を特に重要な経営指標

として位置付けています。当社取締役に対して2004年に導入

した業績連動株式報酬型ストック・オプションの評価項目に

も同指標を選定しています。また、2022年６月に公表しました

新・中長期経営計画においても、引き続きROE10%以上を

目標にしています。

　ROEは「売上高当期純利益率」、「総資産回転率」、「財務

レバレッジ」の３要素に分解することができ、ROEを向上させ

るには、「収益性（売上高当期純利益率）の向上」、「資産効率

（総資産回転率）の向上」、「財務レバレッジの活用」があります。

当社は「収益性の向上」と「資産効率の向上」を特に重要視して

います。2022年4月期のROEは、前期に引き続き新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の影響を受けたものの、経済活

動が徐々に回復したことにより当期純利益が大幅に増加し

たことを受け、前期比3.5ポイント増の8.2%となりました。

　手元資金については、設備投資の他にも、研究開発への

投資、M&Aなど成長分野、将来への投資への備えなど、今後

多様な使い道が想定されます。目下のところ、金融市場は

歴史的な急変動となっていますが、財務の安定性を確保する

ため手元資金は十分な流動性を確保しています。

今後の資金調達については、社債の発行、金融機関からの

借入等の多様化を図るとともに、不測の事態への対応として

のコミットメントラインを備えるなど、財務の安定性を維持

しながら、必要に応じて有利子負債による資金調達を実施し

ていきます。

　安定的・継続的な株主還元を基本方針とし、総還元性向

40%維持を目標にしています。配当については、「減配は

しない」との基本方針のもと、安定的・継続的な配当を実施

しています。自己株式取得については、資本効率の向上に

資する株主還元策として、必要と判断した場合は機動的に

実施しています。

（連結）

（連結）

（連結）

価値創造 ： 財務・資本戦略

財務・資本戦略
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（決算月）2020/4 2021/4 2022/4

正規雇用労働者を対象　男性を100とした場合（%）

73.073.0 74.274.2 74.374.3

※1 財務・非財務データ詳細につきましては、P71-72をご覧ください。
※2 サステナビリティデータの一覧はホームページでもご覧いただけます。
https://www.itoen.co.jp/sustainability/performance/

価値創造

財務・非財務ハイライト

財務指標（連結） （注）2022年4月期より収益認識基準を適用しています。 非財務指標（伊藤園単独）

11.2
10.510.5 10.7 11.3 11.411.4

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

 女性従業員および女性管理職比率

総資産 / 自己資本比率（連結）

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

1株当たり配当金（普通株式） / 総還元性向 キャッシュ・フローの推移（連結）

海外売上比率（連結）

446,281
400,769400,769

494,793 504,153 483,360

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

 売上高（連結）
売上高（百万円） Scope1、2計（千t-CO2） Scope3（千t-CO2）

1.6

2.52.5
2.9

1.6

3.23.2

7,011

12,92812,92812,553
14,462

7,793

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

当期純利益 / 当期純利益率（連結）
当期純利益（百万円） 当期純利益率（%）

7.98.28.2
7.6 7.5

1010

35,355
41,92741,92740,362 38,168 36,282

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

海外事業（百万円） 海外売上比率（%）

74.0

48.548.5 48.9

92.1

44.544.5

40 404040 40 40

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

1株当たり配当金（普通株式）（円） 総還元性向（%）

総資産（百万円） 自己資本比率（%）

7,199 7,5117,511

11,062
10,006 9,990

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

3.7

4.74.74.5 4.5
4.1

22,04322,043 22,819
19,940 18,79418,794

16,675

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

 営業利益 / 営業利益率（連結）
営業利益（百万円） 営業利益率（%）

女性従業員比率（%） 女性管理職比率（%） 全ペットボトル製品（%） 「お～いお茶」ブランドの全ペットボトル製品（%）

設備投資額（連結）

253253253

139139 154154 155155
178178

261 247
222222

148148

△113△113 △106△106 △92△92 △75△75 △73△73

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

ROE（%）営業CF（億円） フリーCF（億円） 投資CF（億円）

（決算月）2020/4 2021/4 2022/4

 男性育児休業取得率
男性育児休業取得率（%）

年次有給休暇取得率（%）

333,065 328,359328,359
301,167 303,981 290,651

45.6
49.249.247.3 49.2 51.0

ペットボトルのリサイクル素材等使用率

742742

922

39

883

36

817

35

729

33

709

853
765

（決算月）2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

CO2排出量

4.7
8.28.2

9.0 9.9
5.2

2.8

2.32.3
2.6 2.6

2.82.8

52.152.1

（決算月）2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

年次有給休暇取得率

53.9

37.537.5

47.0
52.0

生産活動による水使用量　原単位※

5.8 5.65.6
5.1 5.1

（決算月）2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

※原単位：生産1klあたりの水使用量（kl）

1.71.7

24.124.1

29.729.7

 正社員の男女間賃金格差

（決算月）2019/4 2020/4 2021/4 2022/4

22

5
77

1414

44

1212
1414

2222

設備投資額（百万円）
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マテリアリティの見直しとＫＰＩ
　2022年6月に策定した中長期経営計画（2023年4月期～2027年4月期）に合わせ、外部環境の変化に対応するためマテリアリ
ティの見直しを行いました。その結果、「食生活と健康への貢献」「持続可能な国内農業への貢献」「環境」「地域社会･コミュニティ
とのつながりの深化」「持続可能なサプライチェーンへの貢献」「多様な人財と全員活躍の推進」「コーポレート・ガバナンス」の7つ
のマテリアリティを新たに特定しました。中長期経営計画と相互に連動させながら、取組みを進めています。

マテリアリティ特定のプロセス

7つのマテリアリティと指標（KPI）

マテリアリティ 取組みテーマ 指標（KPI） 2021年度
実績

貢献する
SDGsターゲット

１

2

3

4

社会課題の抽出

マテリアリティの特定

変化する外部環境と社会からの要請や期待、お客様の重要課題等の視点から、国際的な情報開示基準、ESG評価項目、

SDGsなどを参照し、社会課題を抽出しました。

抽出したマテリアリティ候補を元に、伊藤園グループに対する期待や要請、重点的に取組むべき課題について、外部

有識者、投資家、社内外の役員などへのアンケート調査等を実施しました。さらに、経営陣と外部有識者によるステーク

ホルダーダイアログを行い、ご意見をいただきました。

※ 参照した情報開示基準等：GRIスタンダード/SASBスタンダード/ 
ESG評価（FTSE、MSCI）/SDGs/ISO26000

１～３のプロセスを経て、取締役会において新･中長期経営計画と併せて審議を行い、経営課題として取組む領域とし

て7つのマテリアリティと取組みテーマを特定しました。

各テーマで評価指標（KPI）を設定し、PDCAで管理・評価を行い、定期的に見直しをしていく予定です。

実施日：2022年4月13日（水）

テーマ：「マテリアリティの特定（重点的に取組む課題についての評価）」

有識者の皆様：
皆川 芳嗣 様（株式会社農林中金総合研究所 理事長、一般社団法人日本農福連携協会 会長理事）
松原 稔 様（りそなアセットマネジメント株式会社 執行役員 責任投資部担当）
大石 美奈子 様（公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 前代表理事・前副会長）※

重要度評価

ステークホルダーとの対話

中長期的な時間軸の中で社会課題の解決や共有価値の

創造を通じて、伊藤園グループが収益力を確保しながら

持続的に成長し、お客様に必要とされる唯一無二の企業

となるために取組むべきマテリアリティを特定するため、

ダブルマテリアリティを採用しました。抽出した社会課題

を、社会と企業の双方向からの重要性の視点でマッピング

し、マテリアリティ候補として整理しました。

参加者：
代表取締役社長 執行役員　本庄 大介
代表取締役副社長 執行役員 CDO（チーフ・デジタル・オフィサー）　本庄 周介
取締役 専務執行役員 生産本部長　中野 悦久
取締役 専務執行役員 管理本部長　平田 篤

● 食品の健康価値に関する研究発表件数
2026年度 25件（年間）

● 特定保健用食品・機能性表示食品の売上構成比率
2026年度 30%以上

● 海外売上比率
2026年度 12%以上

● 食品安全国際認証　取得率　100%　※国内ドリンク/リーフ製造工場

● ドリンク/リーフの工場監査　実施率　100%
※国内ドリンク/リーフ製造工場

● 茶産地育成事業展開面積
2026年度 2,650ha　2030年度 2,800ha

● 有機栽培の生産量
2026年度 380t　2030年度 500t

● CO2排出量の削減率（対2018年度）
2030年度　Scope1・2 50%削減　　Scope3 20%削減
2050年度　Scope1～3 カーボンニュートラル

● 全社再生可能エネルギー比率
2030年度 100%

● 全車両中の電動車の導入比率
2030年度 50%

● 原単位水使用量の削減率（対2018年度）　※生産1㎘当りの水使用量
2030年度 16%削減

● 水リスク（暴風雨等水害）と水ストレス（渇水等）の事業に与える
影響把握

● リサイクル素材等使用率（全ペットボトル製品）
2030年度 100%

● リサイクル素材等使用率（「お～いお茶」ペットボトル製品）
2025年度 100%

● GAP認証の維持・運用　100%　※茶産地育成事業

● 水源地保全活動、環境保全・整備活動の総参加人数　500人（年間）

● 食品リサイクル率　90%以上

● 茶殻リサイクル製品商品化数
2026年度 2件（年間）

● 桜植樹本数
2026年度 150本（年間）

● 食育参加人数
2026年度 60万人（年間）

● 品質会議実施回数
2026年度 7回（年間）

● 供給者評価の実施

● コンプライアンス教育の実施回数(全社員対象）
2026年度 12回（年間）

● 従業員エンゲージメントスコア
2026年度 3.5以上

● 女性管理職比率
2026年度 10%

● 男女間賃金格差（正規雇用労働者を対象、男性を100とした場合）
2026年度 80%
上記のうち勤続10年未満
2026年度 100%

● 男性育児休業取得率
2026年度 50%

● 健康経営優良法人（ホワイト500）の維持

● サステナビリティ重要課題の推進体制と監督機能の強化
及びステークホルダーとの対話の実施

● DX推進委員会の開催回数
2026年度 11回（年間）

● リスクマネジメント委員会の開催回数
2026年度 4回（年間）

● 関連会社（10社）との定例会議の実施回数
2026年度 4回（年間）

人生100年時代に向けた研究開発

気候変動への対応

水資源

持続可能な容器包装

生物多様性

廃棄物の削減/資源循環の推進

地域社会との共創

お茶を通じたつながりの創出

人権尊重の取組み推進

健康経営の推進

サステナビリティ経営の推進

DXの推進

グループリスク管理の強化

持続可能なサプライチェーンの構築

生活者の健康ニーズと
多様化するライフスタイルへの貢献

製品の安全・安心
品質の追求と環境負荷低減

世界に通用する
独自の農業モデルの進化

多様な人材の育成と
活躍推進

生物多様性

地域社会への貢献

リスクマネジメント・BCP対策

伊藤園グループにとっての重要度高 超高

コーポレート・ガバナンス

健康

ステークホルダーとの対話

人権の尊重

働きがい、労働安全衛生

人材育成、ダイバーシティ

食の安心・安全

次世代ニーズへの対応

気候変動、温暖化対策

水資源 プラスチック問題

研究開発・イノベーション

　食育・茶文化の継承

持続可能なサプライチェーン

農業の持続可能性

DXの推進

資源循環、廃棄物の削減

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

超
高

※ 所属・役職は、2022年7月時点

食生活と
健康への貢献
⇨P29－30

持続可能な
国内農業への貢献
⇨P31－32

環境
⇨P33－38

地域社会・コミュニティ
とのつながりの深化
⇨P39－40

持続可能なサプライ
チェーンへの貢献
⇨P41－42

多様な人財と
全員活躍の推進
⇨P43－46

コーポレート・
ガバナンス
⇨P47－56

2.3
2.4
8.3
11.a
17.16

7.2
12.2
13.1

6.4
6.6

12.4
12.5
14.1

15.4

9.4
12.3
12.5

11.a
17.17

4.4
4.7
11.4

8.5
10.2

4.4
4.7
8.5

3.5
3.6
3.a

16.5

9.4

3.3
3.4

3.3
3.4

12.4

20件

17.3%

10%

95.1%

100%

2,241ha

236t

Scope1+2
△15%
Scope3
△19％

0%

8.2%

10.3%

実施

14%

22%

100%

94.4%

4件

179本

7回

実施

51万人

12回

3.22

2.8%

74.3%

94.3%

29.7%

認定

12回

4回

※コロナ禍のため、
　規模を縮小して
実施

※左記委員会は
　2022年度に新設

ステークホルダー
ダイアログ　1回

重要度の評価マップ

価値創造 ： マテリアリティ
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食生活と健康への貢献

　抹茶は古くから日本国内で親しまれてきた飲み物ですが、

その成分の「テアニン」には、ストレス緩和、睡眠改善、さらには

ワーキングメモリーの改善などの効果があり、「カテキン」に

は、血中コレステロールの低下、体脂肪の低下、さらにはワー

キングメモリーの改善などの効果があると報告されています。

また、抹茶の短期間（12週間）の摂取効果として、中高齢者

の「注意力」および「判断力の精度」を高めることが報告され

ています。

　本臨床試験では、抹茶の長期（12ヶ月間）摂取前後に、試

験参加者への認知機能検査や睡眠調査などを実施し、抹茶

の効果を総合的に解析することを目的とし、研究を実施した

ものです。

緑茶のガレート型カテキンの働きについての研究
● 悪玉コレステロールの低下、脂肪吸収抑制など

（東北大学との共同研究など）

緑茶の抗ウイルス作用についての研究
● 抗インフルエンザウイルス、試験管内での新型コロナウイ

ルス不活化、お茶でうがいやお茶の含み飲みで口から始める

公衆衛生など

（静岡県立大学、京都府立医科大学との共同研究など）

新たな健康分野に対する研究実施
● 飲料・食品を通じた、フレイルやイートロス対策、フェムテッ

クに関する研究など

中期、中長期、長期にわたる各施策が、当社と社会双方への価値を生み出し、資本に循環され、持続的な価値創造につながります。

生活者の健康ニーズと
多様化するライフスタイルへの貢献

研究を活かした高付加価値製品の提案
　世界的な健康志向の高まりやライフスタイルの変化から、

ビタミンやミネラルなどの摂取不足や脂肪・砂糖・塩分等の

過剰摂取による栄養面の課題に対して、お客様の健康ニーズ

に合った製品の開発に取組んでいます。長年の研究成果を

活かして、栄養改善や健康に資する特定保健用食品や機能性

表示食品を提供することで、お客様の健康で豊かな生活に

貢献しています。

緑茶の健康性の情報発信

「伊藤園健康フォーラム」での健康情報の発信
　お茶の健康価値を研究者などによる講演とパネルディス

カッションで発信する「伊藤園健康フォーラム」を実施してい

ます。2022年6月は、「緑茶による健康寿命延伸への新たな

視点－慢性炎症※1の抑制－」をテーマに開催しました。慢性
炎症の原因や予防に向けた緑茶を使った食習慣などについて

紹介しました。また9月には「今日からはじめるフレイル※2

予防」をテーマに、フレイル予防への緑茶が果たせる可能性を

紹介しました。今後も、お茶を通じた社会課題の解決と豊かに

生きる社会の実現に向けて、継続的にフォーラムを実施し、

健康な毎日に役立つ情報を発信していきます。

　超高齢社会に突入し、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防が社会課題となっています。

また、感染症などへの不安から消費者の健康意識は世界的にも高まりをみせています。

　創業以来、お茶をはじめ自然由来の原料を現代のライフスタイルに合わせて製品化し、

おいしくかつ健康によい製品を提供してきた当社グループにとって、健康志向の高まりや

嗜好の多様化を成長機会として捉えています。人生100年時代を見据え、産学連携によ

る研究開発、各世代の健康に資する製品･サービスを通じて、健康的で豊かな生活を提

供します。

人生100年時代に向けた研究開発

　中央研究所は、お茶をはじめ食品素材の健康性評価・メカ

ニズム解明などの基礎研究、食品摂取による有効性を裏付

ける応用研究を長年進めてきました。今後さらなる社会環

境の変化に伴い、お客様の健康意識やライフスタイルが多様

化することが予想されます。人生100年時代を見据え、各世代

の健康課題の解決と健康寿命の延伸に向けて、産学連携に

よる研究開発と製品・サービスの提供に取組んでいきます。

執行役員  マーケティング本部長 志田  光正

中央研究所（静岡県牧之原市）

伊藤園健康フォーラム

※ 認知症科学の進歩を目的とし、アルツハイマー病の予防と治療および診断
の改善につながる研究成果を共有する世界最大級の国際会議

※1 身体は、常に自己治癒プロセスの過程で炎症を起こしているが、通常は一
過性で収まる。長期にわたって慢性的に続くことを慢性炎症といい、健康
に良くない状態となる

※2 健康と要介護・寝たきりの間を指し、身体的な衰え、心理・精神的な衰え、
社会的な衰えの3つで構成される

食生活と健康への貢献　～価値創造プロセス（ロジックモデル）～

特定保健用食品・機能性表示食品
売上構成比率　2026年度30%以上

　当社は筑波大学発ベンチャーの株式会社MCBIと共同で、

認知症の前段階である軽度認知障害（MCI）と主観的認知機

能低下（SCD）の高齢者を対象にした臨床試験「抹茶の認知

機能低下抑制効果を評価する試験」を実施しました。抹茶を

継続摂取することで社会的認知機能（顔表情からの感情知覚）

の改善と睡眠の質向上が示唆される結果を得ました。この

研究結果は、2022年8月に米国サンディエゴで開催された

アルツハイマー病協会国際会議（Alzheimer’s Association 

International Conference：AAIC）※2022にて発表しました。

抹茶の継続摂取による睡眠の質の向上と
社会的認知機能の改善を確認

1日あたり
抹茶2g摂取

※ 認知症の前段階である軽度認知障害（MCI）およびプレクリニ
カル期にあたる主観的認知機能低下（SCD）と診断された試験
参加者

対象：99名（60歳～85歳）※
期間：12ヶ月間
方法：認知機能検査、血中バイオマーカー

測定、血中動態分析、脳イメージング
（fNIRS、アミロイドPET）、睡眠調査
など

指標（KPI）

※2021年度
実績 17.3%

価値創造 ： マテリアリティ

中期施策 中長期施策 長期施策 アウトカム

伊
藤
園
の
資
本（
財
務
・
非
財
務
資
本
）

お客様の生活習慣や
栄養改善への貢献

緑茶の健康性や
楽しみ方の認知拡大

循環型社会への貢献

国内外における
無糖茶市場の
創造・拡大

研究成果を活かした高付加価値製品の提供

海外における緑茶の健康性の発信

国内における緑茶の健康性の発信

お茶や野菜の健康・機能性の研究

品質と環境に配慮した製品開発

● 有識者ネットワークによる
　健康フォーラムの開催
● 食育活動を通じたお茶の健康性と
　急須文化の発信

社会ニーズを反映した新たな
特定保健用食品・機能性表示食品

緑茶の新たな魅力、
研究成果の発信

北米等における健康課題に
関する発信 その他の国・地域への展開

食生活と
健康への貢献

「健康創造企業」としてのブランド力強化

産学連携の研究
（カテキン・テアニン等の働き）

フレイル

体脂肪等

認知機能

口腔ケア

新素材の機能性研究

持続可能な消費の進展

茶文化の継承と発展

市場シェア拡大/利益ある成長

お客様の安全・安心、
信頼の獲得

無糖茶市場における
開拓者としての実績
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中期施策 中長期施策 長期施策 アウトカム

伊
藤
園
の
資
本（
財
務
・
非
財
務
資
本
）

契約取引による
農家の安定経営/
高品質原料の
安定調達

荒廃農地の有効活用

農業への新規参入
ハードル低下

社会・環境に配慮した
無糖茶ブランドの確立

多様な雇用の創出
（ダイバーシティ&
インクルージョン）

持続可能な
農業への貢献

農業による
環境負荷低減

国内外における
無糖茶市場の
創造・拡大

市場シェア拡大/利益ある成長

茶産地育成事業の展開面積拡大 海外産地の展開

DX推進（画像解析） アグリテックの開発推進

蒸気防除機の
実用化 循環型農業と減農薬、

有機栽培技術の確立

レインフォレスト
アライアンス認証等の
認証の取得

茶殻の堆肥化

GAP認証の
取得継続

契約産地への普及

減農薬・有機栽培茶
の生産拡大

認証取得
原料の生産増

「世界のティーカンパニー」としてブランド力強化

 海外輸出拡大 
 エシカル需要の獲得

高品質・高付加価値
製品の拡充

持続可能な国内農業への貢献

中期、中長期、長期にわたる各施策が、当社と社会双方への価値を生み出し、資本に循環

され、持続的な価値創造につながります。

DX推進の取組み

　AIによる画像解析で、茶葉の摘採時期の判断や荒茶の品質

推定ができる技術を共同開発し、試験運用を開始しました。

茶葉の摘採時期や荒茶の品質評価は、生産者の長年の経験

から得られるノウハウや、専用機器で分析して見極める方法

が一般的ですが、本技術は摘

採前や荒茶加工された茶葉を

スマートフォンで撮影するだけ

で、簡便に判断・推定すること

が可能です。正確性や実用性

を検証し、2024年の新茶摘採

から契約産地での本格展開を

目指しています。技術支援で

茶農業の課題解決に寄与し、

持続可能な農業を推進します。

茶産地育成事業による関係者と伊藤園の関係性

荒廃農地などを茶畑に転換する、新産地の育成展開地区
（2022年時点で、7県9地区で展開）

ステークホルダーからのご意見

減農薬、有機栽培に向けた技術開発

　海外市場でのさらなる需要拡大を見込んで、減農薬や有

機栽培の技術開発に取組んでいます。お茶の生育に必要な

窒素肥料の代わりとして、茶殻に含まれる窒素成分の活用を

開始しています。飲料製品の製造過程で委託先工場から排

出された茶殻を堆肥化し、契約産地で使用することで循環型

農業を推進するとともに、農薬

を使わずに蒸気で防除や除草

ができる蒸気防除機の実用化

を進め、環境配慮の茶農業と

日本茶の海外輸出拡大に貢献

します。

　伊藤園の茶産地育成事業は、単なる原料調達ではなく、茶畑の土づくりから生産者と協働し、

国内農業と食品の持続可能性を高める取組みです。蒸気防除機や茶殻の堆肥化といった減農

薬、減化学肥料、有機栽培の技術開発や、AIを活用したIT化などをさらに推進し、地域の課

題解決をされています。「世界のティーカンパニー」を目指す上で、世界の環境との調和を図り、

国内で築いてきた品質やブランドをしっかり守りながら、海外展開していくこと、そして業界の

トップランナーとして、取組みについて発信力を高めていくことを期待しています。

　国内農業は、就農人口の減少や就農者の高齢化など、「雇用の創出と就農者の若返り」が

課題となっています。当社は、1976年から独自の持続可能な農業モデル「茶産地育成事業」

を展開し、茶生産者の安定経営と高品質原料の安定調達を実現してきました。また、2001年

からは増え続ける荒廃農地などを茶畑に転換する新産地の育成にも取組んでいます。

　また、世界的な減糖・無糖意識の高まりを受けて、海外市場でのさらなる需要拡大にも

対応できるよう、減農薬や有機栽培の産地育成にも力を入れています。生産者の皆様と協働

で、高付加価値原料の開発や環境配慮型農業を推進し、国内農業の活性化に貢献します。

茶産地育成事業の展開規模拡大

　茶産地育成事業により、急須でいれて飲むリーフのお茶、

緑茶飲料「お～いお茶」など、様々な製品に合わせた栽培・

加工技術を生産者と協働で作り上げています。生産された

高品質原料は、当社が全量買い取ることで、生産者の経営の

安定と雇用の創出などを実現し、持続可能な農業に貢献して

います。茶産地育成事業（契約栽培・新産地事業）の展開面積

は、2030年度に2,800haまで拡大していく計画です。

農業技術部長 植田  幸市

株式会社農林中金総合研究所 理事長、一般社団法人日本農福連携協会 会長理事 皆川  芳嗣 様

大分県杵築地区の茶園

茶葉の摘採時期判断

荒茶の成分評価

蒸気防除機

世界に通用する独自の農業モデルの進化　～価値創造プロセス（ロジックモデル）～

茶産地育成事業の展開推移

0

資料：伊藤園（茶産地育成事業：5～4月）
計画計画

茶産地育成事業展開面積
うち新産地事業面積
生産量（トン）

（トン） （ha）

2006 20122009 2015 2018 2020 20262021 2030

8,000

12,000

4,000

0

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

500

2030年
2,800haへ

380

790 860
1,034

1,669

2,207 2,241

2,650

800 2,120 2,690
3,630

6,419
7,523

8,517

九州5県（大分県・宮崎県・鹿児島県・佐賀県・長崎県） 静岡県

埼玉県（2022年4月展開開始）

宇佐地区
杵築地区

臼杵地区

都城地区

曽於地区

西海地区

太良地区

袋井地区

入間地区

茶産地育成事業展開面積：
2026年度 2,650ha、2030年度 2,800ha
有機栽培の生産量：
2026年度 380t、2030年度 500t

茶産地育成事業による価値

関係者（契約農家など）
・持続的な農業経営
・荒廃農地の有効活用
・雇用の創出、後継者不足解消
・大規模、機械化、IT化による
　生産コストの低減

伊藤園
・高品質茶葉の安定調達
・緑茶飲料原料の品質向上
・コスト低減

指標（KPI）
契約栽培

新産地事業

全量を買い取り

技術情報提供

全量を
買い取り

荒廃農地活用の提案

技術情報
提供

荒廃農地
集積

契約農家、
農業生産法人、

JA

農業生産法人、
JA行政など

伊
藤
園

価値創造 ： マテリアリティ
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環境

　伊藤園グループは、自然由来の製品を主として事業活動を営む企業として、「伊藤園グ

ループ環境方針」のもと環境負荷低減に取組んでいます。2021年度には「伊藤園グループ

中長期環境目標」を見直し、2050年度までにバリューチェーン全体でカーボンニュートラ

ルの実現を目指します。

　また、持続可能な容器包装を推進するなど、脱炭素社会と資源循環型社会の実現に向

けて、製造委託先企業を含めた関係者と協働して取組んでいきます。 
取締役 専務執行役員 生産本部長 物流本部、サステナビリティ担当 中野  悦久

TCFDへの対応

　地球温暖化による異常気象や自然災害の増加等は、農作物の生育不良や調達不全、気象災害に伴う操業停止等、伊藤園グループ

の事業活動に様々な影響を及ぼします。

　伊藤園グループは、2022年4月、「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」提言に賛同表明し、気候変動への対応を経営

戦略の重要課題と位置づけています。今後も持続可能な社会の実現と、当社事業の持続性向上に向けた取組みと情報開示を積

極的に進めていきます。

1. 重要リスク・機会の特定
　2030年、2050年を対象時点に当社の事業環境を取り巻く社会を想定しながら、気候変動に伴うリスク・機会の項目を、伊藤園

のバリューチェーン全体を対象として幅広く列挙しました。そのうえで、発生可能性や影響の程度、当社事業形態に鑑み、リスクと

機会の重要度評価を実施しました。

《発生時期》・・・短期：2022年～2024年、中期：2025年～2030年、長期：2031年～2050年
《影響度》・・・・・・大：事業に大きなインパクトを与え、顕在化している事象や顕在化に備えた対応が必須な事項

中：事業に与えるインパクトは大きくはないが、顕在化している事象や顕在化に備えた対応が必須な事項

※ それぞれシナリオ群の定義に沿って、影響度が中以上のリスク／機会を記載しています。

伊藤園グループ環境方針 ▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/environment/
伊藤園グループ中長期環境目標 ▶ https://www.itoen.co.jp/sustainability/environment/#effort0-goals

ガバナンス
　伊藤園グループは、執行役員会の諮問機関であるサステ

ナビリティ推進委員会（年4回開催）において、気候変動問題

に対する方針と戦略、対応策を主要テーマとして議論してい

ます。サステナビリティ推進委員会は代表取締役社長を委員

長として、気候変動を中心とする環境課題への対応を担う

サステナビリティ担当役員と生産・物流、マーケティング、

営業、国際、管理等の担当役員および主要各部門長で構成

されています。サステナビリティ推進委員会にて検討された

重要事項は、執行役員会および取締役会に報告、審議され、

経営戦略に反映させています。

　2021年度は地球温暖化等の環境課題への意識の高まりを

背景に、2050年度までにバリューチェーン全体でカーボン

ニュートラルの実現、2030年度までに2018年度CO2排出

量に対し、Scope1・2で総量50%削減、Scope3で総量20％

削減に目標を上方修正し、取締役会で決定しました。

戦略
　2020年度は主力原料である緑茶への気候変動影響につ

いて、気候変動に関する政府間パネル（以下、IPCC）の代表

的濃度経路シナリオに基づき、各条件下での茶葉収穫量と

品質への影響を定量的・定性的に分析しました。

　2021年度は、対象を伊藤園のバリューチェーン全体へと

拡大し、IPCCおよび国際エネルギー機関（以下、IEA）による

シナリオに基づく「1.5／2℃」と「4℃」の２つのシナリオを設定

したうえで、2030年、2050年を対象時点とした中長期の気候

変動による事業への影響を分析しました。

　シナリオ分析実施にあたっては、サステナビリティ推進委員

会に紐づく分科会や社内関連部署も交えて検討し、分析結果

はサステナビリティ推進委員会、執行役員会および取締役会

にて、報告・審議し、中長期経営計画や事業計画に反映して

います。

リスク管理
　伊藤園グループは、「伊藤園グループリスクマネジメント

方針」に基づき、代表取締役社長が委員長を務めるリスクマ

ネジメント委員会を設置し、リスクの主管部署・各委員会と

連携しながらリスクを認識・評価し、適切な対応策を図るため

の全社的なリスクマネジメント体制を整備しております。その

中で、気候変動リスクについても重要リスクの一つとして認識

しております。

　気候変動シナリオ分析におけるリスクは、サステナビリティ

推進委員会にて検討し、執行役員会および取締役会に報告

されますが、影響度と発生頻度の観点から重要度の高いリスク

は、取締役会の諮問機関であるリスクマネジメント委員会に

も報告されます。リスクマネジメント委員会（年4回開催）では、

重要リスクへの対応策の進捗と有効性について確認し、年度

ごとに検証と改善を継続することで、全社的なリスクマネジ

メントの強化に努めています。

気候変動を中心としたサステナビリティ推進体制

2. シナリオ群定義

３. 事業インパクト評価

「1.5／2℃シナリオ」
社会全体が脱炭素に向けて変革を遂げ、温度上昇の

抑制に成功する

〈参照シナリオ〉　IPCC RCP2.6、IEA NZE/SDS
※ 一部分析にはIPCC RCP4.5を参照

「4℃シナリオ」
経済発展を優先し、世界の温度上昇とその影響が悪化

し続ける

〈参照シナリオ〉　IPCC RCP8.5、IEA STEPS

シナリオ分析の実施　 ▶ https://www.itoen.co.jp/sustainability/environment/tcfd/

取締役会

執行役員会

サステナビリティ推進委員会

ESG推進部（事務局）

リスクマネジメント委員会

報告・連携

各本部・各部署

リスク管理担当者

シナリオ分析の結果
1.5／2℃シナリオにおける主要インパクト

リスク／機会分類 特定した内容 当社への影響 時期 影響度

移行リスク

機会

政策・規制
炭素税導入 中期

長期
短期
中期
中期
長期
中期
長期

中期

大

中

中

大

中

GHG排出抑制

消費者の行動変化

投資家の評判低下

環境配慮製品の
需要増加

評判

製品・サービス

自社工場や営業車両等のScope 1・2排出への賦課

エシカル消費等への対応が不十分な場合、顧客離反により
売上低下

リサイクルペットボトル、再エネ電力、電動車導入による
費用の増加

気候変動への対応が不十分な場合、投資家評判が悪化し、
株価低下や資金調達が困難に
消費者の環境配慮への意識向上に伴った製品づくりや
取組みにより売上が増加する

4℃シナリオにおける主要インパクト

リスク／機会分類 特定した内容 当社への影響 時期 影響度

物理リスク

機会

慢性
平均気温の上昇 中期

中期

短期
中期

中期

大

中

大

中

降水・気象
パターンの変化

風水害の激甚化

環境変化に伴う需要増

急性

製品・サービス

渇水による工場の操業停止に伴う販売機会逸失

農作物への影響として収量、品質低下による調達費用の増加

風水害による工場、事業所の操業停止等による販売機会
逸失、資産喪失、復旧費用発生
猛暑や平均気温の上昇による熱中症対策飲料や機能性表示
製品等の販売機会が増加する

価値創造 ： マテリアリティ
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Scope2　再生可能エネルギーの使用による削減
　2022年6月より伊藤園本社ビルをはじめ、自社保有ビル

（3事業所）において使用電力をすべて、再生可能エネルギー

由来の電力に切替えています。その結果、年間CO2排出量を

約700tCO2削減に貢献する見込みです。

　2030年度には、伊藤

園全体で使用電力を再

生可能エネルギー100％

に切替えることを目指し

ています。

Scope1　自社車両によるCO2排出量削減の取組み
　当社では、電動車※への積極的な切替、車体サイズの適正

化をはじめ、訪問ルートを定期的に見直すなどして効率的な

営業活動に取組み、自社車両による環境負荷の低減を促進

しています。

〈分析結果〉

　気候変動による茶の収量や品質については、暖かい気候を

好む茶の性質上、大幅な収量の減少や品質への影響は想定

されていない一方で、休眠覚醒に必要な低温日数の不足が

九州・沖縄地方において生じ、一番茶が減収する可能性が指

摘されています。また、静岡や関東地域においても、一番茶

の摘採期の早期化が予測されており、適切に対応できない場

合は収量の減少につながる可能性があります。

　4℃シナリオにおいて、2050年頃にお茶の栽培適地の北限

が東北地方の一部地域まで上昇する可能性があることが

分かっています。

〈今後の対応〉

　当社が茶生産者と協働して進める持続可能な農業モデル

である「茶産地育成事業」の推進は、契約栽培のほか、荒廃

農地などを新たに茶畑に転換するなどの特徴があり、高品質

原料の安定調達につながっています。また、農薬を使わずに

蒸気で防除や除草ができる蒸気防除機の実用化を進めるな

ど、減農薬や有機栽培に向けた技術開発に取組んでいます。

　今後は、気候変動の影響を踏まえた新たな産地開発や栽培

管理手法の確立などに取組んでいきます。

その他原料
　当社の主要な原料農作物であるコーヒー豆と大麦について、

収量予測、影響額、品質への影響等についてリスク分析を実

施した結果、コーヒー豆と大麦ともに、特に4℃シナリオにお

いて大幅に収量が減少する可能性があることが分かりまし

た。調達先産地の複線化によるリスク分散や、調達先とリス

クの共有をするとともに、協働して対策の検討・実施を図って

いきます。

〈お茶の栽培適地北限の上昇〉

■原料調達
物理リスク（農作物への影響）　
緑茶原料
　2020年度は、国内茶産地の一部地域（九州地方・静岡県）において、Aqua Crop model※を用いてIPCCのRCPシナリオ

（RCP2.6、RCP4.5、RCP6.0、RCP8.5）の条件下での茶葉収穫量への影響を定量的・定性的に分析しました。

　2021年度は、気候変動が茶の生育に与える影響について、研究論文等の文献による定性的な分析をさらに深め、実施しました。

■適切な農場管理と生態系の保全
　「伊藤園グループ生物多様性保護の基本的方針」に基づき、「茶産地育成事業」における減農薬や有機栽培の技術開発による環

境保全型農業に取組んでいます。また、「茶産地育成事業」では、GAP認証※を100%取得しています。今後、これらの取組みを継

続するとともに、生物多様性リスクの調査にも取組んでいきます。　

指標と目標
　「伊藤園グループ中長期環境目標」の中で、2050年度のカーボンニュートラルの実現に向けて、2030年度CO2削減目標を下記

のとおり定めています。その他、気候変動リスクに関わる重要指標として、水使用量、ペットボトルに関する目標を掲げています。

■水資源
物理リスク（降水・気象パターンの変化）
渇水・風水害に関するリスク
　降水量減少や風水害の被災に伴う自社工場／委託先工場の操業停止による影響、風水害の激甚化・頻発化に伴う製品損失・

復旧にかかる影響について、World Resources Instituteのツール「Aqueduct※1」を活用し、2030 年、2050 年時点での渇水

リスク、洪水リスクを中心に分析を実施しました。

(1) 降水量減少に起因する渇水に伴う自社／委託先工場の
操業停止リスク

　自社工場／委託先工場における渇水リスクを分析したと

ころ、自社工場を中心に渇水リスクが想定される工場が存在

しました。該当工場をはじめとして、水使用量の削減、水源

涵養活動などの対策に取組んでいきます。

※ 炭素税価格（1tCO2あたりの価格）：IEA　「World Energy Outlook 
2021」のネットゼロシナリオの先進国の単価予想より独自に推計、設定して
います。

※1 World Resources Institute Aqueduct：世界資源研究所(WRI)が提供している水リスクを示した世界地図・情報。水リスク指標には「物理的な水ストレス」、
「水の質」、「水資源に関する法規制リスク」、「レピュテーションリスク」などが含まれている。地図はウェブサイトより誰でもアクセスし活用でき、事業拠点やサプ
ライヤーの国や地域、分野を指定して情報を閲覧することができる。

※2 渇水リスクの分析：Aqueduct Water Risk Atlasで対象時期(2030/2040)、シナリオ(RCP4.5/RCP8.5) の条件を選択し分析。
※3 洪水リスクの分析：Aqueduct Floodsで対象時期(2030/2050)、シナリオ(RCP4.5/RCP8.5)、要因(河川の氾濫/沿岸部の高潮)の条件を選択し分析。 ※ 基準年2018年度対比

※ 食の安全や環境保全に取組む農場に与えられるGAP認証制度には、世界基準である「グローバルGAP」のほか、日本GAP協会が展開する「JGAP」「ASIAGAP」など
があり、ここではこれら3つの認証のうちいずれかを取得した農園を指します。

※ FAO（国際連合食糧農業機関）が気候／土壌などの環境条件や栽培管理条件が、農作物の生産性に与える影響を評価するために開発した作物成長モデル

※ 電動車とは、「ハイブリッド」
「プラグインハイブリッド」
「電気自動車」「燃料電池車」
の4種類を指します。

自社車両における電動車※使用比率

（年度）2018 2021 2030

4.8% 8.2%

目標

50%

■渇水リスク※2が想定される工場数

(2) 風水害の激甚化による操業停止・製品損失・復旧コスト
発生リスク

　自社工場／委託先工場及び当社事業所を対象に洪水リスク

を分析したところ、主に河川の氾濫による洪水リスクが想定さ

れる工場・事業所が存在しました。今後はBCP対策の強化を進

めるとともに、定期的にリスクを把握し、対策を講じていきます。

■河川の氾濫による洪水リスク※3が想定される工場・事業所

炭素税影響額の試算

Scope1・2 2030年度 2050年度

CO2削減対策に取組まない場合

（単位：億円）

6.6 12.9

3.3 ―

▲ 3.3 ▲ 12.9

CO2削減目標を達成した場合

対応策による影響削減額

（年度）

使用電力の再生可能エネルギー比率

2018 2030

0% 6%

目標

100%

（見込）

2022

4. 対応策の検討
■気候変動への対応
炭素税の導入によるコスト影響額（移行リスク）　
　将来、炭素税の導入及び炭素税価格が上昇していく見込み

が高く、導入された場合には、CO2排出量に応じて、税負担に

よるコストが発生することが想定されます。

　当社はScope1・2のCO2排出量を2030年度までに50%

削減（2018年度比）、2050年度にはカーボンニュートラルの

実現を目指し、省エネ・再エネ設備の導入を進めています。

これらの施策により目標を達成した場合、2030年度に約3.3

億円、2050年度には約12.9億円の節税が期待されます。

参照：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）の
情報をもとに当社にて作成

2030年
1.5／2℃ 4℃ 1.5／2℃ 4℃

3工場 4工場 3工場 3工場

2050年 2030年 指標 2030年度目標

▲ 50%

▲ 20%

100%

50%

▲ 16%

100%

CO2排出量　Scope1・2 （当社の燃料使用による直接排出、及び自社が購入した電気の使用に伴う間接排出）※

CO2排出量　Scope3 （事業活動に関連する、Scope1・2以外の排出）※

再生可能エネルギー由来の電力比率

自社使用車両の電動車＊比率　＊ ハイブリッド、プラグインハイブリッド、電気自動車、燃料電池車の4種類を指します。

水使用量の原単位削減 （生産1kl当りの水使用量）※

ペットボトル製品に使用するリサイクル素材等（生物由来素材含む）の割合

1.5／2℃ 4℃ 1.5／2℃ 4℃
24事業所
7工場

25事業所
7工場

24事業所
7工場

25事業所
7工場

2050年

2050年頃

現在 北限
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製品ライフサイクルを通じた環境課題への取組み

2022年度からは自社営業車両
の一部に「茶殻配合軽量パネル」
をスライドドアやバックドア、
床材に採用し、石油資源や、CO2
の排出削減に貢献。

自動販売機横の空き容器回収BOXでの取組み
　2021年度より、東京都渋谷区内の伊藤園本社ビルにて「ボトルto
ボトル」の取組みを開始。また、ルートセールスを通じて、自動販売
機横の空き容器回収BOXから回収した使用済みペットボトルにつ
いても一部ボトルtoボトルの取組みを開始しています。

　「伊藤園グループ容器包装に関する方針」、「伊藤園グルー

ププラスチックに関する方針」に基づき、「3R（リサイクル、

リデュース、リプレイス＆リユース）」に取組んでいます。今後

も、資源有効活用と環境負荷低減に向けた取組みをより一層

推進し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

　「レンガ型アルミレス
紙パック飲料容器（通称：
ECO容器）」を採用し、牛
乳パックと同様にリサイ
クルが可能です。

※1 株式会社カネカが開発した海中や土中など幅広い環境下で水と二酸化炭素に
生分解される環境にやさしい100％植物由来の生分解性ポリマーで、海水中で
生分解する認証「OK Biodegradable MARINE」を取得

※2 当社と株式会社カネカおよび日本ストロー株式会社が共同開発した業界初の生
分解性を有した伸縮タイプのストロー

※ ヒートアイランド現象の緩和効果がある茶殻配合
シートを貼付した自動販売機

● 新たな化石由来資源使用量削減
● CO2排出量の削減（約60%削減※）
● 国内資源循環経済への貢献

ボトルtoボトル
の優位性

3Rの取組み

茶殻をアップサイクルした「茶殻配合軽量パネル」

Pickup!

● 容器包装の取組み
　 ペットボトルにおけるリサイクル素材の使用
　 資材の軽量化・ラベルレス
● 環境配慮素材の採用

資材

製造委託先工場

● 茶産地育成事業
● 茶殻の堆肥化
● 蒸気防除機の試験導入
● 有機栽培の推進
⇨P31-32

原料

琵琶湖でのヨシ刈り

緑茶飲料製品の製造工程

容器包装

リサイクル（資源循環）
　持続可能な社会・環境の実現を目指し、さらなる容器包装の軽量
化・使用量削減に取組んでいます。
　ペットボトル、キャップ、ラベルなどの資材の軽量化、ラベルレス
製品を拡充し、プラスチックの使用量を削減しています。

リデュース（省資源化）

植物由来の生分解性素材への切替
　「お～いお茶」紙パック製品などに「Green Planet™」※1を使用
した生分解性伸縮※2ECOストローを採用している他、リーフ資材に
おいて、植物性生分解フィルターを採用したティーバッグ製品を
販売しています。

リプレイス＆リユース
     （環境配慮素材や再利用可能容器への代替）

伊藤園グループ容器包装に関する方針
▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/containers_packaging/
伊藤園グループプラスチック方針
▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/package/

ラベルレス製品環境配慮型ペットボトル

ECO容器（200ml紙パック製品）

● 環境負荷を低減した製造技術
　 「NSシステム」　⇨P41
● 資源の有効活用
　 「茶殻リサイクルシステム」　⇨P70

● ブロック生産物流による効率化、
　 環境に配慮した物流体制の構築　⇨P42
● 自社営業車両を電動車へ切替

● 環境に配慮した自動販売機
　 ヒートポンプ式による省エネ化
　 茶殻配合シート自動販売機※
● 地域密着型営業による環境保全活動、
「お茶で日本を美しく。」等　⇨P40

● 自社営業員による自動販売機横の
　 空き容器回収BOXからの資源回収
● 製品廃棄の削減 

● ペットボトルの水平リサイクルの推進
● 資源の有効活用

物流販売

廃棄・回収

資源循環・リサイクル

CO2排出量の少ない荒茶工場※

埼玉県入間地区の伊藤園専用荒茶
工場（2022年4月稼働）ではCO2排出
量が少ない都市ガスを使用し生産
ラインには排熱を再利用。
※ 一般的な荒茶工場と比べて生産量当たりの
CO2排出量を57%削減 （㈱寺田製作所調べ）

※ 一般的なペットボトルから100%リサイクルペット素材に
切り替えた場合

Pickup!

「お～いお茶」ペットボトル1本あたりに使用する
プラスチック資材の軽量化推移

2002年に「お～いお茶」のパッケージ一
新、2010年に独自の充填方式「NSシステ
ム」開発を経て、軽量化した環境配慮型
ペットボトルを使用し、現在に至るまで1本
当たりに使用するボトル、キャップ、ラベル
のプラスチック使用量を約40％軽量化し
ています（「お～いお茶」500ml、525ml
ペットボトルの場合）。

Pickup!

0%

（年度）

2002年度を100％とした場合

2002 2011 2021

100%
78%

59.4%

100%

50%

従来比

ポリエチレン

ポリエチレン

ポリエチレン
ポリエチレン

環境配慮型フィルム

紙

約26%軽量化

ボトル重量
28.7g
※1本あたり

⇨下記参照

リサイクルしやすい紙容器採用

茶殻配合シート
自動販売機
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アウトカム

販売先、
消費者からの評価

新製品開発
新たなサービス

地域社会との共創
● 「お茶で日本を美しく。」
● 連携協定締結　など

地域・コミュニティの
活性化

各地域・拠点の
持続的な成長

自治体と連携した取組み
　地域活性化を目的とした包括連携協定や健康増進、災害

時の支援に関する協定などを各地の自治体と締結し、地域・

コミュニティの社会課題解決に取組んでいます。2021年度

は、佐賀県嬉野市が推進する「嬉野市 お茶で健康宣言」に

賛同し、市民の皆様の健康維持と佐賀県の「うれしの茶」の

PRをサポートしています。また、大阪府泉州エリアを中心に、

茶畑の造成や栽培、食育などの共創による連携で地域コミュ

ニティを創出する『泉州「お茶のある暮らし」プロジェクト』

を開始しました。

　当社は、「健康創造企業」

として、日本茶の健康性

を多くのお客様に広げ、

今後も地域市民の健康と

コミュニケーション促進

に貢献していきます。

地域社会・コミュニティとのつながりの深化

　伊藤園グループは、創業以来、経営理念「お客様第一主義」に基づき、原料産地から製造、

消費地に至るまでの地域に密着した事業活動により、地域社会との積極的な協調に取組ん

できました。昨今、地域コミュニティのあり方やコミュニケーションの形態が変化しつつあ

りますが、今後も、「地域密着」の根本は変わりません。様々なステークホルダーとの対話を

通じた地域社会の課題解決と、お茶を介したコミュニケーションで、お客様の心身ともに健

康な生活に貢献していきます。

　当社は、地域密着型営業「ルートセールス」、量販店・コン

ビニエンスストア・法人営業といった広域営業、茶専門店など

多様なチャネルに対応した営業・販売体制を整えています。

　中でも当社の特色は、マーケティング力の源泉といえる

「ルートセールス」です。全国186拠点の営業網（2022年4

月末時点）を活かして、約3,500人の営業員が製品の説明・

商談、配送・納品、売場づくりを自ら一貫して行っています。

これらの営業員は、営業拠点の担当地域内の量販店や自動

販売機などを担当し、お客様を直接訪問しています。

代表取締役副社長 執行役員 営業統括本部長 CDO マーケティング本部担当 本庄  周介

大阪府泉州エリアでのお茶の苗木の植樹

桜の植樹

　地域密着の全国拠点網とルートセールスは、当社事業の持続的成長とともに、各地域の活性化や社会課題の解決に貢献して

います。本業を通じて地域・コミュニティの社会課題解決に取組み、共有価値の創造（CSV）を実現します。

お客様に寄り添う地域密着型営業「ルートセールス」の特色
● お客様と直接接点をもつ　　● 商談、配送、売場づくりなど、営業員が一貫して行う　　● 現場単位の機動的な対応

　世代を超えて急須文化を継承し、茶業界の持続可能性に貢献するとともに、お茶を介したコミュニケーションにより、心と体の

両面からお客様の健康をサポートします。

　そのため地域やお客様のニーズに適した製品及び売場提案

など、きめ細やかな対応が可能で、また、お客様に近い視点で

市場情報を収集、把握できます。「STILL NOWの精神※1」に基

づき現場で得た情報は、

社内提案制度「Voice制

度」（P45参照）や社内コ

ミュニケーションツール

を通じて、製品開発など

に貢献しています。

ティーテイスター活動による、急須文化の啓発・継承と
リーフ事業への貢献
　「お茶の伊藤園」として、当社には、社員がお茶に関する高い

知識と技術を持ち社内外へお茶文化を発信する、厚生労働省

から社内検定認定を受けた「伊藤園ティーテイスター制度」

（P45参照）があります。この制度の有資格社員は、自らお客

様に日本の食文化であるお茶のおいしさや楽しみ方をお伝え

する活動に、全国各地で取組んでいます。お茶のいれ方の

実演や体験等を通じ、お客様にお茶の魅力を伝えることで、

自社リーフ製品の販売力向上にもつなげています。今後も、

お茶を介したコミュニケ―ションにより、“お茶文化（急須

文化）”の継承、茶業界の発展への貢献とともに、心と体の

両面から、お客様の健康をサポートします。

自動販売機事業での取組み
　各地域、各設置ロケーションごとのお客様のニーズに対応

した自動販売機を通じて、1台当たりの収益向上を図るととも

に、地域の活性化や社会課題の解

決に取組んでいます。健康価値の

高い製品ラインアップを重視した

「ウェルネス（健康）自動販売機」や、

災害時に飲料の提供支援が可能に

なる「災害対応（ライフライン）自動

販売機」などを展開しています。設

置先地域のお客様に対して、当社

自動販売機の価値を高め、事業の

持続的成長と社会課題解決の両立

を目指します。

 「お～いお茶」を通じた地域の社会課題解決への貢献
　「お～いお茶」ブランドの全飲料とリーフ製品の売上の一部

を、環境保全などの活動に寄付する「お茶で琵琶湖を美しく。」

（2008年～）、「お茶で日本を美しく。」（2010年～）を継続して

行っています。寄付だけでなく、各自治体の環境保全・整備

活動に当社社員が参加し、地域社会の活性化と活動の理解

促進に貢献しています。また2019年から公益財団法人日本

さくらの会と協働で全国各地に桜の木を植樹する「わたしの

地域社会との共創

お茶を通じたつながりの創出

地域密着型営業「ルートセールス」

営業員（全国186拠点）

ティーテイスター活動

お客様を
知る

お客様に
サービス
するお客様を

ひきつける

お客様に
知らせる

ティーテイスター資格保有者（営業員及び、営業以外の社員を含む）

ティーテイスター活動（食育活動）
お茶のいれ方の実演や体験等

お客様との接点強化・コミュニケーション／
お茶の体験価値の提供、急須文化の継承

お茶を通じた
つながりの創出

リーフ製品の収益向上

茶業界の持続的発展

お客様

一般店、量販店
市場/売場情報、
お客様のニーズの
把握と対応

製品の説明・商談
配送・納品
売場提案・売場づくり

Voice制度
（社内提案制度）による
新製品等の提案

直接
訪問

自動販売機
● 屋外
● オフィス等の屋内

自治体、学校、
各種団体　など

店頭や営業活動時に
接点のある消費者

マーケティング5機能※2に沿った活動

※1 STILL NOWの精神 　伊藤園グループ社員は「今でもなお、お客様は何を不満に思っているか」を常に問い続けて、お客様からのご要望、ご不満の解決に貢献し
ます。本業を通じて、社会・環境課題解決に積極的に取組んでいます。

※2 マーケティング5機能　マーケティングを「売れる仕組みづくり」として定義し、「お客様を知る＝市場調査」、「お客様に添う＝商品化計画」、「お客様にサービスす
る＝販売活動」、「お客様をひきつける＝販売促進」、「お客様に知らせる＝広告宣伝」の5機能として整理したものです。

災害対応自動販売機

街の未来の桜プロ

ジェクト」を実施して

います。2022年1月

には、累計1,000本目

となる桜の木を植樹

しました。

お客様に
添う

価値創造 ： マテリアリティ
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持続可能なサプライチェーンへの貢献

ステークホルダーからのご意見

　特にZ世代をはじめとする若年層は、製品を選ぶ際に値段や品質だけでなく、製品の裏側に

あるストーリーを大事にします。原料の調達から製造、流通、廃棄・リサイクルに至るまで、

バリューチェーン全体を通じた製品ライフサイクルの観点から、社会・環境課題に向き合い、

そのことが消費者にしっかり伝わるようコミュニケーションを行い、日本の食文化が後世に

繋がるよう情報発信していくことを期待しています。

　お客様に安全・安心な製品を持続的に届けるため、飲料製

品の製造を各地域の協力工場に委託するファブレス方式を

採用し、全国を5ブロックに分けて持続可能かつ効率的な生

産・物流体制を構築しています。近年では海洋プラスチック

ごみ問題、気候変動、人権問題などの社会・環境課題に対し、

　東洋製罐株式会社と共同開発した「NSシステム※」は、品質

及びペットボトル容器の軽量化や水使用量削減などの環境

に配慮した製造技術です。

　NSシステムは、常温での無菌充填でボトルの殺菌処理に

殺菌剤を使用しないため、殺菌剤を洗い流す多量の水が不

要となります。また、ボトルが高温にさらされるのは温水で

のボトル殺菌時のみのため、ボトルの耐熱性を低く抑えられ、

軽量化が可能になりました。軽量化により資材の使用量の

　当社では、製品の設計、原料、包装材から製造、流通にい

たるまで、サプライヤーと連携して、厳しい品質管理体制を

確立し、製品の安全性確保に努めています。

　緑茶製品（飲料・リーフ）では、製品に印字されている賞味

期限などの情報から、製品の製造状況や、使用された茶葉の

栽培状況まで確認できる、トレーサビリティの仕組みを確立

しています。その他の製品につきましても、製品の印字から、

製品の製造状況や使用原料の情報を知ることができます。

海外で生産された原料は、世界各地の原料調達先から受理

する「品質保証書」による確認等、法令に適合した安全な原料

を使用しています。また、担当者自ら現地に赴き、品質管理

体制を確認しています。

※ NS＝Non-Sterilant　ノンステリラント＝“殺菌剤を使用しない”の略

　当社は、物流協力会社とともに、環境に配慮した効率的な

物流体制を構築し、持続可能な物流を目指す「ホワイト物流」

を推進しています。2021年度より、営業拠点の倉庫と統合

した物流センターの新設やドリンク製品とリーフ製品の混載

配送などに着手し、配送車両台数の減少やCO2排出量の削減

に努めています。

　今後は、他社との共同輸送など、物流業界における「2024

年問題」の解決に向け、他業種を含めサプライチェーン全体

で環境・社会に配慮した物流に取組んでいきます。

品質会議
　2022年6月に実施した品質会議では、サステナビリティを

議題に取り上げ、各種方針の周知とともに、マテリアリティや

伊藤園グループ中長期環境目標などを通じて、社会・環境課

題解決の取組みの重要性を当社及びサプライヤーの双方で

確認しました。

公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 前代表理事・前副会長 大石  美奈子 様

サプライチェーン全体で取組むことが求められています。

　サプライヤーとのさらなる強固なパートナーシップにより、

社会・環境の両面に配慮したサプライチェーンマネジメント

を構築し、持続可能なビジネスモデルを実現しています。

　製造委託先、原料調達先、資材メーカー等のサプライヤー

との情報の共有や意見交換、今後の方針の確認などのコミュニ

ケーションを通じて、パートナーシップの強化を図っています。

　サプライヤーとは品質会議を定期的に行い、品質の向上

や安全・安心な製品づくりの徹底や、「伊藤園グループ人権

方針」、「伊藤園グループサプライヤー基本方針」などの周知

や好事例等の共有を行っています。

　また、環境および人権の項目を取り入れた供給者調査の

実施や、委託先製造工場付近の水源地保全活動など、環境・

社会課題解決へ共同で取組んでいます。

原料の残留農薬を測定

伊藤園グループ人権方針 ▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/human_rights/
伊藤園グループサプライヤー基本方針 ▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/suppliers/
伊藤園グループ調達方針 ▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/procurement/
伊藤園グループ品質方針 ▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/quality/

サプライチェーンマネジメント

環境・社会に配慮した物流体制の構築

サプライヤーとのコミュニケーション

水源地保全活動
　2022年3月、飲料製品の製造委託先である株式会社日本

キャンパックとともに、群馬県が進める「企業参加の森林づくり」

に当社社員が参加し、水源地保護につながる森林保全活動を

行いました。

サプライヤーとの共同による技術開発

品質管理の徹底とトレーサビリティの確立

　伊藤園グループは、「伊藤園グループ人権方針」、「伊藤園グループサプライヤー基本方針」、「伊藤園グループ調達方針」、

「伊藤園グループ品質方針」を策定し、これらの方針に基づき、製造委託先を含め関係者と協働で、環境・社会に配慮した供

給体制の確立に努めています。

　当社グループと直接取引を行うサプライヤーの皆様には方針の遵守に積極的にご協力いただき、業務を通じて密なコ

ミュニケーションを図るとともに、サプライチェーン全体でのサステナビリティ強化を目指しています。

削減と配送時のCO2排出量削減につながっています。

ドリンク製品とリーフ製品の混載配送による効率化

価値創造 ： マテリアリティ
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多様な人財と全員活躍の推進

　企業にとって最も大切な財産は「人」であるという考え方により、伊藤園グループで働く

すべての人材を「人財」として捉え、常に前向きで挑戦できる人材の育成を目指しています。

「伊藤園グループ人材方針」に基づき、多様な人材による全員活躍を推進する人的資本

経営を行い、全社員の働きがい（ワークエンゲージメント）向上と持続的な企業価値向上を

目指します。

考え方
　伊藤園グループは、経営理念「お客様第一主義」のもと「健康

創造企業」として事業活動を行い、「世界のティーカンパニー」

を目指しています。

　その実現には、「社員」と「職場」の2つの視点からエンゲージ

メントの高い社員による価値創造、多様な経験による成長

機会の提供など、「社員」と「職場」が両輪となって相互に効果

的に作用することが重要です。働きやすい職場環境において、

社員がCDP※の実現に向け努力し、成長することが会社の成

取締役 専務執行役員 管理本部長 内部統制、コンプライアンス担当 平田  篤

長につながると考えています。

　また、新たに策定した中長期経営計画の5つの重点戦略を

実現させるため、「地域コミュニケーション」「グローバル」

「次世代リーダー」「DX推進」「多様性受容」をテーマとした、

求める人材の具体像を掲げました。これまで実施してきた

人材マネジメントの取組みを継続・発展させ、お客様価値を

創造することで、中長期経営計画の実現と企業価値向上に

貢献していきます。

組織・配置の適正化
　社員一人ひとりの個性や適性を考慮し、各職場に適所に

配置することで、社員の良いところをさらに伸ばし、多様な

人材が活躍できる仕組みを継続的に構築していきます。こう

した仕組みの構築により、地域の拠点においては、お客様との

接点強化、また「チーム伊藤園」によるグループシナジー強化

にもつながります。

多様な人材の確保・育成
　伊藤園グループでは、性別、国籍、年齢、中途採用者、障

がいの有無にとらわれない多様な価値観を互いに認め、受け

入れることにより、一人ひとりの能力や適性に応じて多様な

人材が活躍できる職場づくりを推進しています。多様性（ダイ

バーシティー）の推進により、自ら考え、自ら学び、積極的に

挑戦する企業風土を醸成し、社会全体の活性化や新たなイノ

ベーション創出に寄与しています。

　2022年5月から65歳に定年延長し、シニア社員がこれまで

培った経験や知識、ノウハウを様々な職場で発揮できる環境

を整え、70歳まで健康でいきいきと働ける仕組みづくりを

推進していきます。

　また、社員の自己実現が企業の持続的な成長と発展を支

える力と考え、自己啓発を推進する「伊藤園大学」「伊藤園大

学院」「伊藤園ティーテイスター社内検定制度」といった当社

独自の仕組みも構築しています。

　今後、中長期においては、求める人材の5つの具体像（左記

P43参照）に対して、各地域やグローバルに活躍できる人材

や次世代リーダーの育成・確保、ITスキルに優れたDX推進

人材や多様な価値観を受容できる人材の育成・確保に力を

いれていきます。

● 女性の活躍推進

　女性活躍推進法に基づく第3期行動計画（2021年5月～

2023年4月）を策定し、女性の活躍推進に向けた取組みを

進めています。女性社員が自己の能力を充分に発揮し、さら

なる活躍ができるようキャリア・ライフプランを再考・形成

できる場を設けています。また、階層別の女性社員教育を

実施することで女性社員のモチベーションや定着率向上、

家庭と仕事の両立支援、女性管理職の育成などの強化につ

なげています。

人材マネジメント　～主な取組みと成果～

人材戦略について

全体像

中長期経営計画との連動

主な取組み アウトカム

全
社
員
の
働
き
が
い

（
ワ
ー
ク
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
）の
向
上

持
続
的
な
企
業
価
値
向
上

拠点など組織・配置の適正化

多様な人材の確保

お客様との接点強化など、地域からの信頼の確保
グループシナジー強化、経営資源の有効活用

多様な価値観の受容、多様な価値創造

グローバル化への対応　次世代リーダーの育成

健康経営の実現（地域の健康・従業員の健康）

ジェンダー平等への対応、生産性の向上

茶文化の発展・継承への貢献
社員の自律的な成長　DX推進人材の育成

社員の自律的な成長

ワークライフバランスの実現、生産性の向上

多様な人材の育成

実力主義の徹底

働き方改革

健康・安全の推進

賃金・福利厚生の適正化

国内既存事業の盤石化 地域コミュニケーション

グローバル

次世代リーダー

DX推進

多様性受容

地域とのコミュニケーションを通して
社会課題を解決できる人材

グローバル成長を牽引できる人材

新たな価値提案で市場を創造し
次世代のリーダーとなる人材
ビジネスモデルの変化に対応した
DX推進人材

多様な価値観を認め受け入れる人材

「お～いお茶」のグローバル化

新たな事業の創出

経営基盤の強化

サステナビリティ経営の推進

経営戦略を実現するための人材戦略

お客様価値を創造するのは人材・組織

経営戦略
中長期経営計画
5つの重点戦略

求める人材
5つの具体像

人材戦略

伊藤園グループ人材方針　▶ https://www.itoen.co.jp/company/policy/human_resources/

※ CDP（キャリアデベロップメントプログラム）：社員のキャリアや能力開発のための中長期的な計画のこと

健康創造企業
世界のティーカンパニー

新能力開発システム バリューチェーン

お客様第一主義
社員の成長が会社の成長を実現する

CDPを原動力にした社員の夢の実現 バリューチェーン全体での人材活用
働きやすい職場環境の整備エンゲージメントの高い社員による

新たな価値創造

多様な経験による
成長機会の提供 チーム伊藤園

職場

調達

原料加工製造・物流

営業・販売

研究・企画・開発

社員

評価

賃金教育
CDP

● 従業員エンゲージメントスコア　3.5以上
●女性管理職比率　10％（※2.8％）
●男性育児休業取得率　50％（※29.7％）
●男女間賃金格差　80％（※74.3％）
　（正規雇用労働者を対象、男性を100とした場合）
　上記のうち、
　勤続10年未満　100％（※94.3％）

指標（KPI）
2026年度

※は2021年度
実績

価値創造 ： マテリアリティ
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● 伊藤園ティーテイスター社内検定制度

　社員がお茶に関する高い知識を持ち、社内外にお茶の啓発

活動が行えるよう1994年より運営している社内資格制度

です。年に1回、希望者が受検し、厳正な審査によって合格者

が決定されます。試験では、学科、検茶、口述が行われ、お茶

についての幅広い知識と技術が求められます。2017年、厚生

労働省より「伊藤園ティーテイスター社内検定」として社内

検定認定制度改正後の第一号となる社内検定の認定を受け

ました。

　“茶スペシャリストとして世界の茶文化とつながり、おいし

さと価値を広く伝える”「世界のティーカンパニー」の実現

に貢献できる人材を育成する制度として、国内外のグループ

会社で取組んでいます。

働き方改革
　各職場から選出される職場環境改善推進委員会等の組織

を活用し、労働時間の削減や労働環境の改善、業務の効率化

などを実現し、働きやすい職場づくりを進めています。働き方

改革を推進し、社員が働きやすい環境を整備することで、

ワークライフバランスと生産性の向上につなげています。

実力主義の徹底
　伊藤園グループは人事制度の考え方に「実力主義」を掲げ

ています。学歴や性別・国籍・年齢などが、業務や教育を受け

る機会、業績などの評価に関係することは一切ありません。

チャンスは社員一人ひとりに平等であり、評価は公正に行う

ことを基本として人材育成に力を入れています。社員の自律

的な成長を実現するため、職位別、年次別、資格別など個人の

キャリアパスに応じた教育や研修制度を体系的に実施して

います。

● 「伊藤園大学」「伊藤園大学院」

　「伊藤園大学」（1989年開校）は、営業、グローバル、財務、

組織、IT・データ分析、プレゼンテーションといったコース

から、社員が学びたい内容を選び、1年間、知識の習得を目指

して課題やスクーリングに取組みます。管理職以上を対象と

した「伊藤園大学院」（2009年開校）では、経営環境を的確に

捉え、分析する知識を習得し、戦略を構築できる経営幹部と

なり得る人材を育成します。

● 「社内ベンチャー制度」

　2022年度より、中長期経営計画の重点戦略の一つでも

ある「新たな事業の創出」の実現に向け、全社員が新規事業

に挑戦できる機会を設け、次世代を担う人材を発掘・育成す

るとともに、公募・選抜体制をとることで、意欲ある人材が事

業化に向けて専念できる「社内ベンチャー制度」を新設しま

した。これにより、お客様に新たな価値を提供するとともに、

事業領域を拡大し、持続的な成長を目指します。

健康経営の推進と労働安全衛生
　社員の健康管理を経営的な視点で捉え、戦略的に実践

する「健康経営」の観点から、2021年5月に「伊藤園グループ

いきいき健康宣言」を策定しています。同宣言をもとに、社員

の健康保持・増進の支援体制を強化し、社員自身の健康に

関する意識向上を図る取組みを行っています。2022年3月

には、「健康経営優良法人（大規模法人部門）2022 ～ホワイト

500～」の認定を受けました。また、社員の継続的な労働安

全衛生の維持と管理体制の整備を目的として、全社安全衛

生委員会を設置しています。全社安全衛生委員会・職場環

境改善推進委員会、産業医などが連携して、社員の心と身体

の健康や労働安全衛生に関する課題対応や改善を図る仕組

みを整えています。　

　今後も、「健康創造企業」として持続的な成長を図るため

に、社員一人ひとりが健康でかつ安全に、いきいきと働ける

職場環境を創出していき

ます。
厚生労働省認定 資格保有者（2022年5月時点）

賃金・福利厚生の適正化
　社員およびその家族のライフステージ（出産・育児・介護

など）を福利厚生、勤務・賃金体制の面から総合的に支援して

います。男性社員の育児休業取得推進を目的とした「育児

休業制度」拡充や、病気・育児・介護との両立を目的とした

「短時間勤務、繰上げ繰下げ勤務」の適用拡大、「帯同休職

制度」の拡充、不妊治療サポートの充実などを進めています。

次世代育成支援対策推進法に基づく「子育てサポート企業」

として「くるみん」の認定も受けています。

　また今後も、ジェンダー平等の観点から、

男女間賃金格差の是正、女性管理職比率

の向上、男性の育児休業取得率の向上等

を推進していきます。

人権尊重への取組み
　人権の尊重は、伊藤園グループ経営理念「お客様第一主義」

の根幹をなすものであり、全ての事業活動の基盤です。伊藤園

グループでは、事業活動を行う国・地域で適用される法令を

遵守するとともに、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」

に則り、「伊藤園グループ人権方針」、「伊藤園グループサプ

ライヤー基本方針」等を策定しています。これらの方針の社

内浸透や全社員を対象にe-learningを活用したコンプライ

アンス、ハラスメント防止教育など人権に関する教育に取

組んでいます。人権推進体制の構築とともに、人権リスクの

評価およびリスク軽減策など人権デューデリジェンスを進め

ていきます。

検茶の実技試験「社内検定認定制度」の
ロゴマーク

ステークホルダーからのご意見

　企業を動かすのは、社員の皆さんです。社員一人ひとりの強みを引き出し、「働きやすさ」

「働き方」「働きがい」の3つを同時に実現して、社員をどのような形で育て、守り、企業の力に

つなげていくことは、未来への成長のカギになろうかと思います。また、投資家をはじめ、人的

資本への関心が高まっている昨今、人材が企業にとって価値そのものであることを可視化して、

資本市場へ伝えていくことも重要だと考えます。
りそなアセットマネジメント株式会社　執行役員 責任投資部担当 松原  稔 様

級

1級

2級

3級

合計

有資格者数

17名

390名

1,914名

2,321名

知識・技術（検茶）

緑茶 中国茶 紅茶 茶道

●

●

●

●

● ●

●

● ─ ─ ─

─

TOPICS

　職種にかかわらず全社員が新製品や改善提案、販売促進等の提案ができる、独自の「Voice制度」を設けています。

この制度を通じて、全社員が、STILL NOWの精神＝「今でもなお、お客様は何を不満に思っているか」を常に意識する

とともに、優れた提案は製品化の実現や社内表彰もあり、働きがい（ワークエンゲージメント）向上に寄与しています。

Voice制度

代表取締役社長

職場環境改善推進委員会

全国28エリア

衛生委員会

50人以上の
事業場

● 拠点長
● 衛生推進者
● 産業医
● 衛生管理者

拠点単独の
管理体制
50人未満の
事業場

● 拠点長
● 衛生推進者

安全衛生
委員会

製造業300名以上
（生産本部）

● 統括衛生管理者
● 委員
● 産業医
● 安全管理者

支
店

支
店

支
店

部
署

全社安全衛生委員会

職場環境
協議会

※ 全国186拠点（2022年4月期）に在
籍している職場環境改善推進委員
が「健康経営推進担当者」を兼務

※ 安全管理体制における衛生管理者・衛生推進者が「健康経営推進
担当者」を兼務

連携

担当役員

【事務局】
人事部

産業医・保健師
健康保険組合

健康経営の推進　▶ https://www.itoen.co.jp/sustainability/
human_resources/well-being/

伊藤園グループ人権方針　▶ https://www.itoen.co.jp/company/
policy/human_rights/

健康経営の推進体制

価値創造 ： マテリアリティ
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コーポレート・ガバナンス

体制の概要（2022年7月28日以降）

　持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を支える基盤として、実効性と透明性のあるコーポレート・ガバナンス体制の継続的

な強化を図っています。

　適切なコーポレート・ガバナンスを実現するために、監査

役会設置会社の形態を採用し、監査役が、グループ会社の

代表取締役もしくは担当取締役または従業員に対し、営業の

状況、意思決定のプロセスなどを確認し、監査しています。

監査役は、取締役会に毎回出席し、監査の状況につき会社

全般または個別案件ごとに客観的かつ公平に意見を述べる

とともに、監査役会での監査方針に従い取締役の業務執行

を監査しています。

取締役会
　取締役会は、原則月に1回開催され、経営の基本方針・経営

戦略等の重要事項を協議決定するほか、取締役の業務執行

の監督を行っています。また、取締役13名中5名は社外取締

役であり、独立的立場から職務執行を監督・牽制する機能を

担っています。

執行役員会
　執行役員会は、取締役会付議事項の立案及び取締役会で

決議した経営の基本方針に基づき、経営に関する重要事項を

協議、決定し、取締役会及び社長の行う重要な業務事項の

補佐を行うことを目的としています。23名の執行役員で構成

され、原則月に1回開催されています。

監査役会
　監査役会は、原則月に1回開催され、監査に関する重要事項

を協議決定するほか、監査実施状況、課題認識等の情報共有

及び意見交換等をしています。監査役会は常勤監査役1名、

非常勤監査役3名（いずれも社外監査役）で構成され、取締役

会等の重要会議への出席、重要書類の閲覧、業務執行部署

への往査等を通じて、取締役の職務執行の適法性を中心に

監査し、必要に応じて意見表明をしています。

サステナビリティ推進委員会
　執行役員会の諮問機関としてサステナビリティ推進委員

会（委員長：代表取締役社長 本庄大介）を設置し、年に４回

開催しています。サステナビリティ経営などの強化を目的と

して、サステナビリティ推進体制の確立、行動計画の策定、

サステナビリティ重要課題について対策と方針を審議し、取締

役会および執行役員会で報告しています。なお、サステナビ

リティ情報は、統合レポート（本紙）、コーポレート・ガバナンス

に関する報告書、コーポレートサイト、CDPへの回答などを

通して開示しています。

● 中長期経営計画（2023年4月期～2027年4月期）の策定
● 中長期経営計画に連動したサステナビリティ重要課題（マテ
リアリティ）の見直し

● CO2排出量削減の新たな目標設定およびTCFD提言への
賛同表明　など

2021年度の取締役会での主な審議事項の一例

組織形態

取締役の人数

監査役の人数

独立役員の人数

任意の委員会の設置状況

会計監査人

監査役会設置会社

13名（うち、社外取締役5名）

4名（うち、社外監査役3名）

7名

指名・報酬委員会

有限責任 あずさ監査法人

株主総会

選任・解任 選任・解任 選任・解任

選任・解任 監査

取締役会
【経営・監督】

経営執行 内部統制

代表取締役

執行役員会

コンプライアンス室

監査役会
【経営監視】

監査

監査

助言・指導

諮問委員会
● 指名・報酬委員会
● リスクマネジメント委員会
● コンプライアンス委員会　

各種専門委員会
● 内部統制推進委員会
● 災害対策委員会

内部監査部

社外弁護士

会計監査人

● コーポレートガバナンス・
ガイドライン改定

● 指名・報酬委員会設置
● 執行役員の契約形態変更
（雇用型→委任型）

2018年
● 東京証券取引所「プライム市場」移行
● 取締役の任期短縮（2年→1年）
取締役の員数変更（35名以内→20名以内）

● 女性取締役 選任
●  独立社外取締役3分の1以上 選任
●  執行役員の任期短縮（2年→1年）

2022年
● コーポレートガバナンス・
ガイドライン制定

2015年

● コーポレートガバナンス・ガイドライン改定
● 取締役会スキル・マトリックス開示
● 指名・報酬委員会委員長及び委員の過半数を
独立社外取締役へ変更

2021年
● 独立社外取締役選任
2013年

● 取締役会実効性評価の実施
2016年

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 コーポレート・ガバナンス体制図（2022年7月28日以降）

コーポレート・ガバナンス体制の概要

コーポレート・ガバナンス体制強化の変遷

　伊藤園グループでは、経営理念「お客様第一主義」に基づ

き、世界中のお客様の健康に貢献する「健康創造企業」として、

長期ビジョン「世界のティーカンパニー」を目指しています。

その実現のために、コーポレート・ガバナンスを経営で優先

すべき重要課題（マテリアリティ）として位置づけ、サステナ

ビリティ経営の推進、経営基盤の強化、グループリスク管理の

強化などに取組むことが、持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上につながると認識しています。

　伊藤園グループ基本綱領の中で、「伊藤園グループは企業

の永続的な成長・発展と企業価値を高めるため、国・地域社会・

消費者・株主・販売先・仕入先・金融機関などのステークホ

ルダーと協調し、企業の社会的責任を果たすこと」を経営の

根幹としています。

　この経営理念が、当社グループの企業倫理の基本的な考

え方であり、コーポレート・ガバナンスを支える不変の真理

です。この理念に基づき、すべてのステークホルダーの利益

に沿い信頼に応え、持続可能な社会の実現に向けた経営を

全役員および全従業員一丸となって積極的に推進します。

　当社はコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えと

方針を示すものとして、コーポレートガバナンス・ガイドラ

インを定め、開示しています。

　主な事項は以下の通りです。
● コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
● コーポレート・ガバナンス体制
● ステークホルダーとの関係

サステナビリティ
推進委員会

ESG推進部

● 長期経営計画委員会
● 人事制度改善委員会　ほか

コーポレートガバナンス・ガイドライン
▶ https://www.itoen.co.jp/company/governance/

価値創造 ： マテリアリティ
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取締役・監査役のスキル・マトリックス

社外役員の取締役会・監査役会への貢献

社外役員（2022年7月28日以降）

社外取締役

社外監査役

2022年の実効性評価で
挙げられた課題への対応

大学教授として長年、法務の研究を行ってきた専門的な知見に基づき、社外取締役として客観的かつ専門的な観点
から発言しています。

警察官と経営者という多様な経験と幅広い見識に基づき、社外取締役という実践的な観点から発言しています。

税理士としての経験を通して培われた税務に関する高い見識に基づき、社外取締役として中立的かつ客観的な観点
から発言しています。

長年にわたり東京商工会議所において様々な企業の経営支援に深く参画してきた経験と幅広い見識を活かし、社外
取締役として客観的に経営の監督をしています。

東京大学大学院農学生命科学研究科の教授として豊富な経験と専門的な知見を有し、長年にわたり食品の機能性
研究の分野において活躍しています。今後の中長期経営にかかわる研究開発分野において豊富な経験と知見から
発言しています。

弁護士としての経験を通して培われた企業法務に関する高い見識に基づき、社外監査役として中立的かつ客観的
な観点から発言しています。

金融、財務に関する幅広い知識と見識を有しており、これまでの豊富な経験を踏まえ、社外監査役として経営監視を
行っています。

公認会計士及び弁護士としての経験から、会計・法務に関する高い見識に基づき、社外監査役として経営監視を
行っています。

● 女性活躍の推進（女性役員の登用、女性管理職比率の向上）

● 中長期経営計画の重点戦略に基づく取組み状況や課題の共有

● マテリアリティごとの取組みと指標（KPI）に対する進捗の管理

● 新たなESG課題やリスクに対する指標の見直しと対応に関する議論の充実

氏名 役職 企業経営
法務

コンプライアンス
リスク管理

ESG人事・労務
人材開発財務・会計海外戦略R&D・農業

調達・製造
ブランド戦略
マーケティング

営業

取
締
役

監
査
役

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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●

●
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●
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本庄 八郎 代表取締役会長1

本庄 大介 代表取締役社長
執行役員2

本庄 周介 代表取締役副社長
執行役員3

渡辺 實 取締役副会長
執行役員4

中野 悦久 取締役
専務執行役員5

神谷 茂 取締役
専務執行役員6

Yosuke Jay
Oceanbright Honjo 取締役7

平田 篤 取締役
専務執行役員8

田口 守一 社外取締役9

臼井 祐一 社外取締役10

田中 豊 社外取締役11

髙野 秀夫 社外取締役12

阿部 啓子 社外取締役13

中込 修二 常勤監査役1

高澤 嘉昭 社外監査役2

宮嶋 孝 社外監査役3

横倉 仁 社外監査役4

田口 守一

臼井 祐一

田中 豊

高澤 嘉昭

宮嶋 孝

横倉 仁

髙野 秀夫

阿部 啓子
（新任）

　当社は、経営の監督機能の強化を図るため、社外役員の

拡充に取組んできました。社外取締役および社外監査役は

経営から独立した立場で取締役会へ出席し、取締役の職務

執行状況について、明確な説明を求めること等により経営

監視の実効性を高めています。

取締役会の実効性評価

社外役員の取締役会・監査役会への出席状況（2022年4月期）

取締役

取締役

取締役

取締役

監査役

監査役

監査役

田口 守一

臼井 祐一

田中 豊

髙野 秀夫

高澤 嘉昭

宮嶋 孝

横倉 仁

12回／ 12回

12回／ 12回

12回／ 12回

12回／ 12回

12回／ 12回

12回／ 12回

10回／ 10回

─

─

─

─

13回／ 13回

12回／ 13回

10回／ 10回

※ 2021年7月27日より就任した横倉仁氏につきましては、就任以降に開催した取締役会及び監査役会を対象とした出席回数を記載しています。
※ 阿部啓子氏は、2022年7月28日に社外取締役に就任したため、2022年4月期は出席していません。

※ 上記一覧表は、各人の有するすべてのスキルを表すものではありません。各人の有する、特に専門性の高いスキル最大4つに○を付けています。

　取締役会の機能向上を目的に、アンケートおよびインタビューを実施し、取締役会で議論しました。

区分 氏名 取締役会 監査役会

実施内容
（1）実施期間： 2022年3月から4月まで

（2）対象者： 全取締役および監査役

（3）実施要領：

① アンケートによる自己評価を実施

② アンケートの結果を踏まえた個別インタビューを実施

③ アンケートおよびインタビューの結果を集計・分析

評価項目
（1）取締役会の規模・構成

（2）取締役会の議論

（3）取締役会の運営状況

（4）株主との関係　

（5）指名・報酬委員会の構成・審議等

（6）自己評価

評価結果
● 取締役会の規模、運営方法に関しては、経営判断および監督

を果たす上で十分に機能していることが確認されました。

一方で、構成に関しては、多様性の面から女性取締役の登用

が今後の課題として挙げられました。
● ESGなどサステナビリティの視点に立った中長期的な経営

戦略に関する議論や、「世界のティーカンパニー」に向けた

国内外グループ会社に関する執行状況等の共有化と議論

の一層の充実が課題として挙げられました。

あわせて、議論の更なる充実に向けて、社外取締役・監査

役への情報の提供・共有の機会の一層の充実も認識されま

した。

今後の取組み
継続的に課題の解決を図ることで、取締役会の実効性の更

なる向上に努めていきます。

スキル項目の選定理由
　長期ビジョン「世界のティーカンパニー」の実現に向け、企業価値向上および中長期的な経営戦略に必要とされる能力を、スキ

ル項目として設定しております。
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役員報酬額等

役員報酬等の決定方針
　当社の取締役の報酬等は、コーポレート・ガバナンスに

関する基本的な考え方や報酬の基本方針に沿って、客観性

及び透明性を確保するため、独立社外取締役が過半数を占

める指名・報酬委員会において審議します。取締役会は、指名・

報酬委員会からの答申を尊重して決定します。また、取締役

の個別報酬等は、指名・報酬委員会において、その内容が決定

方針と整合していることや、報酬基準に基づいて評価されて

いることなどを審議し、取締役会は、指名・報酬委員会からの

答申を尊重して決定します。

基本方針

① 伊藤園グループ経営理念「お客様第一主義」に沿って、企業

の持続的発展と企業価値を高める報酬であること

② 取締役の役割・責任の大きさと業績貢献に応じた報酬で

あること

③ 株価との連動性を高めることで、株主の皆様との共有を

図り、経営への動機付けとなる報酬であること

④ 客観的かつ公平な審議に基づき、外部データを参考に決定

された報酬であること

役員の報酬額
　社内取締役の報酬等は、固定報酬と業績連動報酬で構成

し、報酬等の構成比率は、固定報酬約70％、業績連動報酬

約30％とします。なお、社外取締役及び監査役の報酬等は、

固定報酬のみとします。

固定報酬

　固定報酬は、株主総会にて決議された報酬限度枠（取締役

月額100百万円、監査役月額6百万円）の範囲内における金銭

報酬とし、原則、月次払いとします。社内取締役の報酬額は、

業績及び計画の達成状況を勘案の上、決定します。

業績連動報酬

(1) 業績連動報酬を採用する理由

　業績連動報酬は、当社の株価との連動性を高め、株価変動

による影響を株主の皆様と共有する立場に置くことによって、

株価や業績への関心度を高め、株価上昇及び業績向上への

意欲や士気を一層高めることを目的とし、業績報酬と株式

報酬で構成します。業績報酬は、業績に基づく金銭報酬とし、

原則、月次払いとします。株式報酬は、業績連動株式報酬型

ストックオプションとしての新株予約権を報酬とし、付与され

る新株予約権は、業績を厳密に評価して年1回決定します。

(2) 業績連動報酬の評価について

　評価は、業績と報酬を連動させるため、経営指標を業績

項目として設定し、役位別に連結･個別の割合基準を定めると

共に各担当内容を勘案した上、それぞれの経営指標にポイント

を付与することで総合評価をしています。

(3) 業績項目となる経営指標について

　業績項目となる経営指標は、主に「売上高（成長性）」、「営業

利益（収益性）」、「営業キャッシュ・フロー（安定性）」、「1株

当たり当期純利益（収益性）」、「自己資本利益率（効率性）」、

「株主資本配当率（株主還元）」等の指標とします。

指名・報酬委員会
　当社は、取締役等の指名・報酬などの特に重要な事項につ

いて、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ることにより、

取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、

指名・報酬委員会を設置しています。指名・報酬委員会は、

その独立性を確保するため、社外取締役を含む取締役の委

員３名以上で構成し、その過半数を独立社外取締役としま

す。委員は、取締役会の決議によって選定し、委員長は、独

立社外取締役である委員の中から、指名・報酬委員会の決議

によって選定します。

　経営トップ層の育成に関しては、経営幹部の中から選抜

し、早期の段階からグループ会社等の経営層を経験させる

など、多角的な経営感覚を磨くための育成を図っています。

　また、新規事業推進部の設置や、社内ベンチャー制度の

実施など、当社グループの将来を担う人材の発掘・育成、新

規事業の創出を行います。

経営トップ層と次世代リーダーの育成

　当社は、原則として株式を保有しない方針です。ただし、

株式を保有することにより、円滑な取引、仕入、または資金

調達ができると判断できる場合に政策保有を行っています。

また、当社グループの中長期的な企業価値向上に資すると

認められない場合には、段階的に縮減する方針としています。

政策保有株式については、毎年の取締役会で、個別銘柄毎

に投下資本に対するリターンが資本コストを上回っているか

を検証しています。また、中長期的な取引先との関係維持・

強化の観点から、保有意義の確認を行い、経済合理性と保有

意義が希薄化してきた銘柄については相手先企業と対話の

上、売却及び縮減を進めることを取締役会において確認して

います。また、政策保有株式にかかる議決権の行使について

は、各議案の内容を精査し、当社及び保有先の企業価値の

向上に資するものか否かを総合的に判断した上で適切に行い

ます。

政策保有株式

知財体制
　「知的財産方針」に基づき、中長期経営計画の重要戦略を

踏まえて、社会課題解決と企業価値向上に資する知財経営を

推進します。専門部署として知的財産部を有し、社内の弁理

士、弁護士、外部の専門家のほか、各部門と連携して、研究

開発部門の支援を積極的に行う体制を整えています。2021

年度からは、IPランドスケープの活動を開始し、知財情報を

もとに研究開発や事業戦略に対する提言を行い、取締役会

にも報告することにより、知財戦略を経営戦略に組み込み始

めています。

経営戦略への支援
　お客様の健康な生活に貢献する「健康創造企業」として、

長期ビジョン「世界のティーカンパニー」の実現に向けて、

当社のコア事業である茶を中心に、機能性に関する研究開

発を知財活動により支援し、独自の健康価値の高い製品を

提供しています。

　また、茶畑から茶製品、茶殻までの知的財産権を確保し、

事業を通じて環境・社会課題に貢献しています。海外事業強

化の支援としては、各国における効果的な知的財産権の取得

およびリスク回避を図っており、2022年度からは海外人材

育成のための知財教育をスタートさせています。

人材の育成及びイノベーション促進への投資
　研究開発部門など知財創出に携わる部門に対して、知財

創出のための人材育成を進めています。また、「発明補償金

制度」により、従業員の知財創出を奨励し、事業発展に寄与

するよう取組んでいます。補償金の支払い対象となった発明

は2022年4月期で年間124件となり、研究開発費の売上高に

対する比率は0.47%です。なお、2022年度からは事業に対

して顕著な貢献をした発明を対象とした「特別実施補償金」を

新たに導入しました。

知的財産戦略

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数（2022年4月期）

役員区分

取締役
（社外取締役を除く）

社外取締役

監査役
（社外監査役を除く）

社外監査役

報酬額の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 業績連動報酬
（金銭報酬）

業績連動報酬
（株式報酬）

対象となる役員の
員数（名）

基本報酬 業績
報酬

株式
報酬

固定報酬
約70％

月次払い 年次払い

業績連動報酬
約30％

585

42

13

31

─

─

─

─

─

─

─

─

10

4

1

4

585

42

13

31
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社外取締役からのご意見

　今後、コロナ以前のような生活が戻らない覚悟も必要ですが、マイナス面だけでなく、健康志向の

高まりなどプラス面の影響も起こりうる時代になると考えます。そのような中で、「健康創造企業」

というミッションのもと、「世界のティーカンパニー」という長期ビジョン実現のために、①いかにして

世界の進出対象国の食文化、食習慣、トレンドを把握し伊藤園ブランドを浸透させ、グローバル化

させるか、②2022年8月に公表された「抹茶の継続摂取による睡眠の質向上」など、お茶について

培ってきた科学的知見や研究結果をどう社会に発信するか、③より進展した伝統と先端技術を

融合させた唯一無二の企業になれるか、を役員、社員が日ごろの業務の中で探求しなければなり

ません。

　「お客様第一主義」のもと、伊藤園の競争優位を築くバリューチェーン、社是で「誠実を売り」と

徹底されているルートセールスの強みを一層発揮して最大限に生かせば、「世界のティーカンパニー」

は、必ずや実現できると確信しています。

　社外取締役として、経営陣から独立した立場で提言を行う役割から、日頃から時代の流れを新鮮

にかつ敏感に感じ取る努力をし、経営や社員の能力発揮に好影響を与えられる発言や行動を心がけ

たいと思います。

社外取締役

髙野  秀夫

　大学教員として食品科学領域の教育、研究を行う一方、日本における「食と健康」の産・官・学

共同プロジェクトの推進に寄与してきました。具体的には、生活習慣病を予防する機能性食品科学

の世界への発信や、食品のおいしさを解明する味覚科学の分子論の研究などです。最近ではSDGs

のターゲットである持続可能な農業・食糧生産としてフード・テック産業を通して、バイオエコノミー

社会の実現を目指す取組みも実施しています。

　伊藤園は、「世界のティーカンパニー戦略」を新しい中長期経営計画に組み入れており、「５つの

重点戦略」の内容ならびに目指す数値目標を示しています。さらに「7つのマテリアリティ」の具体的

数値目標（KPI）の設定が明確であることは素晴らしいと思います。

　人生100年時代を迎え、「食による健康寿命延伸」が大きな課題だと思います。そのため、栄養性・

嗜好性・機能性を備え、心身の満足感が得られる「食」についての研究と実践（製品開発）に貢献

する食システムの構築が求められています。伊藤園でもマテリアリティの1つに「食生活と健康への

貢献」をあげています。社外取締役として、これまでの経験を活かし、Z世代を対象とする「茶製品」

の開発や米国・アジア等への海外事業展開時の、製品差別化に向けた学術的情報のさらなる発信

といったアドバイスをさせていただきたいと考えています。

社外取締役

阿部  啓子

　「世界のティーカンパニー」という長期ビジョンは壮大ですが現実味があります。お茶は嗜好品の

一つですが、伊藤園はお茶と「健康」との関係に光を当てました。健康は世界の人々の共通の願い

なので、伊藤園のお茶が世界の扉を開く可能性は十分にあると思います。しかし、ビジョンが壮大で

あればそのためのハードルも高くなり、課題もあります。第1に、飲食はその国の生活習慣や文化と

深く関係しているため、世界の人々に日本のお茶を広めるには、その国の食文化に対する深い洞察

を示しながら日本茶の良さを訴えていかなければなりません。容易な課題ではありませんが、「健康」

は切り口となるでしょう。とりわけ世界で日本のお茶を常飲してもらうための広報活動について、

欧米や中国などでの滞在経験も踏まえ、助言していきたいと思います。第2は、海外市場を開拓

していく人材の育成です。その任にふさわしい志のある人材が育ってくれることを期待しています。

海外市場となると、グローバルな企業経営に耐えうる強固なコーポレート・ガバナンスの構築が

必要となりますので、この点でも必要な助言をしていきたいと思います。

社外取締役

田口  守一

　お茶には抗インフルエンザウイルス作用や試験管内で新型コロナウイルスを不活化させると

いったことが証明されています。そうした健康面での特色などを活かしてお茶を諸外国へ普及

させていくことが重要ですが、諸外国ごとの実情を踏まえることは課題です。実情を踏まえた販売

戦略や、ある程度販売が広まった時点で、現地生産を行い、現地の雇用創出に貢献していくことも

期待しています。

　また、日本の学校給食では牛乳が広く飲用されていますが、子どもの幼・少・青年期からお茶の

健康性を発信し、認知の向上を図り、我が国はもとより世界中への普及を目指していくという視点

もあると考えます。お茶は健康に資することはもちろん、お茶に含まれるテアニンにはリラックス

作用があります。日本の伝統文化である茶の湯のように、精神的安らぎを醸成する飲み物であると

同時にアピールをして諸外国への普及を目指していくことも期待します。

　なお、その他の事業展開に関して私が最も貢献できることは、警視庁で30数年間、その後、物流

会社で数年間過ごしてきた経験から人事管理、労務管理の分野だと思います。社外取締役としての

立場で、改善に貢献できる発言をしていきたいと思います。

社外取締役

臼井  祐一

　国内においては、中長期的には人口減少は避けられず、市場が小さくなることからすると海外展開

は不可欠です。その意味においても、「世界のティーカンパニー」を目指して、お茶の健康性を世界

に広めつつ、健康志向の国にお茶を普及させ、健康価値を提供していくことは極めて重要です。

　海外展開に当たっては、国際関係機関との連携を図り、その国・地域に適合したお茶の販売戦略

及び広告宣伝を実施すると同時に、製品の生産拠点・供給網を確立することが重要であると考え

ます。

　地球温暖化によって、茶葉の栽培地域に影響があることは避けられません。このため、茶葉の安定

供給のために気候変動の影響を踏まえた産地の開発や栽培方法等の研究・検討をしっかり行って

いく必要があります。

　企業価値は日々の事業活動によって創られていきます。もとより業務執行を担う役員のリーダー

シップが必要ですが、何よりも、社員の皆様が一体となって、日頃の業務を通じて、問題意識と経

営参画意識を高めていくことが大切です。社外取締役として、ガバナンス面はもちろんのこと、業

務執行の観点からも問題意識を持って臨みたいと思います。

社外取締役

田中  豊

長期ビジョン「世界のティーカンパニー」を目指す上での期待と課題、果たしたい役割

新任社外取締役メッセージ
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項目 主なリスク 主な対応

リスクマネジメント

リスクマネジメントの基本的な考え方
　「伊藤園グループリスクマネジメント方針」に基づき、企業

経営の目的に影響を与え得る事象をリスクとして定義し、目的

達成を阻害するリスクを全体的視点で統合的かつ戦略的に

管理し適切に対応することにより、企業価値の維持・向上に

努めます。

　リスク管理の体制および基本的事項を明確にするため、

リスク担当部署を設け、リスクマネジメント規程やガイドラ

インを策定するとともに、横断的なリスクマネジメント体制を

構築しています。

〈業務執行に係る主なリスク〉
（1） コンプライアンス上のリスク

（2） 情報セキュリティー上のリスク

（3） 品質及び環境上のリスク

（4） 財産保全上のリスク

（5） 災害及び事故のリスク

　不測の事態発生時には、社長を本部長とする対策本部を

設置して、迅速な対応を行い被害の拡大を防止し、最小限に

とどめる体制を整えています。

リスクマネジメント体制（2022年5月以降）

　伊藤園グループでは、法令、基本綱領、社内規程、社会規

範、企業倫理などの遵守を徹底し、社会的要請に真摯に向き

合う公正・誠実な事業活動を推進しています。その実践に向

け、「お客様第一主義」「伊藤園グループ基本綱領」を具体化

した「伊藤園グループ行動規範」を事業活動、日常の業務運

営の指針とし、グループで浸透を図っています。また、取締

役会の諮問機関であるコンプライアンス委員会およびコンプ

ライアンス室を設置し、コンプライアンスに関する重大事案

が発生した場合には、迅速に対応策を検討し、実施する体制

を確立しています。2021年度は、コンプライアンス委員会を

6回、内部統制推進委員会を4回開催しました。

　また、内部通報等の受付窓口として、お客様を含めて誰も

が利用できる「企業倫理ホットライン」を設置しています。同

ホットラインでは、労働環境、人権侵害、贈収賄、資金洗浄、

横領、司法妨害等のあらゆる不正・腐敗防止を含めた諸事案

の早期発見に向けて社内外からの通報、相談、質問等を受け

付けています。また、職場におけるいじめ、ハラスメント（パ

ワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠／出産、

育児／介護休業等、あらゆるハラスメント）の相談も受け付

けています。

　当社グループの業績等に重要な影響を及ぼす可能性のある

リスクには、以下のようなものがあります。なお、将来に関する

事項や主な対応については、2022年4月末日現在において

当社グループが判断したものであり事業等のリスクは、以下

に限られるものではありません。

事業等のリスク

取締役会

リスク管理担当者 リスク管理担当者

各本部・各部署

指名・報酬委員会

内部監査部

リスクマネジメント委員会 コンプライアンス委員会

各グループ会社

執行側

監督側
各種委員会

● 長期経営計画委員会
● 賞罰委員会
● 人事制度改善委員会
● 製品リスク対策委員会

● 内部統制推進委員会
● サステナビリティ推進委員会
● 災害対策委員会　など

代表取締役社長

執行役員会 報告・連携

コンプライアンス

● 日本国内における景気や金融政策、自然災害や新型コロナウイルス
感染症拡大などによる経済動向の変動

● 飲料用茶葉需要拡大により、必要とする茶葉が安定確保できなくなる
こと

● ペットボトル容器の原材料である石油価格の高騰により原価高の
要因となること

● 集中豪雨などの異常気象による洪水・土砂災害、酷暑、水資源の変化
など様々な被害

● 主力製品の原材料である農産物の生産地での気候変動による不作、
原材料調達価格の上昇、必要量の不足等

● 上述に影響を受ける個人消費の変動

● 主要事業である飲料製品市場での競争激化

● 店頭での低価格化が続くことによる販売額の伸び悩み

● 就農人口の減少や茶園面積の減少による茶生産量の減少

● 輸入原料（穀物・野菜等）の高騰により調達コストの上昇、原価高

● プラスチック容器等の環境問題

● 生産設備の不具合、停止等

● 天災（風水害、震災等）による生産への影響

● 本社機能や生産・物流体制への支障

● 経済、社会環境、市場動向の予測

● CO2排出量削減、持続可能な水資源の利用

● BCPの見直しや適切な管理運用

● 「茶産地育成事業」の推進
● サプライチェーンマネジメントの徹底

● バリューチェーン全体で気候変動の影響について
シナリオ分析を実施し、農作物への影響を把握

● ペットボトルの軽量化
● 2030年度までにペットボトルに使用するリサイ
クル素材等の割合を100%にする目標を設定

● 生産設備点検等の実施
● 委託先工場は、不測の事態発生に備えて、全国
各地に複数の委託先工場を確保

● お客様のニーズに沿った、付加価値のある製品
の開発

● ルートセールスを中心としてお客様へのサービス
に努めること

● 当社飲料製品の売り上げに占める日本茶飲料の割合は63％と高い
比率を占めている

● 海外事業進出国や地域特有の政治的、経済的、法的要因による重要
な変化があった場合の業績への影響

● 業務遂行に当たって適用される様々な法的規制へ違反した場合や
その他社会的要請に反する行動をとった場合の影響

● 停電、災害、ウイルス感染、不正アクセス等による個人情報を含めた
重要な情報の紛失、外部漏洩等

● 原材料由来による禁止添加物の使用、残留農薬問題
（連鎖的風評被害を受ける場合を含む）

● 緑茶飲料市場の成長鈍化、市場環境変化時の影響

● 今後の新しい法規制への対応時のコスト増、業績への影響

● 食中毒等の衛生問題の発生

● 異物混入、アレルゲン表示が不適切な製品の流通

● 業界、社会全体に及ぶ品質問題発生

● 進出国特有の状況に留意した事業展開

● 野菜飲料の各ブランド、「タリーズ」ブランドなど
の強化、その他ブランドの育成

● 当社グループ全体でのコンプライアンスの徹底
など

● システムを含め情報管理に対して、適切なセキュ
リティー対策

● 「伊藤園グループ品質方針」の徹底
● 品質管理部が主管となり品質検査
● 食の安全性、衛生管理の徹底
● トレーサビリティシステムの維持管理
● 外部委託先工場への品質管理指導と監査等実施

● 世界情勢の混乱　
● 原材料、燃料、輸送等のコスト上昇

● 当社グループ全体での収益性改善、コスト削減
● 一部製品の価格改定

国内経済、消費動向

市場の競争

原材料調達

生産体制

気候変動・自然災害

日本茶飲料への依存

海外事業

法的規制等

情報管理

食品の安全性・衛生管理

ロシア・ウクライナ情勢
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役員一覧 (2022年11月1日現在）

常務執行役員

執行役員

吉田 秀樹
中四国・九州地域営業本部長

貴志 望
広域流通営業本部長兼
CVS営業二部長

石田 寿
管理本部副本部長

白井 実
生産本部副本部長

佐々木 貴浩
中部地域営業本部長

鈴木 仁
物流本部長

安藤 裕康
北海道・東北地域営業本部長

坂根 巌
中央研究所 上席研究員

唐沢 進治
特販営業本部長

川本 正人
内部監査部長

中西 直裕
広域法人営業本部長

国枝 保
関西地域営業本部長

山本 亨
南関東地域営業本部長

志田 光正
マーケティング本部長

中嶋 和彦
国際本部長兼国際事業推進部長

松永 聡
秘書部長兼車輌運行部長

岡野 敏之
生産本部管理部長

取締役

代表取締役会長

本庄 八郎

1964年 8月

1966年 8月

1978年 5月
1987年 4月
1988年 5月
2009年 5月

日本ファミリーサービス株式会社設立 
同社取締役
フロンティア製茶株式会社（1969年5
月に株式会社伊藤園に商号変更）設立
当社取締役
当社取締役副社長
当社代表取締役副社長
当社代表取締役社長
当社代表取締役会長（現任）

創業者として、強いリーダーシップを発揮し、長年経営
を担い、グループ経営における豊富な経験と実績を
有しています。

常勤監査役

中込 修二

1981年 3月
2012年 5月
2014年 7月
2017年 5月
2018年 5月
2019年 5月 
2019年 7月

当社入社
当社執行役員
当社取締役
当社物流本部長
当社常務執行役員
当社顧問
当社常勤監査役（現任）

長年にわたり当社の営業管理部門・物流部門を指揮し
たことにより、製品、営業、物流について熟知しています。

社外監査役

高澤 嘉昭

1959年 4月
1961年 4月
1964年 4月
1967年 4月
1971年 4月 

1991年 7月

最高裁判所司法研修所入所
金沢地方裁判所裁判官
神戸地方裁判所尼崎支部裁判官
大阪地方裁判所裁判官
裁判官を退官、弁護士登録 
高澤嘉昭法律事務所代表（現任）
当社監査役（現任）

弁護士としての専門的な知見ならびに幅広い知識
および経験を有しています。

社外監査役

宮嶋 孝

1984年 4月
2010年 6月
2015年 4月
2016年 4月
2017年 4月

2019年 7月
2020年 6月

2021年 6月

株式会社埼玉銀行入行
株式会社りそな銀行執行役員
株式会社埼玉りそな銀行執行役員
同社常務執行役員
りそなキャピタル株式会社代表取締
役社長
当社監査役（現任）
東京特殊電線株式会社社外取締役
（監査等委員）（現任）
株式会社モンテローザ 社外監査役
（現任）

金融機関において培った金融・財務に関する幅広い
知識および経験を有しています。

社外監査役

横倉 仁

1992年 4月

1995年 3月
2001年12月

2002年 1月
2007年12月

2014年 4月

2017年 7月
2020年 6月
2021年 7月

監査法人朝日新和会計社 
（現 有限責任あずさ監査法人）入所
公認会計士登録
監査法人朝日新和会計社 
（現 有限責任あずさ監査法人）退所
横倉会計事務所開設
弁護士（東京弁護士会）登録　
ビンガム・坂井・三村・相澤法律事務所 
（現 アンダーソン・毛利・友常法律事
務所）入所
早稲田リーガルコモンズ法律事務所
パートナー弁護士（現任）
みのり監査法人外部監事
株式会社クレディセゾン社外取締役（現任）
当社監査役（現任）

公認会計士および弁護士として専門的な知見ならびに
幅広い知識および経験を有しています。

代表取締役社長 執行役員

本庄 大介

社長就任以来、豊富な経験と知見を活かし経営の指揮
を執り続けています。

1987年 4月
1990年 7月
1997年 5月
2000年 5月
2002年 7月
2009年 5月
2019年 5月

当社入社
当社取締役
当社常務取締役
当社専務取締役
当社代表取締役副社長
当社代表取締役社長
当社代表取締役社長執行役員
（現任）

代表取締役副社長 執行役員

本庄 周介

長年にわたり営業部門を指揮し、豊富な経験と経営
全般に関する知見を有しています。

1994年 4月
2003年 7月
2005年 5月
2008年 5月
2010年 5月
2014年 8月
2019年 5月

2021年 5月

当社入社
当社取締役
当社常務取締役
当社専務取締役
当社取締役副社長
当社代表取締役副社長
当社代表取締役副社長 
執行役員（現任）
CDO（チーフ・デジタル・オフィサー）
（現任）

社外取締役

阿部 啓子

長年にわたり食品の機能性研究の分野において活躍
し豊富な経験と知見を有しています。

1994年 6月
1996年 4月

2008年 4月

2010年 4月

2010年 6月
2019年 6月
2022年 7月

東京大学 農学部助教授
東京大学大学院 農学生命科学研究科 
教授
公益財団法人神奈川科学技術アカデミー
（現 地方独立行政法人神奈川県立産
業技術総合研究所）研究顧問（現任）
東京大学大学院 農学生命科学研究科 
特任教授（現任）
東京大学 名誉教授（現任）
太陽化学株式会社 社外取締役（現任）
当社取締役（現任）

取締役副会長 執行役員

渡辺 實

1976年 7月
1996年 7月 
2001年 5月
2003年 5月
2008年 5月
2019年 5月
2022年 5月

当社入社
当社取締役
当社常務取締役
当社専務取締役
当社取締役副社長
当社取締役副社長 執行役員
当社取締役副会長 執行役員（現任）

主として管理部門を指揮し、財務、人事総務、海外
事業分野における豊富な経験と知識を有しています。

取締役 専務執行役員

中野 悦久

これまで営業部門や人事総務部門を指揮し、営業
部門では地域営業や量販店・コンビニエンスストア
といった様々な業態での経験や知識を有しています。
現在は生産本部を指揮しています。

1989年 3月
2010年 7月
2014年 5月
2019年 5月

当社入社
当社取締役
当社常務取締役
当社取締役
専務執行役員（現任）

取締役 専務執行役員

神谷 茂

主として営業部門を指揮し、これまでコンビニエンス
ストア・量販店といったチャネルで積極的な営業展開
を推進し、関係強化に尽力しています。

1982年 3月
2014年 7月
2016年 5月
2019年 5月

当社入社
当社取締役
当社常務取締役
当社取締役
専務執行役員（現任）

取締役

Yosuke Jay Oceanbright Honjo

1992年 3月
2002年 7月

当社入社
当社取締役（現任）

すべての米国での事業をCEOとして指揮し、米国本土
のニューヨーク進出時から当社がグローバルな事業
経営を推進するために尽力しています。

取締役 専務執行役員

平田 篤

主として管理部門を指揮し、財務経理・人事総務分野
における豊富な経験と知識を有しています。

1988年 5月
2016年 5月
2020年 7月

当社入社
当社管理本部長（現任）
当社取締役 専務執行役員（現任）

社外取締役

田中 豊

1966年 4月
2003年 7月
2006年 7月
2007年 7月
2007年 8月
2013年 7月
2019年 7月

札幌国税局入局
東京上野税務署長
高松国税不服審判所長
国税庁長官官房付
田中豊税理士事務所所長（現任）
当社監査役
当社取締役（現任）

税理士としての専門的な知見ならびに幅広い知識
および経験を有しています。

社外取締役

髙野 秀夫

長年にわたり東京商工会議所において様々な企業の
経営支援に携わっており、豊富な経験と幅広い見識
を有しています。

1977年 4月
2006年 4月
2009年 4月
2012年 4月
2015年11月

2016年 6月
2020年 7月

東京商工会議所入所
東京商工会議所総務統括部長
東京商工会議所理事・事務局長
東京商工会議所常務理事
一般財団法人日本民族工芸技術
保存協会理事長
東京商工会議所常任参与
当社取締役（現任）

社外取締役

田口 守一

長年にわたり法務の研究を行い、専門的な知見と
様々な経験を有しています。

1975年 4月
1984年 1月
1995年 4月
2004年 4月
2013年 7月
2014年 4月

愛知学院大学法学部専任講師
同大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
同大学大学院法務研究科教授
当社取締役（現任）
早稲田大学名誉教授（現任）

社外取締役

臼井 祐一

長年における警察官としての豊富な経験と幅広い見識
を有し、物流企業にて直接会社経営にも関与して、
多様な経験と見識を有しています。

1976年10月
1994年 2月
2005年10月 
2010年 2月
2011年 4月

2012年 4月
2014年 4月
2015年 4月
2018年 4月
2018年 6月
2018年 7月
2022年 9月

警視庁入庁　
同庁第七機動隊副隊長
同庁人事第二課長
同庁地域部長
ヤマト運輸株式会社入社
人事総務部部長
同社執行役員CSR推進部長
同社常務執行役員
同社取締役常務執行役員
同社取締役
うすい事務所代表（現任）
当社取締役（現任）
株式会社TAPP社外取締役（現任）

監査役

執行役員 (取締役兼務を除く）
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伊藤園（単独）カテゴリー別飲料販売実績（数量）

事業概況

伊藤園 11.9%

飲料業界シェア

A社 26.1%

B社 23.0%

C社 13.9%

資料：伊藤園/数量ベース

資料：伊藤園

※ 数量ベース

D社 11.5%

他 13.5%

2021年

伊藤園グループ事業概況

売上高

4,007億円

リーフ・ドリンク関連事業

3,641億円

760店舗

飲食関連事業 

● タリーズコーヒージャパン(株)

300億円

その他 

66億円

2022年4月期

事業概況の一覧 （2022年4月期）

伊藤園（単独）事業概況

売上高実績

実績（億円） 増減率

2022年4月期

+2%

+1%

3,584

368

+1%3,183

+29%32

売上高

茶葉 （リーフ）

※ 収益認識基準適用前

炭酸・コーヒー飲料の時代

0

10,000

0%

50%

20,000

30,000

40,000

19851980 2022
見通し

見通し

（年）

（年）

（億円）

20212020201920152005200019951990

35,07034,39034,250

37,59036,78036,12735,403

31,001

27,075

8,0508,0508,050
9,1509,4209,551

9,223

8,435

6,590

3,300
1,720

7,5407,4707,350
7,3307,2005,385

6,489

2,8402,6102,560

2,840
2,670

1,575
977

2,2102,2102,240

2,800
3,050

3,764
4,474

1,9901,8501,930

2,265
2,440

2,7632,601

1,5301,5201,570

1,5401,400
1,592

1,456

1,790
1,7801,780

2,0001,870
2,1842,219

7,182

9,340

7,203

6,993

5,972

4,7704,6404,5905,2154,5804,843
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45% 52% 53% 54%

国内飲料市場の推移（暦年・金額ベース）

無糖飲料比率の推移

■その他
■野菜飲料
■スポーツドリンク
■果実飲料

■ミネラルウォーター

■炭酸飲料

■コーヒー飲料

■その他茶系飲料

■緑茶飲料

当社無糖飲料比率

75%以上

実績（万ケース） 構成比 増減率

2022年4月期

0%

0%

+3%

-26%

-7%

-10%

+11%

+1%

+6%

+8%

100%

69%

63%

4%

2%

14%

8%

3%

2%

4%

21,525

14,928

13,589

868

470

2,937

1,664

664

401

928

飲料 （ドリンク）

茶系飲料 計

日本茶

中国茶

その他

野菜飲料

コーヒー飲料

ミネラルウォーター

炭酸飲料

その他飲料

2021年
（1月～12月）

前年比 +0.4%
2022年
（1月～12月）見通し

前年比 +2.0%

伊藤園（単独）飲料容器別構成比

缶 12%

大型
ペットボトル

31%

紙パック 12%

その他 1%

小型ペットボトル
44%

2022年4月期

茶系・無糖飲料の時代

チャネル別構成比実績

その他 15%その他 15%

コンビニエンスストア 26%コンビニエンスストア 26%

自動販売機 14%自動販売機 14%
スーパー 45%スーパー 45%

2022年4月期

売上高構成比

茶葉 10%その他 1%

飲料 89%

2022年4月期

※ 構成比は四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない場合があります。

※ 収益認識基準適用後

※ 金額ベース

飲料 （ドリンク）

その他
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緑茶飲料市場の推移

緑茶飲料販売金額シェア

「お～いお茶」は、日本でも世界でもNo.1ブランド

0

1,000

資料：伊藤園（期間：各年1～12月/販売金額）

資料：伊藤園（2021年1月～12月）

見込み

緑茶飲料市場 伊藤園 伊藤園シェア

（年）

（市場/億円）

1995 2000 20102005 2015 2018 2019 2020 2021 2022

852

30%

2,171

31%

3,750

39%

4,470

29%

4,150

35%

4,450

34%

4,450

33%

4,180

33%

4,260

34%

4,350

35%2,000

3,000

4,000

5,000

市場概況

　2021年の国内緑茶飲料市場規模は4,260億円で、前年より

2％上昇しました。当社の販売金額シェアは、前年より1％

上昇し34％となりました。2022年はさらに上昇させシェア

35％を見込んでいます。緑茶飲料No.1ブランド※の「お～い

お茶」は、原料調達力や製造技術力により、絶対的なおいしさ

を実現しています。今後は、緑茶の健康に資する製品ライン

アップの拡充とともに、持続可能な社会に向けた課題への

対応に取組むことでお客様にさらなる価値を提供していき

ます。

成果と課題

　当社では1976年から、茶農家の方々とともに「茶産地育成

事業」に取組んでいます。茶畑から本物のおいしさをお届け

するため、「お～いお茶」ブランドは毎年、品質向上を行って

います。2022年には、キャップを開けた瞬間のおいしさにこ

だわり、原料の茶葉からボトルに至るまで「鮮度」を重視し、

さらに「鮮度」を高めた「新・鮮度茶葉2022」と称する原料を

開発しました。こうした原料からはじまる、当社独自の製造

技術のノウハウから誕生した2022年品質の「お～いお茶 緑

茶」は、いれたての香り、味わいとともに、飲んだ後に感じら

れる爽やかな喉越しを高めている点が特長です。

　「お～いお茶 濃い茶」は引き続き好調に推移し、機能性表示

食品※1としてリニューアル後、お客様の健康ニーズの高まり

をとらえ、36ヶ月間連続して対前年実績を上回っています

（2022年8月末時点）。2021年度の年間販売数量は3,000万

ケースを突破し、機能性表示食品（飲料）では販売量No.1※2

となりました。

　なお、昨今のビジネスシーンや外出時などで小容量の緑茶

飲料のニーズの高まりをとらえて、「お～いお茶 緑茶」

195mlペットボトルを発売しました。飲料・リーフともに、

多様なシーンとニーズに対応するバリエーション豊かな製品

ラインアップも当社の特色です。これらの取組み等により、

緑茶飲料市場におけるシェア上昇につながっています。

　一方で課題は、「お～いお茶」を圧倒的No.1ブランドの

地位を確固たるものにするため、「お～いお茶 緑茶」を中心

に、国内でブランド力をさらに高めること、そして海外での

「お～いお茶」のグローバルブランド化です。また、当社は

2025年度までに「お～いお茶」のペットボトルのリサイクル

素材等（生物由来素材含む）使用率を100%にする目標を掲

げており、2021年度までの使用率の実績は22%でした。資材

や環境コストも課題ですが、様々なパートナー企業や団体と

協働し、さらなる推進を目指します。

A社
22%

B社
22%

C社
8%

その他
14%

お～いお茶

今後の戦略

マーケティング本部
緑茶ブランドグループ
ブランドマネジャー

安田  哲也

　認知度の高い製品であっても、おいしくなければ、お客様に選んでいただき、継続的に

飲んでいただくことはできません。「茶産地育成事業」に取組み、原料茶の生産と加工技術

を持つ当社は、多種多様な製品に最適化した専用原料を開発し、またお客様の生活シーン

やニーズに添う製法や資材の進化を図ります。また、容器包装の軽量化やボトル to ボト

ルなどの環境配慮や、有機栽培に向けた技術開発も進めます。「お茶のリーディングカンパ

ニー」として、「お～いお茶」のブランド価値向上と緑茶飲料市場を牽引していきます。

「お～いお茶」の品質を高め、製品力とブランド力のさらなる向上

　古くから健康によいと言われてきた緑茶ですが、中央研究所では、外部研究機関と連携して、カテキンやテアニンな

どの茶成分の健康性の更なる解明を進めています。

　これらの研究結果を対外的に発信していくとともに、特定保健用食品や機能性表示食品として製品化につなげてい

きます。カテキンやテアニンの健康性の認知度向上が日本茶市場活性化につながり、健康に資する製品の提供を通じ

て、お客様の健康で豊かな生活に貢献します。

健康に資する緑茶製品の開発

　伊藤園ティーテイスター活動を通じたお茶文化の発信をはじめ、俳句、将棋、歌舞伎、相撲などさまざまな伝統文化

を応援する活動に取組んでいます。今後は、お客様との双方向のコミュニケーションを実現するため、SNSやデジタル

を活用した情報発信を強化していきます。

　「日本一のお茶屋」として、「おいしさ」を中心に「健康」「楽しさ」「環境」「伝統文化」をテーマに、お茶の価値向上につ

ながる取組みを通じ、中長期経営計画の重点戦略で掲げる「お～いお茶」ブランドの国内基盤の強化とグローバル

ブランド化につなげていきます。

お茶を通じたコミュニケーション

※ インテージSRI＋無糖茶飲料市場データ　「お～いお茶」ブランド販売金額
（期間：2021年1月～12月）

※1 ガレート型カテキンがBMIが高めの方の体脂肪を減らす機能があることが
報告されています。

※2 インテージSRI+機能性表示食品市場　2021年累計販売数量

ギネス世界記録™はギネスワールドレコーズリミ
テッドの登録商標です。
記録名：「最大のナチュラルヘルシー RTD緑茶飲
料（最新年間売り上げ）」
記録対象ブランド：「お～いお茶」ブランド（「お～い
お茶 ほうじ茶」飲料製品を除く）
記録対象期間：2021年1月～12月

34%
伊藤園

● 研究開発の強化、拡充
● 緑茶、抹茶の健康性の
認知度向上と市場活性化

● 特定保健用食品、機能性表示
食品の開発・発売

● 伊藤園健康フォーラム

● 気候変動への対応
● 容器包装の3Rの推進　
● 資源循環
● 茶殻リサイクルシステム

● 水資源への対応
● お茶で日本を美しく。
● 桜の植樹
● 茶産地育成事業

● 俳句、将棋、歌舞伎、相撲など
日本文化の発展に尽力

楽しさ

伝統文化 環境

健康
● リアルとDXを通じたお客様との
双方向コミュニケーションによる
サービスの強化

● ティーテイスター活動
（食育活動、大茶会）
● 地域と連携した取組み
● 学校、学生と連携した取組み 本物の“おいしい”を、茶畑から。

茶畑を育てて46年※

※1976年から茶農家とともに茶産地育成事業に取組んでいます。

事業概況
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今後の戦略

市場概況

リーフ・抹茶製品

　2021年度の緑茶リーフ市場（家庭用の包装茶）は、前年の

おうち需要による反動もあり、対前年で約4%減少しました。

一方で当社は、ティーバッグ等の簡便性製品が、約3%伸長

するなど、緑茶リーフ市場（家庭用の包装茶）のシェアは26%

と前年より1ポイント上昇しました。今後も健康に資する機能

性表示食品の販売や、当社ならではの緑茶リーフ・飲料の連

市場概況

成果と課題

　緑茶由来のガレート型カテキンが「BMIが高めの方の体

脂肪を減らす」緑茶リーフで日本初※1の機能性表示食品

「一番摘みのお～いお茶」シリーズ（2021年3月発売）は健康

価値が評価され、好調に推移しました。また、2022年9月には、

「ガレート型カテキン（BMIが高めの方の体脂肪を減らす）」と

「テアニン（認知機能サポート※2）」の２つの機能性関与成分を

含有した、日本初のダブルヘルスクレーム※3をもつ機能性表

示食品「一番摘みのお～いお茶 玉露入り」を発売しました。

　環境対応としては、2022年9月に「お～いお茶 ほうじ茶」

「同 玄米茶」を発売し、植物由来の生分解性フィルターを採

用した環境に優しいティーバッグ製品のラインアップを拡充

しました。

　当社は、リーフと飲料を連動させ、高級茶から日常茶、簡便

性、マイボトル向け製品など、あらゆる生活シーンに対応でき

る多種多様な製品ラインアップを提案してきました。また、多

様な販売チャネルを活かして市場活性化に取組んでいます。

　課題としては、停滞している日本茶リーフ市場のさらなる

活性化と、今後の海外展開の強化を踏まえて国内での一層

のシェア拡大と確固たるブランドイメージの構築です。

成果と課題

むぎ茶製品

　2021年のむぎ茶飲料市場規模は1,080億円でした。むぎ

茶は老若男女問わず飲めるノンカフェイン飲料として評価

され、健康志向の高まりとともに、2022年も市場は成長する

見通しです。その中で「健康ミネラルむぎ茶」は、2021年の

むぎ茶飲料市場でシェア43%とNo.1です。

　今後も健康性や飲用シーンの提案、むぎ茶リーフ製品

（ティーバッグ、インスタント）との連動販売、サブブランド

製品の販売などにより、市場を牽引していきます。

　2021年度の「健康ミネラルむぎ茶」は、当社グループ内の

大麦焙煎工場で独自の焙煎技術を用い、さらに甘く香ばしく

後味のキレを追求した味わいに品質向上しました。

　水分とミネラル※1補給ができ、暑さ対策はもちろん、無糖

のスポーツ飲料として運動後や、冬場の乾燥する時期にも適

したオールシーズン飲料として、2021年度の販売実績は、

「健康ミネラルむぎ茶」計で約3,500万ケースとなりました。

また、2022年4月には、「健康ミネラルむぎ茶 オーツ麦ブレン

ド」を販売し、やわらかな香りと甘みで、新たな飲用層を創造

しました。

　なお、「健康ミネラルむぎ茶」、ティーバッグの「香り薫る

むぎ茶」は、「乳児用規格適用食品※2」と同等の管理をしてい

ます。安全・安心な製品で、かつノンカフェインであることが

評価されて、株式会社ベネッセコーポレーションの「たま

ひよ※3赤ちゃんグッズ大賞2022」において、「健康ミネラル

むぎ茶」は妊娠中に買って良かった、使って良かった製品と

して「麦茶部門」第1位を受賞しました。

　一方、課題としては、むぎ茶飲料市場の激化の中で、さらな

る販売量とシェアの拡大です。そのためには、販売強化だけ

でなく、健康をサポートする飲料として当社むぎ茶製品のさ

らなる価値提案が必要です。

マーケティング本部
リーフブランドグループ
ブランドマネジャー

吉田  達也

マーケティング本部
麦茶・紅茶ブランドグループ
ブランドマネジャー

相澤  治

家庭用包装茶市場 緑茶簡便性
（ティーバッグ・インスタント）製品

　当社は、「茶産地育成事業」を通じた原料調達力と自社工場による、あらゆる製品に対応

した原料加工技術力が強みです。この強みを活かして、さらなる品質向上を行います。

　また、機能性表示食品を拡充し、健康に資する製品の提供と、生分解性フィルターを

100%使用した環境配慮型のティーバッグ製品の展開などをさらに推進します。

全世代に向けた、多様な製品ラインアップや販売業態による価値提案

　抹茶は、おいしさや健康性で世界でも高い評価を得ています。当社では、認知機能（注

意力・判断力）の精度を高める働きが報告されているテアニン・茶カテキンを含む機能性

表示食品「お～いお茶 お抹茶」シリーズ（飲料・パウダー）を販売しています。今後、健康

性研究結果の発表や自治体などと連携して、抹茶の機能性の発信を強化していきます。

　また、業務用や海外向けの抹茶原料や抹茶製品の研究と開発も進め、抹茶市場におい

ても、「お茶の伊藤園」としての存在感とシェア向上を目指していきます。

抹茶の強化

4,000

3,000

2,000

1,000

0

むぎ茶飲料市場

資料：伊藤園（市場：各年1～12月/販売金額　伊藤園：5～4月/販売数量）
見通し

むぎ茶飲料市場
健康ミネラルむぎ茶

（年）

（万ケース） （市場/億円）
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今後の戦略

　独自の焙煎技術を駆使して、香りや味わい、おいしさを一層高め、「健康ミネラルむぎ茶」

のブランド価値向上と販売量の拡大を目指します。

　また、女性などの新たな飲用顧客層の拡大や、当社にしかできない飲料・ティーバッグ

製品等の連動販売により、お客様の多様な生活ニーズに対応していきます。

　今後も伊藤園のむぎ茶製品を、健康をサポートする国民飲料として定着させるべく、

お客様のニーズに寄り添い、製品を通じて価値提供をしていきます。

さらなる品質向上と多様化するお客様ニーズへの対応

2021年度
シェア

43%

26%
（対前年+1ポイント）

伊藤園市場シェア
2021年度

伊藤園販売動向
対前年 +3%

※1 「健康ミネラルむぎ茶」のミネラルとは、リン・マンガン・ナトリウムのこと
です。

※2 乳児用規格適用食品：厚生労働省が策定した食品中の放射性物質の新
基準において、乳児用規格適用食品には一般食品より厳しい基準値が適用
されています。

※3 たまひよ：ベネッセコーポレーションの女性誌「たまごクラブ」「ひよこクラ
ブ」のこと

動販売といった特色を活かし、「お茶の伊藤園」として緑茶市

場を牽引していきます。

資料：伊藤園（2021年5月～2022年4月/販売金額）

※1 機能性関与成分ガレート型カテキンによる「体脂肪を減らす」機能性表示
食品、緑茶リーフ製品カテゴリーとして日本初（2020年 伊藤園調べ）

※2 テアニンが認知機能の一部である作業記憶を一時的にサポートする
※3 機能性表示食品の緑茶リーフ（茶葉）として日本初（2022年8月時点 伊藤
園調べ）

事業概況
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野菜飲料・青汁製品

　野菜飲料市場（野菜100％、野菜果汁ミックス、青汁等）は、

ここ数年1,500億円規模で推移しています。当社は、トマト

ベースの野菜飲料が主流だった1980年代～1990年代に、

にんじんをベースにした野菜果汁ミックス飲料を開発し、野

菜飲料（にんじん飲料）の市場を創出してきました。現在、野

菜100％飲料市場においては、「1日分の野菜」が野菜100％

飲料ブランド売上No.1※1です。また、青汁市場（飲料・粉末）

にて、当社の青汁無糖飲料製品の販売金額は、過去5年間で

5倍※2に成長しています。当社は、おいしく手軽に飲める青

汁飲料を販売し、市場を牽引しています。今後も、その時代

ごとのお客様のニーズを捉え、いち早く新たな価値を提案す

ることにチャレンジしていきます。

成果と課題

　2021年度は、健康価値を訴求する機能性表示食品、容器

包装の環境配慮、多様化するお客様の嗜好や飲用シーンに

対応した製品など、製品ラインアップの強化を進めました。

　● 機能性表示食品

野菜不足を補い、日常生活において不足しがちな栄養

成分を手軽に摂取できる機能性表示食品「充実野菜」

シリーズを発売。

　● 容器包装の環境配慮

常温での長期保存と牛乳パックと同じようにリサイクル

が可能な、業界初のレンガ型アルミレス紙パック飲料容

器（ECO容器）や、リサイクルペット樹脂（ボトル to ボト

ル）や石油由来のペット樹脂を25％以上植物性ペット樹

脂に置きかえたECOボトルの採用。

　● 多様化するニーズへの対応

キャップ付きパーソナル容器の「1日分の野菜」3品を発売

（2022年3月）。

　一方で課題は、停滞している野菜飲料市場において、新た

な価値提供と市場活性化、チルド製品の強化などによる当

社野菜飲料の販売量とシェア拡大です。

4,000

2,000

0

野菜飲料市場

資料：伊藤園（市場：各年1～12月/販売金額　伊藤園：5～4月/販売数量）
見通し

野菜飲料市場 伊藤園 野菜飲料

（年）

（万ケース） （市場/億円）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

6,000 1,700

1,600

1,500

1,400

1,300

1,200

市場概況

※1 インテージSRI+野菜100％市場　2021年1月～12月累計販売金額
スーパー・コンビニエンスストア・ドラッグストア・ホームセンター／
「1日分の野菜 ビタミン12種」を除く

※2 資料 伊藤園（2021年と2017年の対比／販売金額）

リサイクル可能な
アルミレスエコ容器に
ついているマーク

事業概況

　2022年度から社内資格制度「野菜・果実マイスター制度」を発足しました。同制度の有資格者をはじめ社員自らが

学び、栄養や自社製品の優位性などの知識向上を図り、商談力や情報発信力を高め、お客様にお伝えしていきます。

　今後も、畑から採れた野菜の力と、素材由来の健康成分を活かし、おいしさと健康ニーズに対応する製品を開発し、

価値提供していきます。

コミュニケーション

　お茶だけでなく、伊藤園専用にんじん「朱衣」（一般的なにんじんと比べ、βカロテンが約

1.5倍、GABAが約2.5倍含有）や「大麦若葉」などの契約栽培を行っている強みを活かし、

製品の品質向上や新製品開発に活かします。

健康志向の高まりに対応した炭酸飲料

炭酸飲料製品

マーケティング本部
炭酸・水ブランドグループ
ブランドマネジャー

小林  素子

　2021年の炭酸飲料市場は7,470億円と、清涼飲料市場でコーヒー飲料に次ぐ規模がありま

す。当社は同市場では、特色ある健康性を打ち出した製品開発を行い、市場における存在感を

高めるべくチャレンジをしています。

　炭酸飲料市場の中でも、特に炭酸水のカテゴリーは、この10年間で4倍以上成長し、約1,300

億円の規模があります。当社の代表的な製品として、天然水由来のシリカを含む強炭酸水「ミネラ

ル STRONG」が挙げられます。また、カフェインゼロでビタミン補給ができる健康系エナジード

リンク「ビタミンパワー GO ! 」も自動販売機の定番アイテムとして好評です。

　今後も、健康でおいしい炭酸製品の提案を行い、炭酸飲料市場において当社独自のポジ

ションを築いていきます。

マーケティング本部
野菜・果汁ブランドグループ
ブランドマネジャー

山口  哲生

今後の戦略

　キャップ付きパーソナル容器の展開や、環境対応の推進（生分解性ストロー、アルミレス

紙パック飲料容器）、機能性表示食品など、紙容器製品のラインアップ拡充を図るとともに、

課題であるチルド営業体制の整備拡充を行っていきます。

チルド製品強化と野菜飲料市場におけるシェア拡大

野菜飲料原料の契約栽培

　当社は、マテリアリティの1つに「持続可能な国内農業への貢献」を掲げています。

　その取組みの一環として、製品の開発・販売を通じて全国の産地を応援する全国農業

協同組合連合会（JA全農）が取組む「ニッポンエールプロジェクト」 に、2021年度から参

画しています。これまでに、宮崎県産の日向夏、大分県産の完熟かぼす、長野県産のりん

ご、沖縄県産の完熟シークヮーサー、愛媛県産のキウイを使用した製品を発売しました

（2022年8月時点）。

　JA全農と伊藤園が協働して製品開発に取組むことで、生産者を起点としたバリュー

チェーンを構築していきます。

JA全農×伊藤園 「ニッポンエールプロジェクト」TOPICS

「生産者の課題解決をサポートするよう
な製品開発がしたい」という構想から本
プロジェクトが始動しました。国産農作物
の認知拡大につながり、各県から取組み
に参画したいとの声が届いています。

JA全農 営業開発部 山田  晋也 様

農業に関わる企業として、今後も本プロ
ジェクトを通じて、生産者と消費者を結ぶ
架け橋となれるよう取組んでいきます。

伊藤園 量販店営業一部　本部  晋太郎
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TOPICS

TOPICS

TOPICS

市場概況

タリーズコーヒー製品

　2021年のコーヒー飲料市場規模は、約8,000億円でした。

その中で、「TULLY’S COFFEE」ブランド飲料の販売数量は、

前年比で約17%伸長しています。また、家庭用コーヒー市場

（レギュラーコーヒー、簡易ドリップ、インスタント）も、コロナ禍

におけるお客様のライフスタイルの変化に伴い、簡易ドリップ

バッグを中心に伸長しています。飲料だけでなく、「TULLY’S 

COFFEE」ブランドの簡易ドリップコーヒー、レギュラーコー

ヒーのラインアップを拡充させ、飲料との連動販売という強

みを活かしてタリーズブランドを強化しています。

成果と課題

　当社の「TULLY’S COFFEE」ブランド製品は、高品質の

アラビカ種のコーヒー豆を厳選し、国内焙煎をしたスペシャル

ティコーヒーとして、本物志向を求めるお客様に好評をいただ

いています。2021年度は、飲料の主力製品である「TULLY’S 

COFFEE BARISTA’S BLACK」390mlが対前年＋10％※、

「TULLY’S COFFEE BARISTA’S 無糖LATTE」370mlは

対前年＋70%※と伸長しました。

　また、抹茶原料の鮮度にこだわった独自の「伊藤園抹茶」を

使用し、濃厚な抹茶の味わいが楽しめる「TULLY’S COFFEE 

抹茶がおいしい抹茶ラテ」を2022年3月に、厳選したほうじ

茶を使用した「同 ほうじ茶ラテ」を2022年1月に発売し、タ

リーズブランドの伸長に貢献しています。

　一方で課題は、激化するコーヒー飲料、コーヒー製品市場

において、ショップクオリティのさらなる追求による製品力の

向上です。またコーヒー以外でのブランドカテゴリーの拡張や

お客様とのコミュニケーション強化も課題に挙げられます。

タリーズコーヒージャパン株式会社

　米国シアトル発祥のタリーズコーヒーが、タリーズコーヒー

ジャパンとして、1997年に第1号店が銀座にオープンして

から、2022年で創業25周年を迎えました。2022年4月時点

で店舗数は760店、2022年4月期の売上高は300億円にまで

成長しています。これからも、街と人に愛されるカフェとして

皆さまの日常に寄り添い続けます。

チチヤス株式会社

　1886年に広島県で創業し、1917年に日本で初めてヨー

グルトを発売しました。2011年に伊藤園グループの一員とな

り、2022年4月期の売上高は118億円です。今後も、「安全・

安心・おいしい・健康」を軸にした製品や取組みを通じ、お客

様に「笑顔」をお届けしていきます。

今後の戦略

マーケティング本部
副本部長　兼
新ブランド育成・
コーヒーブランドグループ
ブランドマネジャー

内山  修二

　コーヒーのおいしさを守る「フレッシュ3たて（焼きたて、挽きたて、淹れたて）製法」の

技術確立など、飲料、簡易ドリップバッグ、レギュラーコーヒーの各製品におけるショップ

クオリティを目指した取組みを強化していきます。

製品力の向上

　日本茶ラテの販売に加えて、紅茶を中心に展開するコンセプトショップ「タリーズコーヒー

＆TEA」で味わうようなおいしさの紅茶飲料ブランド「TULLY’S & TEA」を2022年8月か

ら立ち上げています。

ブランドカテゴリーの拡張

　当社の「TULLY’S COFFEE」ブランド製品のファンと、双方向でつながるコミュニティ

サイト「TULLY’S オンラインカフェ」を開設しています（2022年8月時点 参加者29,320

名）。このオンラインカフェのお客様との双方向の交流と、タリーズコーヒージャパン店舗

でのコーヒーセミナーでの対面の接点を融合させ、「TULLY’S COFFEE」ブランドへの

理解向上とファン層の拡大を図ります。

コミュニケーション

売上高及び展開店舗数推移

※2022年4月期より収益認識基準を適用

売上高 店舗数
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コーヒー飲料市場の状況

資料：伊藤園（市場：各年1～12月/販売金額
　　 伊藤園：5～4月/販売数量）

見通し

コーヒー飲料市場
タリーズコーヒー

（年）

（万ケース） （市場/億円）

’10 ’15 ’16 ’19 ’20 ’21 ’22
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1

家庭用コーヒー市場　成長率の推移
（成長率：2010年を1とした場合の成長率）

資料：伊藤園（市場：各年1～12月/販売金額）

簡易ドリップ
インスタント

レギュラーコーヒー

（年）

（倍）

’15 16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21

2 簡易ドリップ市場
2021年1.8倍

　グループ企業のタリーズコーヒージャパン株式会社との共同開発により、飲料、簡易ドリップ、レギュラーコーヒー

製品を販売しています。また、米国を拠点とするグループ企業のDistant Lands Trading Co. （以下、DLTC社）では、

コーヒー豆の栽培から販売までを行っています。当社は、DLTC社からボトル缶コーヒーの原材料としてコーヒー豆の

一部を仕入れるなど、グループシナジーを追求しています。DLTC社の自社所有の農園と精選工場の一部では「レイン

フォレスト・アライアンス認証」を取得するなど、環境・社会・経済面に配慮した持続可能な生産を推進しています。

伊藤園×タリーズコーヒージャパン×Distant Lands Trading Co. グループシナジー

　2022年5月からタリーズコーヒーの全国の店舗において、HOT/COLD兼用

紙カップでの提供を開始しています。また、紙カップでの提供となる一部のコール

ドドリンクについてはストロー不要のリッド（ふた）を使用します。これによりプラス

チック使用量が年間100t以上削減される見込みです。また、一部店舗では、コー

ヒー豆の皮であるシルバースキン※を配合し開発した「シルバースキン配合紙スト

ロー」の導入を開始しました。伊藤園の「茶殻リサイクルシステム」で培った特許

技術をもとにアップサイクルして開発した紙製ストローです。

　また、コーヒースクールの開催や、エリア限定プロモーションなど地域に根ざし

た活動を推進し、環境・社会課題の解決に貢献していきます。

環境・社会課題への取組み

　2017年に、ヨーグルト発売100周年を記念して広島市の商業施設にオープンしたCHICHI YASU LECT店では、

2022年9月からソフトクリーム提供時に使用しているカップを紙製、スプーンを木製へ変更しました。本取組みにより、

当店でのプラスチック使用量が約63％削減される見込みです。今後は、ドリンクのカップを紙容器へ変更を行う等、

サステナビリティ活動を一層進化させることで、社会とともに持続的な成長を実現していきます。

プラスチック削減に向けた取組み

※ シルバースキンとはコーヒー生豆を焙煎する工程で取り除かれる薄い種皮のこと

TULLY’S オンラインカフェ

CHICHI YASU LECT店（広島県広島市）

※ 資料：伊藤園（2021年5月～4月／販売数量）

事業概況
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ステークホルダーエンゲージメント トピックス

　当社では、株主や投資家だけでなく、様々なステークホルダーとの対話を重視しています。有識者や消費者団体代表とのステーク

ホルダーダイアログや、全国各地の拠点を中心とした地域密着型の活動を通じて、幅広くご意見をいただき経営に反映させて

います。また、社外団体の取組みにも積極的に参画しています。

一般社団法人和食文化国民会議（略称：和食会議）
　当社は2015年の設立当初から参画し、茶文化を通じて

日本の伝統的食文化である「和食の普及・啓発」に取組んで

います。次世代を担う子どもたちに向けた食育活動として、

会員による和食に関する「出前授業」の実施や、様々な和食

料理と緑茶の「うま味」などの相性を科学的に明確にし、体系

化することで、国内外に向けた緑茶と和食の訴求および緑茶

の飲用提案を進めています。

農福連携等応援コンソーシアム※1

　当社は、障がい者等が農林水産業などの分野で活躍する

ことを通じて、自信や生きがいを持って社会参画を実現して

いく「農福連携」を広く展開させ応援する官民連携の「農福連

携等応援コンソーシアム」に参画して

います。また、日本農林規格「ノウフク

JAS」※2の認証を取得した緑茶原料を

使用したリーフ製品を販売するなど、

農業に深く関わる企業として、持続可能

な共生社会の実現に貢献します。

　「伊藤園お～いお茶新俳句大賞」は、1989年の「お～いお茶」

発売とともにスタートした国内最大規模の俳句コンテスト

です。「新俳句」とは、「季語」や「定型」などの俳句のルールに

こだわることなく、感じたこと、思ったことを「字余り」「字足

らず」でもかまわず、五・七・五のリズムにのせてのびのび

と表現していただくものです。俳人を含めた幅広いジャンル

の審査員により選出された受賞作品は、文部科学大臣賞を

はじめ2,000句が「お～いお茶」のパッケージに掲載されます。

日本語のほかに、「英語俳句の部」や、Twitterから応募できる

「新俳句フォトの部」を設け、俳句とビジュアルの両方で日常

生活を表現していただくなど、新俳句の世界観を広げています。

　応募の約9割は教育現場からであり、新俳句を通じて、お茶

と言葉の力で日々の暮らしに寄り添い、日本文化の継承や

教育の機会に貢献しています。

株主、投資家との対話 「伊藤園お～いお茶新俳句大賞」

ステークホルダーとの対話

　伊藤園の管理本部所管として広報部IR課を設置し、積極

的かつ機動的なIR活動を推進しています。決算説明会や個

別面談等を定期的に開催し、経営トップが先頭に立って、国

内外の株主や投資家・アナリストとの継続的な対話を実施し

ています。対話を通じて投資家や株主から寄せられたご意見

については、取締役会で共有するなど、会社経営に積極的に

活かしています。

　適時・適切な情報提供のため、決算発表後は速やかに「決算

短信」「決算説明会資料（IR資料）」などをホームページに掲載

し、すべてのお客様が閲覧できる環境を整備しています。また、

外国人投資家にも配慮し、英文の開示資料を当社グローバル

サイトに掲載しています。そのほかにも、伊藤園グループを

理解していただく上で有効と判断される情報やツールの積極

的な提供・開示に努め、社会からの適正な評価と中長期的な

企業価値の向上を目指しています。

※1 国や自治体、関係団体等や、経済界、消費者、学識研究者等の様々な関係
者とともに、国民的運動として農福連携等を応援する取組みです。259の
企業・団体（2022年8月現在）が賛同しており、当社は2020年11月から
賛助会員です。

※2 2019年に制定・認証が始まった日本農林規格（JAS）。障がい者が主体的に
携わって生産した農林水産物及びこれらを原材料とした加工食品の生産
方法及び表示の基準を規格化しています。

　「お～いお茶」などの茶系飲料製品の製造工程では、年間

5万トン以上の茶殻が排出されます。当社では、この茶殻を

廃棄せずに肥料や家畜の飼料として再利用しているほか、水

分を含んだ茶殻を腐敗させることなく、常温のまま輸送・保

存・製品に配合する独自技術「茶殻リサイクルシステム」を

2001年に確立しました。様々な業種の社外関係者と協働の

うえ、これまでに、茶殻の消臭・抗菌効果を活かした茶殻配

茶殻リサイクルシステム

合の畳やマスクケースなど約100種類の製品にアップサイク

ルしています。

　また、2018年には「むぎ茶殻リサイクルシステム」の独自

技術も確立し、「健康ミネラルむぎ茶」の製造過程で排出された

むぎ茶殻を、工業製品等にアップサイクルする取組みも推進

しています。

茶殻リサイクル製品の例

茶殻配合「建材」製品

茶殻配合「樹脂」製品 その他茶殻配合製品 むぎ茶殻配合製品

茶殻配合「紙」製品

ベンチ 枕芯材（ビーズ）
当社営業車の架台に採用した
茶殻配合軽量パネル 抗菌シール

畳 石膏ボード マスクケース 段ボール

第33回「伊藤園お～いお茶新俳句大賞」

ESG評価 （2022年7月現在）

　当社は、世界最大級の年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が採用しているESG投資指数の構成銘柄に、複数組み

入れられています。また、世界の代表的なESG指数である「FTSE4Good Index Series」にも継続選定されています。

2022年2月には、国際的な環境非営利団体であるCDPの「サプライヤー・エンゲージメント評価」において、最高評価である

「サプライヤー・エンゲージメント・リーダー」に初選定されました。

株式会社伊藤園のMSCIインデックスへの組み入れ、MSCIのロゴ、商標、サービスマークまたはインデックス名称の使用はMSCIまたはMSCI関係会社による株式会社伊藤園の後援、推薦または販売促進を意味するもの
ではありません。MSCIインデックスはMSCIの独占的財産であり、MSCIおよびMSCIインデックスの名称とロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標またはサービスマークです。

応募句数

1,946,459句
累計応募数
4,100万句突破

文部科学大臣賞 受賞作品が
掲載された「お～いお茶」

茶殻リサイクルを可能にする伊藤園の独自技術

● 含水のまま常温保存し、輸送する技術
● CO2を吸収した茶殻の製品中への固定技術

● 消臭、抗菌といった茶の機能性を活かした製品開発
● 紙や樹脂などの限られた資源の代替原料としての活用

緩衝材

出前授業の実施

ステークホルダーエンゲージメント／トピックス
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主要財務指標（連結） 非財務指標（伊藤園単独）
財務に関する詳細は、こちらをご参照ください。

https://www.itoen.co.jp/ir/
サステナビリティデータは、こちらをご参照ください。

https://www.itoen.co.jp/sustainability/performance/

関連データ

（千t-CO2）
（千t-CO2）
（千t-CO2）
（千t-CO2）
（千t-CO2）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
（千m3）
(ℓ)
(ℓ)

（t-CO2/台）
（％）
（％）
（％）
（ha）
（t）
（t）
（t）
（t）

（人）
（人）
（人）
（分）
（スコア）

（人）
（％）

（人）
（人）
（人）
（％）
（％）
（％）
（％）
（人）
（％）
（％）
（％）
（％）
（％）

（件）
（度数）
（人）
（時間）
（件）
（人）
（人）
（人）
（人）

Scope1
Scope2
Scope1、2合計
Scope3
Scope1 ～ 3合計
水源別取水量合計
　　河川・湖沼等
　　水道水
排出先別排水量合計
　　河川・湖沼等
　　下水
　　その他
水源別取水量合計
　　地下水
　　水道水
　　工業用水
排出先別排水量合計
　　河川・湖沼等
　　海
　　下水
　　その他 
1台当たりのガソリン使用量
1台当たりの軽油使用量
1台当たりのCO2排出量

「お～いお茶」ブランド製品
全ペットボトル製品
展開面積
生産量
緑茶原料
ウーロン茶・紅茶・果汁原料等
製品原料使用量合計

24

12

36

817

853

445

379

66

194

141

53

0

 20,052 

 16,148 

 239 

 3,665 

 14,102 

 12,470 

1,386 

246 

0

1,381 

2,478 

5.6 

91.8 

12 

5 

1,836 

7,122 

20,039 

88,134 

108,173

738

11

19,099

170.0

―

205

4.10

4,793

610

5,403

11.3

2.6

2.23

52.0

61（3）
1.7

95.2

73.0

90.3

92.6

119

2.47

0

27.4

15

12（3）
4（3）

16（6）
5

23

10

33

709

742

450

385

64

196

144

51

0

 17,848 

 14,239 

 187 

 3,423 

 12,676 

 11,290 

1,145 

241 

0

1,225 

2,377 

5.3 

94.4 

22 

14 

2,241 

8,517 

19,475 

80,378 

99,853 

525

30

55,032

306.0

3.22

138

3.86

4,584

591

5,175

11.4

2.8

2.46

52.1

72（45）
29.7

97.1

74.3

90.3

94.3

110

1.86

0

24.9

10

14（4）
4（3）

18（7）
6

水資源
※ 集計範囲は、国内自社工場、研究所、自社ビル、
自社営業拠点を対象としています。

CO2排出量
※ Scope1：自社での燃料使用による直接排出
Scope2：自社が購入した電気の使用に伴う間接排出
Scope3：事業活動に関連するScope1、2以外の排出

23

12

35

729

765

451

385

66

197

143

54

0

 18,591 

 15,036 

 196 

 3,359 

 13,014 

 11,720 

1,104 

190 

0

1,316 

2,375 

5.4 

92.6 

14 

7 

2,207 

7,523 

17,966 

84,510 

102,476 

748

17

34,492

218.0

―

90

3.71

4,696

594

5,290

11.2

2.8

2.43

53.9

68（38）
24.1

97.2

74.2

89.3

95.0

115

1.69

0

22.5

17

14（4）
4（3）

18（7）
6

その他原料使用量

人材育成
　　伊藤園大学卒業者数 
　　伊藤園大学院卒業者数
　　教育・研修 年間受講のべ人数
　　（オンライン教育・e-learning含む） 1人当たりの受講時間
エンゲージメント／従業員エンゲージメントスコア（6点満点・UWES参考）
流動性
　　新卒採用者数 
　　正社員離職率 
ダイバーシティ 
　 男性
　　
従業員数

 女性
　 全体
　 女性従業員比率
　　女性管理職比率 
　　障がい者雇用率 
　　年次有給休暇取得率 
　 人数（うち男性）
　　育児休業取得 男性育児休業取得率
　 育児休業後の復職率
　　
男女間賃金格差

 正社員
　　
（男性を100とした場合）

 うち課長職
 うち勤続10年未満
健康・安全
　　労働災害事故発生件数
　　労働災害度数率
　　労働災害による死亡者数
　　時間外労働時間（1ヶ月当たり）
労働慣行・コンプライアンス／社員からの相談件数
 取締役（うち社外取締役）

取締役／監査役人数
 監査役（うち社外監査役）

 合計
 独立役員

車両燃料使用量

食品リサイクル率

ペットボトルのリサイクル素材等使用率

茶産地育成事業
（面積・生産量）

水資源（飲料製造委託先）
※ 集計範囲は飲料製造委託先の全製造量のうち、
伊藤園製品の製造分を対象としています。
一部推計を含みます。

荒茶使用量

（単位） 2020年4月期 2022年4月期2021年4月期
（単位） 2018年4月期 2019年4月期 2020年4月期 2021年4月期

2022年4月期

旧基準※ 新基準

（百万円）
（%）

（百万円）
（百万円）
（%）

（百万円）
（%）

（百万円）
（%）

（百万円）
（百万円）
（百万円）
（%）

（百万円）
（百万円）
（百万円）
（%）

売上高
　　前期比増減率
主な売上高
　　伊藤園
　　海外事業計
原価率
販売費及び一般管理費
　　売上高構成比
営業利益 
　　利益率
主な営業利益
　　伊藤園
　　海外事業計
経常利益
　　利益率
特別利益
特別損失
親会社株主に帰属する当期純利益
　　利益率

P/L
494,793

4.0

383,212

40,362

52.7

211,939

42.8

22,043

4.5

15,394

2,619

21,441

4.3

75

526

12,553

2.5

504,153

1.9

394,495

38,168

52.3

217,555

43.2

22,819

4.5

15,851

2,738

23,211

4.6

726

1,451

14,462

2.9

483,360

 △ 4.1

377,787

36,282

51.8

212,814

44.0

19,940

4.1

16,626

1,617

19,432

4.0

645

5,709

7,793

1.6

446,281

 △ 7.7

352,732

35,355

51.8

198,327

44.4

16,675

3.7

15,759

1,864

17,029

3.8

1,334

4,969

7,011

1.6

400,769

―

300,319

41,927

60.2

140,787

35.1

18,794

4.7

15,685

1,472

19,971

5.0

2,648

2,276

12,928

3.2

461,316

3.4

358,435

41,927

52.3

201,532

43.7

18,672

4.0

15,685

1,472

19,849

4.3

2,648

2,276

12,848

2.8

（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（%）
（%）
（%）

総資産
流動資産
　　現金及び預金
固定資産
　　有形固定資産
　　無形固定資産
負債合計
純資産
流動比率
自己資本比率
負債比率

B/S
301,167

170,838

61,664

130,329

84,822

21,588

157,416

143,750

225.2

47.3

110.4

303,981

177,449

63,738

126,532

84,186

18,956

153,058

150,923

232.0

49.2

102.3

290,651

173,966

64,813

116,685

82,986

11,570

140,956

149,695

244.8

51.0

95.0

333,065

223,880

109,430

109,184

78,099

8,335

180,007

153,057

239.3

45.6

118.6

328,359

223,278

96,571

105,081

74,490

8,249

165,346

163,012

290.7

49.2

102.3

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
フリー・キャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
設備投資額
減価償却費
のれん償却額

キャッシュ・フロー計算書
25,322

△ 11,359

13,962

△ 16,639

61,376

11,062

13,222

1,819

26,128

△ 10,635

15,492

△ 15,005

61,950

10,006

13,411

1,777

24,719

△ 9,217

15,502

△ 12,905

63,710

9,990

13,103

1,762

25,351

△ 7,514

17,836

25,813

107,763

7,199

12,427

1,266

22,226

△ 7,397

14,829

△ 29,930

94,471

7,511

11,281

1,060

―
―
―
―
―
―
―
―

（%）
（%）
（倍）
（倍）
（倍）
（倍）
（円）
（円）
（円）
（円）
（円）
（円）
（%）
（%）
（千株）
（千株）
（千株）
（円）
（円）

ROE
ROA
PER（普通株式）
PER（優先株式）
PBR（普通株式）
PBR（優先株式）
EPS（普通株式）
EPS（優先株式）
BPS（普通株式）
BPS（優先株式）
1株配当金（普通株式）
1株配当金（優先株式）
総還元性向
外国法人等持株比率（普通株式）
発行済株式数
　　普通株式
　　優先株式
期末普通株式株価
期末優先株式株価

その他
9.0

4.2

43.8

21.0

3.7

2.0

99.79

109.75

1,165.80

1,170.80

40

50

48.5

20.6

123,459

89,212

34,246

4,370

2,309

9.9

4.8

47.7

20.4

4.5

2.1

116.02

126.00

1,229.28

1,234.28

40

50

48.9

23.2

123,459

89,212

34,246

5,530

2,568

5.2

2.6

97.2

29.3

4.9

1.7

61.53

71.53

1,221.92

1,226.92

40

50

92.1

22.4

123,459

89,212

34,246

5,980

2,092

4.7

2.2

109.8

35.8

4.8

1.9

55.10

65.10

1,250.37

1,255.37

40

50

74.0

23.6

123,459

89,212

34,246

6,050

2,331

8.2

3.9

51.4

16.8

4.0

1.4

103.92

113.89

1,334.88

1,339.88

40

50

44.5

22.2

123,459

89,212

34,246

5,340

1,908

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

※ 2022年4月期より収益認識基準を適用しています。これにより大きな影響が生じる項目は増減率を記載しておりません。
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主なグループ会社紹介 (2022年4月30日現在） 会社概要 (2022年4月30日現在）

タリーズコーヒージャパン株式会社
シアトル発祥のスペシャルティコーヒーショップとして、「タリーズコーヒー」
の経営、フランチャイズ展開。

チチヤス株式会社
1917年に日本で初めてヨーグルトを発売した会社。主にヨーグルトや牛乳など
の乳製品を製造・販売。

株式会社沖縄伊藤園
沖縄県などで飲料・茶葉製品を販売。「さんぴん花茶」など沖縄ならではの魅力
ある製品を販売。

伊藤園・伊藤忠ミネラルウォーターズ株式会社
ナチュラルミネラルウォーター「エビアン」の輸入および販売。

ネオス株式会社
鉄道や職域業態を中心に、全国を網羅する自販機オペレーター。
大塚ウエルネスベンディング㈱との合弁事業会社。

株式会社グリーンバリュー
伊藤園の自動販売機や販売什器、車両関連の購入仲介や管理・メンテナンス
を中心に業務を展開。

伊藤園産業株式会社
静岡県内で2つの工場を稼働し、「お～いお茶」をはじめとするティーバッグ製品
の製造と、麦茶製品の原料の焙煎を行う。

株式会社伊藤園関西茶業
西日本の生産拠点として伊藤園神戸工場と連携し、伊藤園のティーバッグや
パック茶製品の包装などを行う。

株式会社土倉
1958年に北海道で創業し、北海道のお茶屋として地元の嗜好に合うさまざま
な茶葉製品を製造・販売。

Distant Lands Trading Co.
コスタリカとコロンビアにコーヒー豆の自社農園・精選工場、アメリカ本土に
焙煎・包装工場を持ち、原料調達から販売までの一貫体制が特色。

主な連結子会社の状況※1 （単位：百万円）

2022年4月期実績 2023年4月期計画
売上高 営業利益 売上高 営業利益

米国事業※2 36,771（323,156千米ドル） 555（4,881千米ドル） 40,412（336,770千米ドル） 377（3,144千米ドル）
タリーズコーヒージャパン 30,060 860 33,000 1,200
チチヤス 11,844 734 12,560 735

為替レート（米ドル）※3 113.79円 120円

国内 会社の概要

株式の状況

ITO EN AUSTRALIA PTY. LIMITED
緑茶原料の安定確保のため、海外における“茶産地育成事業”として2001年
に茶園を造成し、2020年には緑茶ティーバッグ製品の現地生産化を開始。

オーストラリア

ITO EN Asia Pacific Holdings Pte. Ltd.
東南アジア及び周辺国・地域における事業展開を推進。

ITO EN Singapore Pte. Ltd.
シンガポールを中心に、マレーシア、ベトナム市場において、「お～いお茶」
（飲料、ティーバッグ）製品を販売。

シンガポール

福建新烏龍飲料有限公司
「お～いお茶」飲料製品などを製造、輸出、販売している。また香港向けに、
烏龍茶飲料の製造も担う。

伊藤園飲料（上海）有限公司
中国国内で製造した「お～いお茶」などの茶系飲料やリーフ製品を中国全土で
販売。中国市場において、無糖茶飲料市場の形成を図っている。

中国

PT ITO EN ULTRAJAYA WHOLESALE
インドネシアの乳製品会社PT ULTRAJAYAとの合弁会社として設立。インド
ネシア市場において、「お～いお茶」などの無糖茶製品や業務用抹茶を販売。

インドネシア

ITO EN （Thailand） Co., Ltd.
タイ国内において、「お～いお茶」（飲料、ティーバッグ）製品を販売。2020年
からは野菜飲料の販売も開始している。

タイ

ITO EN （North America） INC.
海外事業の主要市場である北米を統括。グローバルブランドの「お～いお茶」、
「MATCHA GREEN TEA」を軸に、無糖茶市場を開拓。

ITO EN （Hawaii） LLC
前身は伊藤園初の海外進出となったITOEN（USA）INCで、30年以上の歴史が
あり、「お～いお茶」缶製品、トロピカルドリンク「Aloha Maid」等を製造・販売。

Mason Distributors, Inc.
サプリメントの製造と販売を手掛ける。ビタミンをはじめ様々な種類のサプリ
メントを製造・販売し、全米及び、世界に幅広い販売網を持つ。

米国

会社名 株式会社 伊藤園

英文社名 ITO EN, LTD.

本社 東京都渋谷区本町3丁目47番10号

設立 1966年（昭和41年）8月22日

資本金 19,912,300,000円

従業員数 5,175名（単独）

URL https://www.itoen.co.jp

支店、営業所
および出張所 

全国29地区186拠点

店舗 全国110店舗

工場 静岡相良工場（静岡県牧之原市女神21）
 神戸工場（兵庫県神戸市西区見津が丘5-4-2）
 浜岡工場（静岡県御前崎市新野3406-4）
 福島工場（福島県福島市荒井北1-2-9）
 沖縄名護工場（沖縄県名護市伊差川112）

研究所 中央研究所（静岡県牧之原市女神21） 

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

普通株式

優先株式

普通株式

優先株式

200,000,000株

89,212,380株

34,246,962株

49,566名

64,183名

19.43

8.33

5.59

4.18

2.75

2.73

1.75

1.72

1.60

1.56

23,498

10,074

6,760

5,058

3,329

3,304

2,116

2,081

1,933

1,882

5,895

85

1,560

―

882

3,304

242

126

―

―

17,603

9,989

5,200

5,058

2,446

―

1,874

1,955

1,933

1,882

大株主

持株数（千株）
持株比率
（％）株主名

普通株式 第1種
優先株式 合計

グリーンコア株式会社

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

公益財団法人本庄国際奨学財団 

ステート ストリート バンク アンド 
トラスト カンパニー 505223

本庄八郎 

ザ バンク オブ ニューヨーク 
134104

伊藤園従業員持株会 

東洋製罐グループホール
ディングス株式会社 

株式会社りそな銀行 

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

優先株式について

所有者別株式数比率の状況

優先株式とは、普通株式に比べて利益の配当を優先的に受け
取ることができる株式です。

優先株式 普通株式

証券コード 25935 2593

議決権 なし※1 あり

配当
優先配当
普通配当額×125%※2
未払い分は累積

普通配当累積しない

残余財産分配権 普通株式と同等※3 ─

─普通株式への転換権 株主の意向による転換権は
なし※4

単元株 100株

株主優待 あり

100株

あり

※1 2022年4月期より収益認識基準を適用　　　※2 ITO EN （North America） INC.やITO EN （Hawaii） LLCなど　　　※3 期中平均

(2022年4月期）

※1 当社は、自己株式を2,492千株（普通株式1,004千株、第1種優先株式1,487千株）保
有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

※2 持株比率は自己株式を控除して算出しております。

※1 議決権が発生する場合があります。
※2 小数第一位を切り上げ、ただし15円を下限とします。また普通株式への配当が無配の
場合でも、優先株式に対して1株当たり15円が優先配当として支払われます。

※3 累積未払配当がある場合は、普通株式に先立って優先株主に不足分が支払われます。
※4 一定の事象により当社が普通株式を対価として、1：1の比率で優先株式を取得すること
があります。

【一定の事象】
1. 当社が消滅会社となる合併、完全子会社となる株式交換、株式移転（当社単独によるもの
を除きます）。

2. 当社普通株式に対する公開買付により公開買付者の株券など所有割合が50%超となった
場合。

3. 当社優先株式が上場廃止となった場合。

個人・その他
22.28%

個人・その他
45.22%

証券会社
1.17%

証券会社
0.12%

その他法人
33.30%

外国法人等
22.17%

外国法人等
25.04%

金融機関
21.08%

金融機関
3.03%

その他法人
26.59%

普通株式 優先株式

関連データ
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